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令和４年１月11日 

情報通信行政・郵政行政審議会電気通信事業部会 

  部会長  三 友  仁 志 殿 

  接 続 委 員 会 

主 査  相 田  仁 

報 告 書 

令和３年11月19日付け諮問第3145号をもって諮問された事案について、調査の結果、下記のと

おり報告します。  

記 

１ 本件、第一種指定電気通信設備接続料規則等の一部改正については、諮問のとおり改正す

ることが適当と認められる。 

２ なお、提出された意見及びそれに対する当委員会の考え方は、別添のとおりである。 

以上 
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第一種指定電気通信設備接続料規則等の一部を改正する省令案に対する 

意見及びその考え方 

意見募集期間：令和３年 11 月 20 日（土）～同年 12 月 20 日（月） 

案件番号：145209842 

意見提出者一覧 
意見提出 ２件（法人：２件） 

（提出順、敬称略） 

受付 意見提出者 

１ ＫＤＤＩ株式会社 

２ 楽天モバイル株式会社 
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意見 考え方 
修正の 

有無 

１．ＩＰ網への移行に伴う機能や接続料算定方法に係る規定の追加等について 

意見１ 

● ①加入者交換機を転用するメタル収容装置、➁メタル収容装置

の直上に設置される変換装置及び➂変換装置と中継ルータを繋ぐ

伝送路設備を新たに規定することとした改正案に賛同。 

● これらの原価算定において、長期増分費用方式を用いることと

した改正案に賛同。 

考え方１ 

 

（改正後の接続料規則第４条、第５条） 

○ 『IP網への移行の段階を踏まえた接続制度の在り方』最終答申

の考え方にて、「IP網への移行に伴い、加入電話の収容階梯等にお

いて、①加入者交換機を転用するメタル収容装置、➁メタル収容

装置の直上に設置される変換装置及び➂変換装置と中継ルータを

繋ぐ伝送路設備が新たに使用される。加入者回線との一体性を踏

まえれば、これらの設備を新たに第一種指定電気通信設備として

指定すべきである。」と示されており、➀～➂の設備を規定に追加

することについて賛同いたします。 

○ また、接続料の原価算定においては、適正性・公平性・透明性

を確保するとともに、非効率性を排除する観点から、長期増分費

用方式による算定対象とする改正案に賛同いたします。 

【ＫＤＤＩ株式会社】 

○ 賛同の御意見として承ります。 

 

無 

意見２ 

● 第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルによる接続料の算定方法等を新た

に規定することとした改正案に賛同。 

考え方２ 

 

（改正後の接続料規則別表第１の１～別表第５） 

○ 第9次IP-LRICモデルは、IP-POIインターフェースを有する唯一

のモデルであることに加え、公衆電話及び緊急通報に具備すべき

機能が本モデルに反映されており、費用算定モデルとして採用可

能なレベルに達していることから、第９次IP-LRICモデルによる接

続料の算定方法等を新たに規定する改正案に賛同いたします。 

○ 賛同の御意見として承ります。 

無 
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意見 考え方 
修正の 

有無 

【ＫＤＤＩ株式会社】 

意見３ 

● 占有トランクポート関連機能及び中継伝送専用機能に係る接続

料の算定単位を、接続ルート切替前後の各接続機能に合わせ、ト

ラヒック単位に変更することとした改正案に賛同。 

考え方３ 

 

（改正後の接続料規則第15条、第16条、第17条） 

○ 加入電話の接続ルート切替前後において、各疎通形態での発着

信に係る接続料等の負担を単一とすることは公平性の観点及び円

滑な移行の観点からも適切であると考えます。また、接続に係る

負担を単一とする場合、当該接続に係る単一化前の負担の算定単

位を揃えることが前提となることから、接続事業者による個別負

担とされている占有トランクポート関連機能及び中継伝送専用機

能に係る接続料の算定単位を、接続ルート切替前後の各接続機能

に合わせ、トラヒック単位に変更することは適当と考えられるた

め改正案に賛同いたします。 

【ＫＤＤＩ株式会社】 

○賛同の御意見として承ります。 

無 

２．ＩＰ網への移行期間中の接続料算定方法について 

意見４ 

● 接続ルート切替前後において、切替前のＩＣ接続・ＧＣ接続及

び切替後のＩＰ接続で単一の接続料とすることは、公平性の観点

及び円滑な移行の観点から適切であると考えられるため、改正案

に賛同。 

考え方４ 

 

（改正省令附則第５条） 

○ 加入電話の接続ルート切替前後において、切替前のIC接続・GC

接続および切替後のIP接続で単一の接続料とすることは公平性の

観点及び円滑な移行の観点からも適切であると考えられることか

ら改正案に賛同いたします。 

【ＫＤＤＩ株式会社】 

○ 賛同の御意見として承ります。 

無 
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意見 考え方 
修正の 

有無 

意見５ 

● 接続ルート切替前後における単一の接続料算定においては、Ｐ

ＳＴＮ-ＰＯＩを有する第８次ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデルとＩＰ-

ＰＯＩを有する第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルを組み合わせて算定

することが適当。（同旨二者） 

● 接続ルート切替前に係る負担額を各疎通形態のトラヒック割合

で加重平均とすること、また、接続ルート切替前に係る負担額と

切替後の接続ルート切替後に係る負担額をＩＰ網へのトラヒック

の移行割合により加重平均とすることは、公平性の観点及び円滑

な移行の観点から適当と考えられるため、改正案に賛同。 

考え方５ 

 

（改正省令附則第６条～第８条、附則別表） 

○ 接続ルート切替前後における単一の接続料算定においては、

PSTN-POIを有する第8次PSTN-LRICモデルとIP-POIを有する第9次

IP-LRICモデルを組み合わせて算定することが適当であると考え

ます。その前提において、接続ルート切替前の加入電話に係る負

担額を各疎通形態のトラヒック割合で加重平均とすること、また

当該切替前の加入電話に係る負担額と切替後のメタルIP電話に係

る負担額を、IP網へのトラヒックの移行割合により加重平均とす

ることは公平性の観点、円滑な移行の観点から適当と考えられる

ため改正案に賛同いたします。 

【ＫＤＤＩ株式会社】 

（改正省令附則第６条） 

○ 現在2025年を目指してIP化に向けてPSTNマイグレーションへの

移行作業が進められています。次期算定期間においてはIP網と

PSTN網が混在する為、その移行期間に限定して、加入電話に係る

接続料算定にIP網用のLRICモデルとPSTN網用のLRICモデルを組み

合わせたLRICモデルを規定することについて適当であると考えま

す。 

【楽天モバイル株式会社】 

○ 賛同の御意見として承ります。 

無 
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意見 考え方 
修正の 

有無 

３．ＮＴＳコストの扱いについて 

意見６ 

● ＮＴＳコストは基本料金で回収すべきであり、網使用料には含

めないことが原則と考える。今後も慎重な議論を重ねる必要があ

るものと考える。 

考え方６ 

 

（改正後の平成17年改正省令附則第７項、第10項） 

○ 発生するコストは適切に回収できるようにする必要があること

から、NTSコストについては、基本料金で回収すべきで、網使用料

には含めないことが原則であると考えます。今後も慎重な議論を

重ねる必要があるものと考えます。 

【楽天モバイル株式会社】 

○ 本改正案は、情報通信審議会「ＩＰ網への移行の段階を

踏まえた接続制度の在り方」最終答申（令和３年９月）に

おいて、「ＩＰ網への移行期間中における第８次ＰＳＴＮ

-ＬＲＩＣモデルによる接続料の算定に際し、き線点ＲＴ

-ＧＣ間伝送路コストの扱いについては、ユニバーサルサ

ービス制度に係る利用者負担抑制の観点から、引き続き接

続料原価にその100％を算入することがやむを得ない。」と

されたことを踏まえ、第８次ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデル上

のＮＴＳコストのうち、き線点ＲＴｰＧＣ間伝送路コスト

の全額を接続料原価に算入することとする措置の期限を、

令和６年12月31日まで延長するものと承知しています。 

○ 他方で、同答申において、「き線点ＲＴ-ＧＣ間伝送路コ

ストに相当する伝送路コストが存在しないことを踏まえ

れば、ＩＰ網への移行期間中における第９次ＩＰ-ＬＲＩ

Ｃモデルによる接続料の算定に際し、ＮＴＳコストの接続

料原価への算入は行わないことが適当である。」とされた

ことを踏まえ、本改正案は、第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデル

に関して、ＮＴＳコストの接続料原価への算入を行わない

ものとなっていると承知しています。 

○ 今後、ＩＰ網への移行後の接続料算定でのＮＴＳコスト

の扱いについては、同答申（案）に対する意見及びその考

え方において、「ＮＴＳコストは基本料の費用範囲の中で

回収することが原則であることも踏まえつつ、今後検討す

ることが必要」との考え方が示されたことを踏まえ、総務

無 
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意見 考え方 
修正の 

有無 

省において検討することが適当と考えます。 

４．接続料算定に用いる通信量の扱いについて 

意見７ 

● 予測誤差の影響を極力抑制するためにも、前年度下期と当年度

上期の通信量を通年化した通信量を使用するとした改正案に賛

同。 

考え方７ 

 

（改正後の平成17年改正省令附則第12項） 

○ IP網への移行期間においてはマイラインの廃止等によりトラヒ

ック予測の誤差が大きくなることが予想されることから、予測誤

差の影響を極力抑制するためにも前年度下期と当年度上期の通信

量を通年化した通信料を使用するとした改正案に賛同いたしま

す。 

【ＫＤＤＩ株式会社】 

○ 賛同の御意見として承ります。 

無 

５．東西均一接続料の扱い 

意見８ 

● 各事業者における接続料は各事業者の原価に応じて個別に算

定・設定することが原則であり、ＩＰ網への移行過程においてＮ

ＴＴ東日本・西日本の接続料を均一とすることは過渡的な取り扱

いと認識している。 

● ＩＰ網移行完了後の接続料の算定方法を見据え、東西別接続料

への是正については検討を行うことが必要と考える。 

考え方８ 

 

（改正後の平成17年改正省令附則第15項、改正後の金銭の交付に関

する省令第２条） 

○ 各事業者における接続料は各事業者の原価に応じて個別に算

定・設定することが原則であります。他方、移行期においてNTT東

日本・NTT西日本の接続料を均一とすることは、市場及び利用者へ

の影響を踏まえた観点や接続料の事業者間精算の負担軽減の観点

により、引き続き過渡的に取り扱うものと認識しています。IP網

移行完了後の接続料の算定方法を見据え、東西別接続料の是正に

○ 本改正案は、情報通信審議会「ＩＰ網への移行の段階を

踏まえた接続制度の在り方」最終答申（令和３年９月）に

おいて、「移行期間中の接続料の算定として、第８次ＰＳ

ＴＮ-ＬＲＩＣモデルと第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルを併

用するとしても、東西別と東西均一の場合の各々の接続料

試算結果を踏まえれば、東西別接続料への是正は、負担の

変動が依然大きいため現実的ではないと言わざるを得な

い。」とされたことを踏まえ、ＮＴＴ東日本とＮＴＴ西日

無 
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意見 考え方 
修正の 

有無 

ついては検討を行うことが必要であると考えます。 

【楽天モバイル株式会社】 

本の原価及び通信量等を合算して接続料を算定すること

とする措置の期限を、令和６年12月31日まで延長するもの

と承知しています。 

○ 今後、ＩＰ網への移行後の東西均一接続料の扱いについ

ては、同答申において、「接続料が本来は東西別で設定さ

れるべきものであることを念頭に、東西別接続料への是正

について検討を行っていく必要がある」とされたことを踏

まえ、総務省において検討することが適当と考えます。 
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情 郵 審 第 ※ ※ 号 

令 和 ４ 年 ※ 月 ※ 日 

 

総 務 大 臣 

  金 子  恭 之 殿 

 

 

情報通信行政・郵政行政審議会 

                       会 長   川 濵  昇 

 

 

 

答  申  書  （案） 

 

令和３年11月19日付け諮問第3145号をもって諮問された事案について、審議の結果、

下記のとおり答申する。  

 

記 

 

１ 本件、第一種指定電気通信設備接続料規則等の一部改正については、諮問の

とおり改正することが適当と認められる。 

 

２ なお、提出された意見及びそれに対する当審議会の考え方は、別添のとおりで

ある。 

 

以上 
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第一種指定電気通信設備接続料規則等の一部改正について
－ 令和４年度以降の接続料算定における長期増分費用方式の適用等 －

概 要

令和４年１月14日
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主な改正の概要 1

① IP網への移行に伴う機能や接続料算定方法に係る規定の追加等

• ＩＰ網への移行に伴い設置される電気通信設備に係る機能を追加する。

• ＩＰ網への移行後の網構成を反映した第９次ＩＰｰＬＲＩＣモデルによる接続

料の算定方法等を新たに規定する。

• トランクポート等の機能に係る接続料の設定単位を見直すため、所要の

規定を整備する。

• ＩＰ網への移行後のメタルＩＰ電話に係る通信量等の記録方法を規定する。

② IP網への移行期間中の接続料算定方法

• 接続ルート切替前後の加入電話・メタルIP電話発着信に係る機能を単一

の法定機能として規定する。

• 当該法定機能の接続料の算定方法を規定する。

③ 接続料算定に用いる入力値の扱い

• 令和４年度の接続料算定に用いる入力値を規定する。

■ 第一種指定電気通信設備接続料規則（平成12年郵政省令第
64号）の一部改正

○ ＮＴＴ東日本・西日本が設置する第一種指定電気通信設備のうち加入者交換機能や中継交換機能等に係る接続料の算定には、現在、

長期増分費用方式を適用している。

○ 現行の長期増分費用方式による接続料の算定は令和元年度から令和３年度までを適用期間としていることから、令和４年度以降の

長期増分費用方式に基づく接続料算定等について、長期増分費用モデル研究会や情報通信審議会における検討結果を踏まえ、所要

の規定を整備する。

■ 接続料規則の一部を改正する省令（平成17年総務省令第14
号）の一部改正

④ ＮＴＳコストの扱い

• 令和４年度以降も、引き続き、ＮＴＳコストのうちき線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路

コストの全額を接続料原価に算入するため、所要の規定を整備する。

⑤ 接続料算定に用いる通信量の扱い

• 令和４年度以降も、引き続き、前年度下期と当年度上期の通信量を通

年化したものを接続料算定に用いる入力値とするため、所要の規定を

整備する。

⑥ 東西均一接続料の扱い

• 令和４年度以降も、引き続き、ＮＴＴ東日本・西日本の接続料を均一とす

るため、所要の規定を整備する。

○ 施行日 令和４年４月１日から施行 ※一部規定（総務大臣による通知等）は公布日に施行

■ 東日本電信電話株式会社の西日本電信電話株式会社に対す
る金銭の交付に関する省令（平成１５年総務省令第１１９号）の一
部改正

⑥ 東西均一接続料の扱い

• 令和４年度以降も、引き続き、ＮＴＴ東日本からＮＴＴ西日本に対して金銭

の交付を行うこととするため、所要の規定を整備する。
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（参考） 長期増分費用（ＬＲＩＣ）方式に基づく接続料算定 2

○ 長期増分費用（ＬＲＩＣ：Long-Run Incremental Costs）方式は、接続料の原価算定において、事業者の非効率性を排除した適切な原価

を算定するために、平成１２年の電気通信事業法改正により導入した方式。ＮＴＴ東日本・西日本の実際のネットワークと同等規模のネット

ワークを、現時点で最も低廉で効率的な設備と技術により構築・運営した場合の費用を算定する。

○ ＬＲＩＣ方式は、現在、ＰＳＴＮ（加入者交換機や中継交換機等）の接続料算定に適用している。

電柱

管路

加入者交換局（GC局）

中継交換局（IC局）

加入者交換機

中継交換機

接続事業者

相互接続点

他の中継交換機へ

ＮＴＴ東日本・西日本のPSTN

Ｌ
Ｒ
Ｉ
Ｃ
方
式
に
基
づ
き

接
続
料
を
算
定

加入電話

中継交換機への接続加入者交換機への接続

加入電話

相互接続点

①ＩＣ接続

②ＧＣ接続

※２～３年毎に実施。

 ＬＲＩＣモデルの策定・見直し

接続料原価を算定するためのＬＲＩＣモデルを策定・見直し。

 接続料算定の在り方の決定

ＬＲＩＣモデルの適用方法や適用期間等、接続料算定の在り方を

決定。

ＬＲＩＣモデルの策定及びその適用の決定

接続料の算定

※毎年度実施。

 入力値の見直し

毎年度、接続料算定に必要な需要・パラメータ（回線数、設備単

価、耐用年数等）を最新の値に見直し。

 接続約款の変更認可

上記のＬＲＩＣモデル及び入力値により算定した接続料を適用す

るためのＮＴＴ東日本・西日本の接続約款の変更を認可。

＜令和３年度接続料＞

①中継交換機への接続（ＩＣ接続）： ８．９１円／３分

②加入者交換機への接続（ＧＣ接続）： ７．５９／３分

■ LRIC方式に基づく接続料算定の現在の対象範囲
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（参考） 改正に至るまでの経緯 3

○ 令和元年６月から、長期増分費用モデル研究会を開催。令和４年度以降の接続料算定に適用可能な長期増分費用モデルとして、ＩＰ網

への移行後の網構成・網機能を反映した第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルの検討を行い、令和２年５月に中間報告書を取りまとめ。

○ 令和２年４月、「ＩＰ網への移行の段階を踏まえた接続制度の在り方」について情報通信審議会へ諮問。情報通信審議会において、ＩＰ網

への移行過程における音声接続料の在り方等について審議を実施。

○ 令和３年９月の最終答申において、令和４年４月から令和６年12月までの加入電話の音声接続料については、接続ルート切替前後で、

加入電話の発着信に係る負担を単一とすることが適当とされ、単一の接続料等の算定には、第８次ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデルと第９次ＩＰ-ＬＲＩＣ

モデルを組み合せて適用することが適当とされた。

○ 令和３年11月、長期増分費用モデル研究会において、長期増分費用方式に基づく令和４年度の接続料算定に用いる入力値の見直し

を実施。

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

長期増分費用

モデル研究会

情報通信審議会

情報通信行政・

郵政行政審議会

▲
第９次IP-LRIC

モデル

▲

▲▲

▲

第一種指定電気通信設備
接続料規則等の改正

▲

中間報告書
取りまとめ

検討開始

最終答申諮問

令和４年度以降の
加入電話接続料の

算定方法等※

６月 ５月

４月 ９月

諮問

令和４年度接続料算定に
用いる入力値の見直し

11月

※「ＩＰ網への移行の段階を踏まえた接続制度の在り方」の一部として審議。

▲

一部答申

９月

11月19日
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省令改正案の内容（１） 4

① IP網への移行に伴う機能や接続料算定方法に係る規定の追加等

■ ＩＰ網への移行に伴い設置される電気通信設備に係る機能を追加 【改正後の接続料規則第４条、第５条】

 ＩＰ網への移行に伴い、①加入者交換機を転用するメタル収容装置、②メタル収容装置の直上に設置される変換装置及び③変換装置と中継

ルータを繋ぐ伝送路設備について、これらの設備に係る機能を新たに定義し、長期増分費用方式による接続料算定の対象とする。

■ 新たな長期増分費用モデル（ＬＲＩＣモデル）による接続料の算定方法等を規定 【改正後の接続料規則別表第１の１～別表第５】

 ＩＰ網への移行後の網構成を反映した第９次ＩＰｰＬＲＩＣモデルによる接続料の算定方法等を新たに定める。

■ トランクポート等の機能に係る接続料の設定単位を見直し 【改正後の接続料規則第15条、第16条、第17条】

 接続ルート切替前後での加入電話・メタルＩＰ電話発着信に係る負担の単一化を念頭に、占有トランクポート関連機能及び中継伝送専用機能

の接続料の算定単位をトラヒック単位に変更する。

■ ＩＰ網移行後のメタルＩＰ電話に係る通信量等の記録方法を規定 【改正後の接続料規則別表第６】

 ＩＰ網移行後のメタルＩＰ電話に係る通信量、回線数等の記録方法を新たに定める。

■ 接続ルート切替前後における設備構成と接続形態■ ＩＰ網への移行スケジュール

令和元年度
（２０１９年度）

令和２年度
（２０２０年度）

令和３年度
（２０２１年度）

令和４年度
（２０２２年度）

令和５年度
（２０２３年度）

令和６年度
（２０２４年度）

令和７年度
（２０２５年度）

ひかり電話の接続ルート切替、他事業者間発着の接続ルート切替

加入電話着の接続ルート切替

加入電話発の接続ルート切替

①ひかり電話
接続ルート切替開始

令和３年１月

③メタルＩＰ電話へ
一斉に契約移行
令和６年１月

ＰＯＩビル環境構築等

④接続ルート
切替完了

令和７年１月

②加入電話
接続ルート切替開始

令和４年６月

メタル光

IP網PSTN

メタル

ひかり電話加入電話等

◎ ◎

メタルIP電話
（加入電話等）

ＧＷ
ルータ

収容ルータ

SIP
サーバ

ENUM、
SBC、DNS

信号
交換機

相互接続
交換機

中継
交換機 中継ルータ

他事業者

◎ IC接続

加入者
交換機

変換装置

光

IP網

ひかり電話

◎

収容ルータ

SIP
サーバ

ENUM、
SBC、DNS

ＧＷ
ルータ

メタル
収容装置

変換装置（新）

中継ルータ

IP接続GC接続
（中継専用 有/無）

他事業者

14



省令改正案の内容（２） 5

② IP網への移行期間中の接続料算定方法

■ 接続ルート切替前後の加入電話・メタルIP電話発着信に係る機能を単一の法定機能として規定 【改正省令附則第５条】

 接続ルート切替前後の加入電話・メタルＩＰ電話発着信に係る負担を単一化するため、ＩＰ網への移行期間中に限り、接続ルート切替前後の加入

電話・メタルＩＰ電話発着信に係る機能を、単一の法定機能（加入電話・メタルＩＰ電話接続機能）として新たに規定する。

■ 加入電話・メタルＩＰ電話接続機能の接続料の算定方法を規定 【改正省令附則第６条～第８条、附則別表】

 接続ルート切替前の加入電話発着信に係る負担額と接続ルート切替後のメタルＩＰ電話発着信に係る負担額を、ＩＰ網へのトラヒックの移行割

合により加重平均して、加入電話・メタルＩＰ電話接続機能の接続料を算定することを新たに定める。

 接続ルート切替前の加入電話発着信に係る負担額の算定には、ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデルに用いることとし、①加入者交換機での接続（中継伝送

専用機能なし）における負担額、②加入者交換機での接続（中継伝送専用機能あり）における負担額及び③中継交換機での接続における負

担額を、これらの接続に係るトラヒックにより加重平均して負担額を算定することを新たに定める。

 接続ルート切替後のメタルＩＰ電話発着信に係る負担額の算定には、ＩＰ-ＬＲＩＣモデルを用いることを新たに定める。

15



（参考） 加入電話・メタルＩＰ電話接続機能の接続料 6

加入電話・メタルＩＰ電話接続機能の接続料

＝ 接続ルート切替前の加入電話発着信に係る負担額※１ × 接続ルート切替前のトラヒック割合※３

＋ 接続ルート切替後のメタルＩＰ電話発着信に係る負担額※２ × 接続ルート切替後のトラヒック割合※３

※１ 接続ルート切替前の加入電話発着信に係る負担額

• 接続ルート切替前の接続形態としては、①加入者交換機で接続を行う形
態（中継伝送専用機能の使用なし）、②加入者交換機で接続を行う形態
（中継伝送専用機能の使用なし）、③中継交換機で接続を行う形態の３形
態が存在。

• ＰＳＴＮｰＬＲＩＣモデルで算定したこれら3形態に係る負担額を、通信時間の
比率で加重平均することで、接続ルート切替前の加入電話発着信に係る
負担額を算定。

ＧＣ局

ＩＣ局

相互接続点

相互接続点

中継交換機

加入者交換機

加入電話

相互接続点

③IC接続

②GC接続
（中継専用 有）

①GC接続
（中継専用 無）

◎

◎

◎

ＩＣ・ＧＣ統一接続料

※２ 接続ルート切替後のメタルＩＰ電話発着信に係る負担額

• 接続ルート切替後のメタルＩＰ電話発着信に係る負担額は、ＩＰｰＬＲＩＣモデ
ルで算定した県間伝送路設備の負担額を含めて算定。

• なお、電気通信事業法施行規則第23条の４第２項第１号の２ニの規定によ
り定める県間伝送路設備の負担額は、ＩＰ網への移行期間中のメタルＩＰ
電話発着信に係るものについては、取得しないこととする。

接続事業者

トラヒック比率で
加重平均

※３ 接続ルート切替前後のトラヒック割合

• ＩＰ網への移行スケジュールに関するＮＴＴ東日本・西日本から総務省への
報告（令和３年９月末）内容を踏まえ、総務省において算定。

接続ルート切替後のトラヒック割合：
令和４年度 ９％ 令和５年度 34％ 令和６年 77％

呼種
トラヒック

（百万時間） 令和４年度 令和５年度 令和６年度

加入電話発

他事業者着

加入電話着
（中継・サービス呼）

ひかり電話着
（中継・サービス呼）

他事業者発

加入電話着
加入電話発
（中継・サービス呼）

ひかり電話発
（サービス呼）

令和６年１月～12月
に切替実施

令和４年６月～令和６年12月
に切替実施

※ トラヒックは令和２年度実績。
出典：ＮＴＴ東日本・西日本からの報告を基に総務省にて作成。

■ ＩＰ網への移行スケジュール（加入電話関係）とトラヒック内訳

■ 接続ルート切替前の接続形態

委員限り
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省令改正案の内容（３） 7

③ 接続料算定に用いる入力値の扱い

■ 令和４年度の接続料算定に用いる入力値を規定 【改正後の接続料規則別表第２の２、別表第４の３】

 長期増分費用モデル研究会での検討結果を踏まえ、LRICモデルへの入力値（投資額比率、設備単価、耐用年数等）を、令和４年度の接続料算

定に必要な値に見直す。

④ ＮＴＳコストの扱い

■ き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路コストの接続料原価への全額算入措置を継続 【改正後の平成17年改正省令附則第７項、第10項】

 接続ルート切替前の接続料の算定において、利用者料金に及ぼす影響を緩和するため、ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデル上のＮＴＳコストのうち、き線点Ｒ

ＴｰＧＣ間伝送路コストの全額を接続料原価に算入することとする措置の期限を、令和６年12月31日まで延長する。

⑤ 接続料算定に用いる通信量の扱い

■ 前年度下期と当年度上期の通信量を通年化した通信量の使用を継続 【改正後の平成17年改正省令附則第12項】

 接続料算定に用いる通信量について、前年度下期と当年度上期の通信量を通年化した通信量を使用することとする措置の期限を、令和６

年12月31日まで延長する。

■ ＩＰ網への移行期間中の通信量の記録方法を規定 【改正省令附則第４条】

 ＩＰ網への移行期間中の接続料算定には、接続ルート切替前後の通信量の合算値を使用することから、当該期間における通信量の記録に際し

ては、接続ルート切替による通信量増減の影響を考慮した加入電話・メタルＩＰ電話の通信量を記録することとする。

※ 接続ルート切替後の接続料等の算定に用いるＩＰ-ＬＲＩＣモデルには、き線点ＲＴｰＧＣ間伝送路コストに該当するコストは存在しない。
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省令改正案の内容（４） 8

⑥ 東西均一接続料の扱い

■ ＮＴＴ東日本・西日本の接続料の均一化を継続 【改正後の平成17年改正省令附則第15項】

 ＮＴＴ東日本・西日本の加入電話に係る接続料を均一化するために、両事業者の原価及び通信量等を合算して接続料を算定することとする

措置の期限を、令和６年12月31日まで延長する。

■ ＮＴＴ東日本からＮＴＴ西日本に対する金銭の交付を継続 【改正後の金銭の交付に関する省令第２条】

 ＮＴＴ東日本・西日本の加入電話に係る接続料を均一化することに伴い、ＮＴＴ東日本からＮＴＴ西日本に対して金銭の交付を行うこととする措

置の期限を、令和６年12月31日まで延長する。
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今後のスケジュール（案） 9

令和３年11月19日

• 情報通信行政・郵政行政審議会（電気通信事業部会）に、第一種指定電気通信設備接続料規則等の一部を改正する省令案

を諮問

令和３年11月20日～12月20日

• 第一種指定電気通信設備接続料規則等の一部を改正する省令案の意見募集

令和４年１月６日～11日

• 意見募集の結果を踏まえた接続委員会における審議

令和４年１月14日

• 情報通信行政・郵政行政審議会（電気通信事業部会）からの答申

令和４年２月頃

• 第一種指定電気通信設備接続料規則等の一部を改正する省令を公布

（参考） 改正省令公布後

• 総務大臣からＮＴＴ東日本・西日本へ接続料算定に用いる資産及び費用の整理の手順を通知

• ＮＴＴ東日本・西日本から接続約款の変更認可申請（令和４年度接続料）

• 情報通信行政・郵政行政審議会（電気通信事業部会）に諮問、意見募集

• 情報通信行政・郵政行政審議会（電気通信事業部会）からの答申

• ＮＴＴ東日本・西日本の接続約款の変更を認可
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ＩＰ網への移行の段階を踏まえた接続制度の在り方 最終答申
～ＩＰ網への移行完了を見据えた接続制度の整備に向けて～

概 要

令和３年９月１日

参考

（第２章抜粋）
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第２章 ＩＰ網への移行過程における音声接続料の在り方（加入電話）① 11

＜移行過程の接続料算定方法の適用期間について＞

○ ＩＰ網への移行予定を踏まえれば、次期接続料算定方法の適用期間は、令和４年４月から令和６年12月までとすることが適当。

＜指定設備等について＞

○ ＩＰ網への移行に伴い、加入者交換機を転用するメタル収容装置、メタル収容装置の直上に設置される変換装置及び変換装置と

中継ルータを繋ぐ伝送路設備を、新たに第一種指定電気通信設備として指定すべき。

○ 加入電話により新たに使用される県間通信用設備及び中間配線架（パッチパネル）は、移行期間のひかり電話における整理と同

様に、まずは「第一種指定電気通信設備との接続を円滑に行うために必要なもの」として位置付けるべき。

＜移行過程の公平な接続料の算定方法について＞

○ 公平性を担保するため、接続ルート切替前後で、加入電話の発着信に係る接続料等の負担を単一とすることが適当。

○ 接続ルート切替前の加入電話の発着信（ＩＣ-ＰＯＩ経由、ＧＣ-ＰＯＩ経由（中継伝送専用機能の使用なし）、ＧＣ-ＰＯＩ経由（中継伝

送専用機能の使用あり））に係る接続料負担を単一とした上で、 接続ルート切替後の加入電話の発着信（ＩＰ-ＰＯＩ経由）に係る接続

料等負担との単一化を行うことが適当。

■ 接続ルート切替前後における設備構成と接続形態■ ＩＰ網への移行スケジュール

令和元年度
（２０１９年度）

令和２年度
（２０２０年度）

令和３年度
（２０２１年度）

令和４年度
（２０２２年度）

令和５年度
（２０２３年度）

令和６年度
（２０２４年度）

令和７年度
（２０２５年度）

ひかり電話の接続ルート切替、他事業者間発着の接続ルート切替

加入電話着の接続ルート切替

加入電話発の接続ルート切替

①ひかり電話
接続ルート切替開始

令和３年１月

③メタルＩＰ電話へ
一斉に契約移行
令和６年１月

ＰＯＩビル環境構築等

④接続ルート
切替完了

令和７年１月

②加入電話
接続ルート切替開始

令和５年１月

第８次LRICモデルを適用 移行過程の接続料算定方法を適用 移行後の接続料
算定方法を適用

他事業者

メタル光

IP網PSTN

メタル

ひかり電話加入電話等

◎ ◎

メタルIP電話
（加入電話等）

ＧＷ
ルータ

収容ルータ

県間伝送路
SIP
サーバ

ENUM、
SBC、DNS

信号
交換機

相互接続
交換機

中継
交換機 中継ルータ

他事業者

◎ IC接続
パッチパネル

加入者
交換機

変換装置

光

IP網

ひかり電話

◎

収容ルータ

SIP
サーバ

ENUM、
SBC、DNS

パッチパネル

ＧＷ
ルータ

県間伝送路

メタル
収容装置

変換装置（新）

中継ルータ

IP接続GC接続
（中継専用 有/無）
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第２章 ＩＰ網への移行過程における音声接続料の在り方（加入電話）② 12

＜長期増分費用（ＬＲＩＣ）方式の適用について＞

○ 次期接続料算定期間の加入電話に係る接続料算定について、接続料算定における適正性・公平性・透明性を確保するとともに、

非効率性を排除する観点から、引き続き、ＬＲＩＣ方式を用いることが適当。

○ 接続ルート切替前後で単一化する接続料等は、接続ルート切替前の網に対応した第８次ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデルと接続ルート切替

後の網に対応した第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルにより算定した接続料等を、移行工程・スケジュールを踏まえてあらかじめ定めた年度ごと

のトラヒック移行割合で加重平均して算定する。

○ 次期接続料算定期間における第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルの適用では、まずは実際に設置されている回線種別（メタル回線）に基づき

接続料を算定することが妥当。その上で、モデル上での光回線への置き換えについては、検討を継続することが適当。

ＩＰ-ＬＲＩＣモデル（第９次）ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデル（第８次）

ＧＣ局

ＩＣ局

相互接続点

相互接続点

他の
中継交換機へ

中継交換機

加入者交換機

相互接続局

収容局

コア局

相互接続点

他のコア局ルータへ
CS

加入者回線収容装置等

コア局ルータ

ＧＷルータ

接続事業者

県間伝送路

IPによる通信

Ｄ
Ｎ
Ｓ

サ
ー
バ

L2SW

渡り伝送路

L2SW OLT

ひかり電話メタルIP電話
収容局単位の経済比較により、メタル回線を光回線とみなすことが可能な
ロジックを有するが、次期接続料算定期間においては適用しない。

加入電話

相互接続点

IC接続 IP接続

GC接続
（中継専用 有）

GC接続
（中継専用 無） 収容局ルータ

Ｅ
Ｎ
Ｕ
Ｍ

サ
ー
バ

Ｓ
Ｂ
Ｃ

◎

接続事業者

◎

◎

◎

ＩＣ・ＧＣ
統一接続料

ＩＰ接続料

ＰＳＴＮ・ＩＰ
統一単金

トラヒック比率で
加重平均

トラヒック移行割合で
加重平均

（イメージ）
１年目 91％ ： 9％
２年目 67％ ： 33％
３年目 17％ ： 83％

■ PSTN-LRICモデルとIP-LRICモデルの組合せによる接続料算定

局内SP
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第２章 ＩＰ網への移行過程における音声接続料の在り方（加入電話）③ 13

＜価格圧搾のおそれへの対応について＞

○ 次期接続料算定方法の適用期間においても、不当な競争を回避するため、加入電話の接続料について価格圧搾のおそれの検

証等が必要。

○ 価格圧搾のおそれが生じる場合は、他のサービスと同様に、「接続料と利用者料金の関係の検証に関する指針」（平成30年２月

総務省）に基づく方法により対応することが適当。

＜ＮＴＳコストの扱いについて＞

○ ＮＴＳコストは基本料の費用範囲の中で回収することが原則。

○ 他方、ユニバーサルサービス制度に係る利用者負担抑制の観点から、第８次ＰＳＴＮ-ＬＲＩＣモデルによる接続料の算定におけるき

線点ＲＴ-ＧＣ間伝送路コストの扱いについては、引き続き、接続料原価にその100％を算入することがやむを得ない。

＜東西均一接続料の扱いについて＞

○ ＮＴＴ東日本・西日本の接続料は、個別に算定・設定することが原則。

○ 他方、次期接続料算定方法の適用期間においても、東西別接続料の試算結果における東西格差は依然として大きく、東西別接

続料への是正は現実的ではない。

○ 今後、ＩＰ網への移行完了後の接続料算定方法の導入を見据え、東西別接続料への是正について検討を行うことが必要。

■ 接続料試算結果

Ｒ４ＡＣ Ｒ５ＡＣ Ｒ６ＡＣ

① ＧＣ・ＩＣ接続統一単金 （第８次ＰＳＴＮモデル） 9.08 9.55 10.05

② ＩＰ接続単金 （第９次ＩＰモデル） 5.25 5.58 5.95

③ ＰＳＴＮ・ＩＰ統一単金 （①と②を移行割合で加重平均） 8.73 8.24 6.64

（円/3分）

※ 各年度のＩＰ網への移行割合は仮定値。
※ 試算値は、試算方法等に起因する誤差を含む可能性がある。
※ 新型コロナウイルス感染症の影響等によるトラヒック傾向変化の可能性を考慮し、通話時間・通話回数や平均保留時間等の入力値について、一定の幅を持たせて試算を実施。

本試算結果は、中間的な入力値による試算結果を示したもの。 23



○ 総 務 省 令 第 号

電 気 通 信 事 業 法 （ 昭 和 五 十 九 年 法 律 第 八 十 六 号 ） の 規 定 に 基 づ き 、 及 び 同 法 を 実 施 す る た め 、 第 一

種 指 定 電 気 通 信 設 備 接 続 料 規 則 等 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 を 次 の よ う に 定 め る 。

令 和 年 月 日

総 務 大 臣 金 子 恭 之

第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 接 続 料 規 則 等 の 一 部 を 改 正 す る 省 令

（ 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 接 続 料 規 則 の 一 部 改 正 ）

第 一 条 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 接 続 料 規 則 （ 平 成 十 二 年 郵 政 省 令 第 六 十 四 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に

改 正 す る 。

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 （ 下 線 を 含 む 。 以 下 こ の 条 に お い て 同 じ 。 ） を 付 し

又 は 破 線 で 囲 ん だ 部 分 を こ れ に 順 次 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し 又 は 破 線 で 囲 ん だ

部 分 の よ う に 改 め 、 改 正 前 欄 及 び 改 正 後 欄 に 対 応 し て 掲 げ る そ の 標 記 部 分 に 二 重 傍 線 （ 二 重 下 線 を

含 む 。 以 下 こ の 条 に お い て 同 じ 。 ） を 付 し た 規 定 （ 以 下 こ の 条 に お い て 「 対 象 規 定 」 と い う 。 ） は

、 そ の 標 記 部 分 が 異 な る も の は 改 正 前 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 を 改 正 後 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 と し て 移 動

し 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 で 改 正 後 欄 に こ れ に 対 応 す る も の を 掲 げ て い な い も の は 、 こ れ を 削

り 、 改 正 後 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 で 改 正 前 欄 に こ れ に 対 応 す る も の を 掲 げ て い な い も の は 、 こ れ を 加
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え る 。
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改  正  後 改  正  前 
（ 用 語 ）  （ 用 語 ） 

第 二 条 ［ 略 ］ 第 二 条 ［ 同 上 ］ 

２ こ の 省 令 に お い て 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 用 語 の 意 義 は 、 当 該 各 号 に 定 め る と こ ろ に よ る 。 

一 第 一 種 指 定 加 入 者 交 換 機 メ タ ル イ ン タ ー ネ ッ ト プ ロ ト コ ル 電 話 用 設 備 以 外 の ア ナ ロ グ 電

話 用 設 備 又 は イ ン タ ー ネ ッ ト プ ロ ト コ ル を 用 い た 総 合 デ ジ タ ル 通 信 用 設 備 以 外 の 総 合 デ ジ タ

ル 通 信 用 設 備 で あ る 第 一 種 指 定 端 末 系 交 換 等 設 備 を い う 。 

一 の 二 第 一 種 指 定 メ タ ル 回 線 収 容 装 置 メ タ ル イ ン タ ー ネ ッ ト プ ロ ト コ ル 電 話 用 設 備 又 は イ

ン タ ー ネ ッ ト プ ロ ト コ ル を 用 い た 総 合 デ ジ タ ル 通 信 用 設 備 で あ る 第 一 種 指 定 端 末 系 交 換 等 設

備 を い う 。 

［ 二 ～ 四 略 ］ 

五 一 般 第 一 種 指 定 中 継 ル ー タ 第 一 種 指 定 中 継 系 交 換 等 設 備 に 該 当 す る ル ー タ で あ っ て 、 第

一 種 指 定 メ タ ル 回 線 収 容 装 置 又 は 一 般 第 一 種 指 定 収 容 ル ー タ に よ り 交 換 等 が 行 わ れ る 通 信 の

交 換 等 を 行 う も の を い う 。 

［ 六 ・ 六 の 二 略 ］ 

六 の 三 メ デ ィ ア ゲ ー ト ウ ェ イ 他 の 電 気 通 信 事 業 者 の 電 気 通 信 設 備 を 関 門 交 換 機 又 は 関 門 系

ル ー タ で 接 続 す る 場 合 に お い て 音 声 信 号 と パ ケ ッ ト の 相 互 間 の 変 換 を 行 う 装 置 を い う 。 

［ 七 ・ 八 略 ］ 

九 Ｓ Ｉ Ｐ サ ー バ 電 気 通 信 事 業 法 施 行 規 則 第 二 十 三 条 の 二 第 四 項 第 三 号 の 設 備 （ 以 下 「 制 御

等 設 備 」 と い う 。 ） で あ っ て 、 メ デ ィ ア ゲ ー ト ウ ェ イ 又 は 一 般 第 一 種 指 定 収 容 ル ー タ と 連 携

し て イ ン タ ー ネ ッ ト プ ロ ト コ ル に よ り パ ケ ッ ト の 伝 送 の 制 御 又 は 固 定 端 末 系 伝 送 路 設 備 の 認

証 等 を 行 う 機 能 を 有 す る も の を い う 。 

［ 九 の 二 ～ 十 五 略 ］ 

２ こ の 省 令 に お い て 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 用 語 の 意 義 は 、 当 該 各 号 に 定 め る と こ ろ に よ る 。 

一 第 一 種 指 定 加 入 者 交 換 機 主 と し て 音 声 伝 送 役 務 の 提 供 に 用 い ら れ る 第 一 種 指 定 端 末 系 交

換 等 設 備 を い う 。 

 

［ 新 設 ］ 

 

 

［ 二 ～ 四 同 上 ］ 

五 一 般 第 一 種 指 定 中 継 ル ー タ 第 一 種 指 定 中 継 系 交 換 等 設 備 に 該 当 す る ル ー タ で あ っ て 、 一

般 第 一 種 指 定 収 容 ル ー タ に よ り 交 換 等 が 行 わ れ る 通 信 の 交 換 等 を 行 う も の を い う 。 

 

［ 六 ・ 六 の 二 同 上 ］ 

六 の 三 メ デ ィ ア ゲ ー ト ウ ェ イ 他 の 電 気 通 信 事 業 者 の 電 気 通 信 設 備 を 関 門 交 換 機 で 接 続 す る

場 合 に お い て 音 声 信 号 と パ ケ ッ ト の 相 互 間 の 変 換 を 行 う 装 置 を い う 。 

［ 七 ・ 八 同 上 ］ 

九 Ｓ Ｉ Ｐ サ ー バ 電 気 通 信 事 業 法 施 行 規 則 第 二 十 三 条 の 二 第 四 項 第 三 号 の 設 備 （ 以 下 「 制 御

等 設 備 」 と い う 。 ） で あ っ て 、 一 般 第 一 種 指 定 収 容 ル ー タ と 連 携 し て イ ン タ ー ネ ッ ト プ ロ ト

コ ル に よ り パ ケ ッ ト の 伝 送 の 制 御 又 は 固 定 端 末 系 伝 送 路 設 備 の 認 証 等 を 行 う 機 能 を 有 す る も

の を い う 。 

［ 九 の 二 ～ 十 五 同 上 ］ 

 （ 法 定 機 能 の 区 分 、 内 容 及 び 対 象 設 備 等 ）  （ 法 定 機 能 の 区 分 、 内 容 及 び 対 象 設 備 等 ） 

第 四 条 法 定 機 能 は 、 次 の 表 の 上 欄 及 び 中 欄 に 定 め る 機 能 と し 、 そ れ ぞ れ の 法 定 機 能 に 対 応 し た

設 備 等 を 同 表 の 下 欄 に 掲 げ る 対 象 設 備 及 び こ れ の 附 属 設 備 並 び に こ れ ら を 設 置 す る 土 地 及 び 施

設 （ 以 下 「 対 象 設 備 等 」 と い う 。 ） と す る 。 

 機 能 の 区 分 内 容 対 象 設 備 

［ 略 ］ 

二  端 末 系

交 換 機 能 

端 末 系 ル ー

タ 交 換 機 能 

一 般 第 一 種 指 定 収 容 ル ー タ

に よ り 通 信 の 交 換 を 行 う 機

能 （ こ の 項 の 一 般 収 容 ル ー

タ 優 先 パ ケ ッ ト 識 別 機 能 を

除 く 。 ） 

一 般 第 一 種 指 定 収 容 ル ー タ 

一 般 収 容 ル

ー タ 優 先 パ

一 般 第 一 種 指 定 収 容 ル ー タ

に お い て 特 定 の パ ケ ッ ト を

第 四 条 法 定 機 能 は 、 次 の 表 の 上 欄 及 び 中 欄 に 定 め る 機 能 と し 、 そ れ ぞ れ の 法 定 機 能 に 対 応 し た

設 備 等 を 同 表 の 下 欄 に 掲 げ る 対 象 設 備 及 び こ れ の 附 属 設 備 並 び に こ れ ら を 設 置 す る 土 地 及 び 施

設 （ 以 下 「 対 象 設 備 等 」 と い う 。 ） と す る 。 

機 能 の 区 分 内 容 対 象 設 備 

［ 同 上 ］ 

二  端 末 系

交 換 機 能 

 

 

端 末 系 ル ー

タ 交 換 機 能 

一 般 第 一 種 指 定 収 容 ル ー タ

に よ り 通 信 の 交 換 を 行 う 機

能 （ こ の 項 の 一 般 収 容 ル ー

タ 優 先 パ ケ ッ ト 識 別 機 能 を

除 く 。 ） 

一 般 第 一 種 指 定 収 容 ル ー タ 

一 般 収 容 ル

ー タ 優 先 パ

一 般 第 一 種 指 定 収 容 ル ー タ

に お い て 特 定 の パ ケ ッ ト を
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ケ ッ ト 識 別

機 能 

識 別 す る 機 能 

メ タ ル 回 線

収 容 機 能 

第 一 種 指 定 メ タ ル 回 線 収 容

装 置 等 （ 第 一 種 指 定 メ タ ル

回 線 収 容 装 置 及 び メ デ ィ ア

ゲ ー ト ウ ェ イ （ 他 の 電 気 通

信 事 業 者 の 電 気 通 信 設 備 を

関 門 系 ル ー タ で 接 続 す る 場

合 に お い て 音 声 信 号 と パ ケ

ッ ト の 相 互 間 の 変 換 を 行 う

も の に 限 る 。 以 下 「 関 門 系

ル ー タ 接 続 用 メ デ ィ ア ゲ ー

ト ウ ェ イ 」 と い う 。 以 下 同

じ 。 ） を い う 。 以 下 同 じ 。 ）

に よ り 第 一 種 指 定 端 末 系 伝

送 路 設 備 を 収 容 し 、 音 声 信

号 と パ ケ ッ ト の 相 互 間 の 変

換 を 行 う 機 能 

第 一 種 指 定 メ タ ル 回 線 収 容

装 置 等 

［ 略 ］ 

［ 略 ］ 

五 の 二 音 声 パ ケ ッ ト 変 換

機 能 

他 の 電 気 通 信 事 業 者 の 電 気

通 信 設 備 を 関 門 交 換 機 で 接

続 す る 場 合 に お け る 音 声 信

号 と パ ケ ッ ト の 相 互 間 の 変

換 を 行 う 機 能 

メ デ ィ ア ゲ ー ト ウ ェ イ （ 他

の 電 気 通 信 事 業 者 の 電 気 通

信 設 備 を 関 門 交 換 機 で 接 続

す る 場 合 に お い て 音 声 信 号

と パ ケ ッ ト の 相 互 間 の 変 換

を 行 う も の に 限 る 。 以 下 「

関 門 交 換 機 接 続 用 メ デ ィ ア

ゲ ー ト ウ ェ イ 」 と い う 。 ） 

［ 略 ］ 

六 の 二  ル

ー テ ィ ン

グ 伝 送 機

能 

一 般 中 継 系

ル ー タ 接 続

伝 送 機 能 

関 門 系 ル ー タ 接 続 用 メ デ ィ

ア ゲ ー ト ウ ェ イ と 一 般 第 一

種 指 定 中 継 ル ー タ と の 間 に

設 置 さ れ る 第 一 種 指 定 中 継

系 伝 送 路 設 備 に よ り 通 信 を

伝 送 す る 機 能 

第 一 種 指 定 中 継 系 伝 送 路 設

備 で あ っ て 、 関 門 系 ル ー タ

接 続 用 メ デ ィ ア ゲ ー ト ウ ェ

イ と 一 般 第 一 種 指 定 中 継 ル

ー タ と の 間 に 設 置 さ れ る も

の 

一 般 中 継 系

ル ー タ 交 換

一 般 第 一 種 指 定 中 継 系 ル ー

タ 設 備 等 （ 関 門 系 ル ー タ 以

一 般 第 一 種 指 定 中 継 系 ル ー

タ 設 備 等 
ケ ッ ト 識 別

機 能 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

識 別 す る 機 能 

［ 同 上 ］ 

［ 同 上 ］ 

五 の 二 音 声 パ ケ ッ ト 変 換

機 能 

他 の 電 気 通 信 事 業 者 の 電 気

通 信 設 備 を 関 門 交 換 機 で 接

続 す る 場 合 に お け る 音 声 信

号 と パ ケ ッ ト の 相 互 間 の 変

換 を 行 う 機 能 
 
 
 

メ デ ィ ア ゲ ー ト ウ ェ イ 

［ 同 上 ］ 

六 の 二  ル

ー テ ィ ン グ

伝 送 機 能 

一 般 中 継 

系 ル ー タ 交

換 伝 送 機 能 

一 般 第 一 種 指 定 中 継 系 ル ー

タ 設 備 等 （ 関 門 系 ル ー タ 以

外 の 一 般 第 一 種 指 定 中 継 ル

ー タ 、 関 門 系 ル ー タ 又 は メ

デ ィ ア ゲ ー ト ウ ェ イ と 関 門

系 ル ー タ 以 外 の 一 般 第 一 種

指 定 中 継 ル ー タ と の 間 に 設

置 さ れ る 第 一 種 指 定 中 継 系

一 般 第 一 種 指 定 中 継 系 ル ー

タ 設 備 等 
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伝 送 機 能 外 の 一 般 第 一 種 指 定 中 継 ル

ー タ 、 関 門 系 ル ー タ 又 は 関

門 交 換 機 接 続 用 メ デ ィ ア ゲ

ー ト ウ ェ イ と 関 門 系 ル ー タ

以 外 の 一 般 第 一 種 指 定 中 継

ル ー タ と の 間 に 設 置 さ れ る

第 一 種 指 定 中 継 系 伝 送 路 設

備 及 び 関 門 系 ル ー タ 以 外 の

一 般 第 一 種 指 定 中 継 ル ー タ

と 一 般 第 一 種 指 定 収 容 ル ー

タ と の 間 に 設 置 さ れ る 第 一

種 指 定 中 継 系 伝 送 路 設 備 を

い う 。 以 下 同 じ 。 ） に よ り 通

信 の 交 換 及 び 伝 送 を 行 う 機

能 （ 特 定 の パ ケ ッ ト に つ い

て 優 先 的 に 通 信 の 交 換 又 は

伝 送 を 行 う 機 能 を 含 む 。 ） 

［ 略 ］ 

［ 略 ］ 

九 Ｓ Ｉ Ｐ サ ー バ 機 能 関 門 系 ル ー タ 接 続 用 メ デ ィ

ア ゲ ー ト ウ ェ イ 又 は 一 般 第

一 種 指 定 収 容 ル ー タ と 連 携

し て イ ン タ ー ネ ッ ト プ ロ ト

コ ル に よ る パ ケ ッ ト の 伝 送

の 制 御 又 は 固 定 端 末 系 伝 送

路 設 備 の 認 証 等 を 行 う 機 能 

Ｓ Ｉ Ｐ サ ー バ 

［ 略 ］ 

 備 考 

［ 一 ～ 三 略 ］ 

伝 送 路 設 備 及 び 関 門 系 ル ー

タ 以 外 の 一 般 第 一 種 指 定 中

継 ル ー タ と 一 般 第 一 種 指 定

収 容 ル ー タ と の 間 に 設 置 さ

れ る 第 一 種 指 定 中 継 系 伝 送

路 設 備 を い う 。 以 下 同 じ 。 ）

に よ り 通 信 の 交 換 及 び 伝 送

を 行 う 機 能 （ 特 定 の パ ケ ッ

ト に つ い て 優 先 的 に 通 信 の

交 換 又 は 伝 送 を 行 う 機 能 を

含 む 。 ） 
 
 
 
 
 
 

［ 同 上 ］ 

［ 同 上 ］ 

九 Ｓ Ｉ Ｐ サ ー バ 機 能 一 般 第 一 種 指 定 収 容 ル ー タ

と 連 携 し て イ ン タ ー ネ ッ ト

プ ロ ト コ ル に よ る パ ケ ッ ト

の 伝 送 の 制 御 又 は 固 定 端 末

系 伝 送 路 設 備 の 認 証 等 を 行

う 機 能 

 

Ｓ Ｉ Ｐ サ ー バ 

［ 同 上 ］ 

 備 考 

［ 一 ～ 三 同 上 ］  
 （ 法 第 三 十 三 条 第 五 項 機 能 ）  （ 法 第 三 十 三 条 第 五 項 機 能 ） 

第 五 条 法 第 三 十 三 条 第 五 項 の 総 務 省 令 で 定 め る 機 能 （ 以 下 「 法 第 三 十 三 条 第 五 項 機 能 」 と い う

。 ） は 、 前 条 の 表 二 の 項 の 機 能 （ メ タ ル 回 線 収 容 機 能 、 加 入 者 交 換 機 能 （ 同 表 備 考 二 の イ に 掲

げ る 機 能 を 除 く 。 ） 、 加 入 者 交 換 機 専 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 機 能 及 び 加 入 者 交 換 機 共 用 ト ラ ン ク ポ

ー ト 機 能 に 限 る 。 ） 、 四 の 項 の 機 能 、 五 の 項 の 機 能 （ 中 継 交 換 機 能 、 中 継 交 換 機 専 用 ト ラ ン ク

ポ ー ト 機 能 及 び 中 継 交 換 機 共 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 機 能 に 限 る 。 ） 、 六 の 項 の 機 能 （ 中 継 伝 送 共 用

機 能 、 中 継 伝 送 専 用 機 能 及 び 中 継 交 換 機 接 続 伝 送 専 用 機 能 に 限 る 。 ） 、 六 の 二 の 項 の 機 能 （ 一

般 中 継 系 ル ー タ 接 続 伝 送 機 能 に 限 る 。 ） 及 び 八 の 項 の 機 能 と す る 。 

第 五 条 法 第 三 十 三 条 第 五 項 の 総 務 省 令 で 定 め る 機 能 （ 以 下 「 法 第 三 十 三 条 第 五 項 機 能 」 と い う

。 ） は 、 前 条 の 表 二 の 項 の 機 能 （ 加 入 者 交 換 機 能 （ 同 表 備 考 二 の イ に 掲 げ る 機 能 を 除 く 。 ） 、

加 入 者 交 換 機 専 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 機 能 及 び 加 入 者 交 換 機 共 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 機 能 に 限 る 。 ） 、

四 の 項 の 機 能 、 五 の 項 の 機 能 （ 中 継 交 換 機 能 、 中 継 交 換 機 専 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 機 能 及 び 中 継 交

換 機 共 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 機 能 に 限 る 。 ） 、 六 の 項 の 機 能 （ 中 継 伝 送 共 用 機 能 、 中 継 伝 送 専 用 機

能 及 び 中 継 交 換 機 接 続 伝 送 専 用 機 能 に 限 る 。 ） 及 び 八 の 項 の 機 能 と す る 。 
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 （ 法 第 三 十 三 条 第 五 項 機 能 に 関 す る 資 産 及 び 費 用 の 整 理 の 手 順 等 の 通 知 ）  （ 法 第 三 十 三 条 第 五 項 機 能 に 関 す る 資 産 及 び 費 用 の 整 理 の 手 順 等 の 通 知 ） 
第 六 条 事 業 者 は 、 法 第 三 十 三 条 第 五 項 機 能 に 関 し 、 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 を 通 常 用 い る こ と

が で き る 高 度 で 新 し い 電 気 通 信 技 術 を 利 用 し た 効 率 的 な も の と な る よ う に 新 た に 構 成 す る も の

と し た 場 合 の 当 該 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 （ 新 た に 構 成 す る も の と し た 場 合 に 用 い る こ と と な

る 電 気 通 信 設 備 を 含 む 。 以 下 こ の 項 及 び 次 項 、 次 条 並 び に 第 十 二 条 の 二 第 二 項 第 一 号 に お い て

同 じ 。 ） に 係 る 資 産 及 び こ の 場 合 に 当 該 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 と の 接 続 に よ り 当 該 第 一 種 指

定 電 気 通 信 設 備 に よ っ て 提 供 さ れ る 電 気 通 信 役 務 に 係 る 通 信 量 又 は 回 線 数 の 増 加 に 応 じ て 増 加

す る こ と と な る 当 該 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 に 係 る 費 用 を 、 総 務 大 臣 が 通 知 す る 手 順 に よ り 当

該 通 知 に お い て 定 め ら れ る 当 該 手 順 の 適 用 の 日 ま で に 整 理 し て 、 総 務 大 臣 に 報 告 し な け れ ば な

ら な い 。 

［ ２ ～ ４ 略 ］ 

第 六 条 事 業 者 は 、 法 第 三 十 三 条 第 五 項 機 能 に 関 し 、 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 を 通 常 用 い る こ と

が で き る 高 度 で 新 し い 電 気 通 信 技 術 を 利 用 し た 効 率 的 な も の と な る よ う に 新 た に 構 成 す る も の

と し た 場 合 の 当 該 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 に 係 る 資 産 及 び こ の 場 合 に 当 該 第 一 種 指 定 電 気 通 信

設 備 と の 接 続 に よ り 当 該 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 に よ っ て 提 供 さ れ る 電 気 通 信 役 務 に 係 る 通 信

量 又 は 回 線 数 の 増 加 に 応 じ て 増 加 す る こ と と な る 当 該 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 に 係 る 費 用 を 、

総 務 大 臣 が 通 知 す る 手 順 に よ り 当 該 通 知 に お い て 定 め ら れ る 当 該 手 順 の 適 用 の 日 ま で に 整 理 し

て 、 総 務 大 臣 に 報 告 し な け れ ば な ら な い 。 

 

 

［ ２ ～ ４ 同 上 ］  

（ 接 続 料 の 原 価 及 び 利 潤 ） （ 接 続 料 の 原 価 及 び 利 潤 ） 

第 八 条 一 般 法 定 機 能 に 係 る 接 続 料 の 原 価 及 び 利 潤 は 、 一 般 法 定 機 能 ご と に 、 当 該 一 般 法 定 機 能

に 係 る 第 一 種 指 定 設 備 管 理 運 営 費 （ 法 第 三 十 三 条 第 五 項 機 能 に 係 る も の に あ っ て は 、 第 六 条 第

一 項 に 規 定 す る 新 た に 構 成 す る も の と し た 場 合 に 用 い る こ と と な る 電 気 通 信 設 備 の 管 理 運 営 に

必 要 な 費 用 を 含 む 。 次 条 第 一 項 及 び 第 十 四 条 第 三 項 に お い て 同 じ 。 ） に 第 十 一 条 か ら 第 十 三 条

ま で の 規 定 に 基 づ き 計 算 さ れ る 他 人 資 本 費 用 、 自 己 資 本 費 用 、 調 整 額 及 び 利 益 対 応 税 の 合 計 額

を 加 え て 算 定 す る も の と す る 。 

［ ２ ・ ３ 略 ］ 

第 八 条 一 般 法 定 機 能 に 係 る 接 続 料 の 原 価 及 び 利 潤 は 、 一 般 法 定 機 能 ご と に 、 当 該 一 般 法 定 機 能

に 係 る 第 一 種 指 定 設 備 管 理 運 営 費 に 第 十 一 条 か ら 第 十 三 条 ま で の 規 定 に 基 づ き 計 算 さ れ る 他 人

資 本 費 用 、 自 己 資 本 費 用 、 調 整 額 及 び 利 益 対 応 税 の 合 計 額 を 加 え て 算 定 す る も の と す る 。 

 

 

 

［ ２ ・ ３ 同 上 ］ 

（ 他 人 資 本 費 用 ）  （ 他 人 資 本 費 用 ） 

第 十 一 条 ［ 略 ］ 

［ ２ ～ ４ 略 ］ 

第 十 一 条 ［ 同 上 ］ 

［ ２ ～ ４ 同 上 ］ 

５ 第 二 項 の 運 転 資 本 の 額 は 、 次 に 掲 げ る 式 に よ り 計 算 す る 。 た だ し 、 法 第 三 十 三 条 第 五 項 機 能

に 係 る 同 式 の 適 用 に つ い て は 、 同 式 中 「 対 象 設 備 等 の 第 一 種 指 定 設 備 管 理 運 営 費 （ 減 価 償 却 費

、 固 定 資 産 除 却 損 及 び 租 税 公 課 相 当 額 を 除 く 。 ） 」 と あ る の は 、 「 対 象 設 備 等 の 第 一 種 指 定 設 備

管 理 運 営 費 （ 第 六 条 第 一 項 に 規 定 す る 新 た に 構 成 す る も の と し た 場 合 に 用 い る こ と と な る 電 気

通 信 設 備 の 管 理 運 営 に 必 要 な 費 用 を 含 み 、 減 価 償 却 費 、 通 信 設 備 使 用 料 及 び 固 定 資 産 税 相 当 額

を 除 く 。 ） 」 と す る 。 

５ 第 二 項 の 運 転 資 本 の 額 は 、 次 に 掲 げ る 式 に よ り 計 算 す る 。 た だ し 、 法 第 三 十 三 条 第 五 項 機 能

に 係 る 同 式 の 適 用 に つ い て は 、 同 式 中 「 対 象 設 備 等 の 第 一 種 指 定 設 備 管 理 運 営 費 （ 減 価 償 却 費

、 固 定 資 産 除 却 損 及 び 租 税 公 課 相 当 額 を 除 く 。 ） 」 と あ る の は 、 「 対 象 設 備 等 の 第 一 種 指 定 設 備

管 理 運 営 費 （ 減 価 償 却 費 、 通 信 設 備 使 用 料 及 び 固 定 資 産 税 相 当 額 を 除 く 。 ） 」 と す る 。 

［ 式 略 ］ ［ 式 同 上 ］ 

［ ６ ～ ９ 略 ］ ［ ６ ～ ９ 同 上 ］ 

（ 端 末 系 交 換 機 能 等 の 接 続 料 ） （ 端 末 系 交 換 機 能 等 の 接 続 料 ） 

第 十 五 条 第 四 条 の 表 二 の 項 の 機 能 （ メ タ ル 回 線 収 容 機 能 、 加 入 者 交 換 機 能 、 信 号 制 御 交 換 機 能

及 び 優 先 接 続 機 能 に 限 る 。 ） 及 び 五 の 項 の 中 継 交 換 機 能 の 接 続 料 は 、 少 な く と も 、 通 信 路 を 設

定 す る 機 能 及 び 通 信 路 を 保 持 す る 機 能 の 別 に 、 そ れ ぞ れ の 機 能 に 関 連 す る 部 分 の 費 用 が 対 象 設

備 等 の 費 用 に 対 し て 占 め る 比 率 等 を 勘 案 し て 設 定 す る も の と す る 。 た だ し 、 合 理 的 な 理 由 が あ

る 場 合 に は 、 こ の 限 り で な い 。 

第 十 五 条 第 四 条 の 表 二 の 項 の 機 能 （ 加 入 者 交 換 機 能 、 信 号 制 御 交 換 機 能 及 び 優 先 接 続 機 能 に 限

る 。 ） 及 び 五 の 項 の 中 継 交 換 機 能 の 接 続 料 は 、 少 な く と も 、 通 信 路 を 設 定 す る 機 能 及 び 通 信 路

を 保 持 す る 機 能 の 別 に 、 そ れ ぞ れ の 機 能 に 関 連 す る 部 分 の 費 用 が 対 象 設 備 等 の 費 用 に 対 し て 占

め る 比 率 等 を 勘 案 し て 設 定 す る も の と す る 。 た だ し 、 合 理 的 な 理 由 が あ る 場 合 に は 、 こ の 限 り

で な い 。 
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［ ２ ・ ３ 略 ］  ［ ２ ・ ３ 同 上 ］  
（ 市 内 伝 送 機 能 等 の 接 続 料 ） 

第 十 六 条 第 四 条 の 表 二 の 項 の 機 能 （ 加 入 者 交 換 機 専 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 機 能 及 び 加 入 者 交 換 機 共

用 ト ラ ン ク ポ ー ト 機 能 に 限 る 。 ） 、 四 の 項 の 機 能 、 五 の 項 の 機 能 （ 中 継 交 換 機 専 用 ト ラ ン ク ポ

ー ト 機 能 及 び 中 継 交 換 機 共 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 機 能 に 限 る 。 ） 、 六 の 項 の 機 能 （ 中 継 伝 送 専 用 機

能 、 中 継 伝 送 共 用 機 能 及 び 中 継 交 換 機 接 続 伝 送 専 用 機 能 に 限 る 。 ） 及 び 六 の 二 の 項 の 一 般 中 継

系 ル ー タ 接 続 伝 送 機 能 の 接 続 料 は 、 通 信 時 間 を 単 位 と し て 設 定 す る も の と す る 。 こ の 場 合 に お

い て 、 合 理 的 な 理 由 が あ る と き は 、 距 離 そ の 他 の 単 位 を 組 み 合 わ せ て 定 め る こ と が で き る 。 

（ 市 内 伝 送 機 能 等 の 接 続 料 ） 

第 十 六 条 第 四 条 の 表 二 の 項 の 加 入 者 交 換 機 共 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 機 能 、 四 の 項 の 機 能 、 五 の 項 の

中 継 交 換 機 共 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 機 能 及 び 六 の 項 の 中 継 伝 送 共 用 機 能 の 接 続 料 は 、 通 信 時 間 を 単

位 と し て 設 定 す る も の と す る 。 こ の 場 合 に お い て 、 合 理 的 な 理 由 が あ る と き は 、 距 離 そ の 他 の

単 位 を 組 み 合 わ せ て 定 め る こ と が で き る 。 

   （ 加 入 者 交 換 機 専 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 機 能 等 の 接 続 料 ） 

［ 削 る ］ 
 

第 十 六 条 の 二 第 四 条 の 表 二 の 項 の 機 能 （ 加 入 者 交 換 機 専 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 機 能 に 限 る 。 次 項 に

お い て 同 じ 。 ） 、 五 の 項 の 機 能 （ 中 継 交 換 機 専 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 機 能 に 限 る 。 次 項 に お い て 同 じ

。 ） 及 び 六 の 項 の 機 能 （ 中 継 交 換 機 接 続 伝 送 専 用 機 能 に 限 る 。 次 項 に お い て 同 じ 。 ） の 接 続 料 は

、 回 線 容 量 を 単 位 と し て 設 定 す る も の と す る 。 

２ 前 項 の 場 合 に お い て 、 接 続 料 の 単 位 は 、 第 四 条 の 表 二 の 項 及 び 五 の 項 の 機 能 に つ い て は 少 な

く と も 一 、 五 三 六 キ ロ ビ ッ ト 毎 秒 相 当 以 下 に 、 同 表 六 の 項 の 機 能 に つ い て は 五 二 メ ガ ビ ッ ト 毎

秒 相 当 以 下 に 、 そ れ ぞ れ 細 分 化 し て 設 定 す る も の と す る 。 

（ 端 末 回 線 伝 送 機 能 等 の 接 続 料 ） （ 端 末 回 線 伝 送 機 能 等 の 接 続 料 ） 

第 十 七 条 第 四 条 の 表 一 の 項 の 機 能 （ 帯 域 分 割 端 末 回 線 伝 送 機 能 、 光 信 号 端 末 回 線 伝 送 機 能 、 総

合 デ ジ タ ル 通 信 端 末 回 線 伝 送 機 能 及 び そ の 他 端 末 回 線 伝 送 機 能 に 限 る 。 次 項 に お い て 同 じ 。 ） 、

三 の 項 か ら 三 の 三 の 項 ま で の 機 能 、 六 の 項 の 機 能 （ 一 般 光 信 号 中 継 伝 送 機 能 及 び 特 別 光 信 号 中

継 伝 送 機 能 に 限 る 。 次 項 に お い て 同 じ 。 ） 、 六 の 二 の 項 の 特 別 収 容 ル ー タ 接 続 ル ー テ ィ ン グ 伝 送

機 能 及 び 六 の 三 の 項 か ら 七 の 項 ま で の 機 能 の 接 続 料 は 、 回 線 容 量 又 は 回 線 数 を 単 位 と し て 設 定

す る も の と す る 。 こ の 場 合 に お い て 、 合 理 的 な 理 由 が あ る と き は 、 距 離 そ の 他 の 単 位 を 組 み 合

わ せ て 定 め る こ と が で き る 。 

第 十 七 条 第 四 条 の 表 一 の 項 の 機 能 （ 帯 域 分 割 端 末 回 線 伝 送 機 能 、 光 信 号 端 末 回 線 伝 送 機 能 、 総

合 デ ジ タ ル 通 信 端 末 回 線 伝 送 機 能 及 び そ の 他 端 末 回 線 伝 送 機 能 に 限 る 。 ） 、 三 の 項 か ら 三 の 三 の

項 ま で の 機 能 、 六 の 項 の 機 能 （ 中 継 伝 送 専 用 機 能 、 一 般 光 信 号 中 継 伝 送 機 能 及 び 特 別 光 信 号 中

継 伝 送 機 能 に 限 る 。 ） 、 六 の 二 の 項 の 特 別 収 容 ル ー タ 接 続 ル ー テ ィ ン グ 伝 送 機 能 及 び 六 の 三 の 項

か ら 七 の 項 ま で の 機 能 の 接 続 料 は 、 回 線 容 量 又 は 回 線 数 を 単 位 と し て 設 定 す る も の と す る 。 こ

の 場 合 に お い て 、 合 理 的 な 理 由 が あ る と き は 、 距 離 そ の 他 の 単 位 を 組 み 合 わ せ て 定 め る こ と が

で き る 。 

［ ２ 略 ］ ［ ２ 同 上 ］ 

別表第１の１（第６条関係） 対象設備に係る設備区分 別表第１の１（第６条関係） 対象設備に係る設備区分 

 第１表   

［表略］ ［表同左］ 

 第２表  ［新設］ 

対象設備 設備区分 

第一種指定端末系伝送路設

備（加入者側終端装置及び

第一種指定端末系交換等設

備との間等に設置される伝

送装置等を除く。） 

主配線盤 第一種指定端末系伝送路設

備に属する部分に限る。 

光ケーブル成端架 第一種指定端末系伝送路設

備に属する部分に限る。 

メタルケーブル 加入者側終端装置～き線点
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遠隔収容装置間に設置する

もの 

加入者側終端装置～メタル

回線収容装置（き線点遠隔

収容装置を経由しない場合

に限る。）に設置するもの 

加入系光ケーブル き線点遠隔収容装置～メタ

ル回線収容装置間に設置す

るもの 

加入系電柱 加入者側終端装置～メタル

回線収容装置間に設置する

もの 

加入系管路 加入者側終端装置～メタル

回線収容装置間に設置する

もの 

加入系中口径管路 加入者側終端装置～メタル

回線収容装置間に設置する

もの 

加入系共同溝 加入者側終端装置～メタル

回線収容装置間に設置する

もの 

加入系とう道 加入者側終端装置～メタル

回線収容装置間に設置する

もの 

電線共同溝 加入者側終端装置～メタル

回線収容装置間に設置する

もの 

自治体管路 加入者側終端装置～メタル

回線収容装置間に設置する

もの 

情報ボックス 加入者側終端装置～メタル

回線収容装置間に設置する

もの 

総合デジタル通信局内回線

終端装置 

加入者側終端装置～き線点

遠隔収容装置間に設置する

もの 

き線点遠隔収容装置～メタ
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ル回線収容装置間に設置す

るもの 

加入者側終端装置～メタル

回線収容装置間（き線点遠

隔収容装置を経由しない場

合に限る。）に設置するも

の 

第一種指定メタル回線収容

装置等（第一種指定端末系

伝送路設備との間に設置さ

れる伝送装置等を含む。） 

音声収容ルータ 収容局に設置するもの 

共用収容ルータ 収容局に設置するもの 

メタル回線収容装置 収容局に設置するもの（ア

ナログ局内回線収容部及び

総合デジタル通信局内回線

終端装置を除く。） 

メタル回線収容装置用レイ

ヤ２スイッチ（以下「メタ

ル回線収容装置用Ｌ２ＳＷ

」という。） 

収容局に設置するもの 

消防警察トランク 収容局に設置するもの 

警察消防用回線集約装置 収容局に設置するもの 

第一種指定メタル回線収容

装置等に係る設備区分のう

ち、回線数の増減に応じて

当該設備に係る費用が増減

するもの 

き線点遠隔収容装置 アナログ局内回線収容部、

総合デジタル通信局内回線

終端装置及びアナログ・デ

ジタル回線共通部を除く。 

アナログ局内回線収容部 加入者側終端装置～き線点

遠隔収容装置間に設置する

もの 

き線点遠隔収容装置～メタ

ル回線収容装置間に設置す

るもの 

加入者側終端装置～メタル

回線収容装置間（き線点遠

隔収容装置を経由しない場

合に限る。）に設置するも

の 

アナログ・デジタル回線共

通部 

加入者側終端装置～き線点

遠隔収容装置間に設置する

もの 
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主配線盤 第一種指定メタル回線収容

装置等に属する部分に限る

。 

光ケーブル成端架 第一種指定メタル回線収容

装置等に属する部分に限る

。 

関門系ルータ以外の一般第

一種指定中継ルータ 

共用コアルータ コア局に設置するもの 

コア局用レイヤ２スイッチ

（以下「コア局用Ｌ２ＳＷ

」という。） 

コア局に設置するもの 

第一種指定中継系伝送路設

備であって、第一種指定メ

タル回線収容装置等と関門

系ルータ以外の一般第一種

指定中継ルータとの間に設

置されるもの（第一種指定

中継系伝送路設備の両端に

対向して設置される伝送装

置等を含む。） 

光ケーブル成端架 音声収容ルータ又は共用収

容ルータ～共用コアルータ

間に設置するもの 

伝送装置 音声収容ルータ又は共用収

容ルータ～共用コアルータ

間に設置するもの 

共用コアルータ間に設置す

るもの 

中間中継伝送装置 音声収容ルータ又は共用収

容ルータ～共用コアルータ

間に設置するもの 

共用コアルータ間に設置す

るもの 

中継系光ケーブル 音声収容ルータ又は共用収

容ルータ～共用コアルータ

間に設置するもの 

共用コアルータ間に設置す

るもの 

海底光ケーブル 音声収容ルータ又は共用収

容ルータ～共用コアルータ

間に設置するもの 

共用コアルータ間に設置す

るもの 

海底中間中継伝送装置 音声収容ルータ又は共用収

容ルータ～共用コアルータ

間に設置するもの 

共用コアルータ間に設置す
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るもの 

無線伝送装置 音声収容ルータ又は共用収

容ルータ～共用コアルータ

間に設置するもの 

共用コアルータ間に設置す

るもの 

インタフェース変換装置 音声収容ルータ又は共用収

容ルータ～共用コアルータ

間に設置するもの 

共用コアルータ間に設置す

るもの 

無線アンテナ 音声収容ルータ又は共用収

容ルータ～共用コアルータ

間に設置するもの 

共用コアルータ間に設置す

るもの 

無線鉄塔 音声収容ルータ又は共用収

容ルータ～共用コアルータ

間に設置するもの 

共用コアルータ間に設置す

るもの 

衛星通信設備 音声収容ルータ又は共用収

容ルータ～共用コアルータ

間に設置するもの 

共用コアルータ間に設置す

るもの 

中継系電柱 音声収容ルータ又は共用収

容ルータ～共用コアルータ

間に設置するもの 

共用コアルータ間に設置す

るもの 

中継系管路 音声収容ルータ又は共用収

容ルータ～共用コアルータ

間に設置するもの 

共用コアルータ間に設置す

るもの 

中継系中口径管路 音声収容ルータ又は共用収
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容ルータ～共用コアルータ

間に設置するもの 

共用コアルータ間に設置す

るもの 

中継系共同溝 音声収容ルータ又は共用収

容ルータ～共用コアルータ

間に設置するもの 

共用コアルータ間に設置す

るもの 

中継系とう道 音声収容ルータ又は共用収

容ルータ～共用コアルータ

間に設置するもの 

共用コアルータ間に設置す

るもの 

ＳＩＰサーバ コールサーバ（以下「ＣＳ

」という。） 

コア局に設置するもの 

関門系ルータ 関門系ルータ 相互接続局に設置するもの 

相互接続局用レイヤ２スイ

ッチ（以下「相互接続局用

Ｌ２ＳＷ」という。） 

相互接続局に設置するもの 

セッションボーダコントロ

ーラ 

セッションボーダコントロ

ーラ（以下「ＳＢＣ」とい

う。） 

相互接続局に設置するもの 

ＥＮＵＭサーバ ＥＮＵＭサーバ 相互接続局に設置するもの 

ＩＰ電話用ＤＮＳサーバ ＤＮＳサーバ 相互接続局に設置するもの 
 

別表第１の２（第６条関係） 附属設備等に係る設備等区分 別表第１の２（第６条関係） 附属設備等に係る設備等区分 

 第１表  

［表略］ ［表同左］ 

 第２表  ［新設］ 

附属設備等 設備等区分 

空調設備 空調設備 

電力設備 整流装置 

直流変換電源装置 

交流無停電電源装置 

蓄電池 

受電装置 
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発電装置 

小規模局用電源装置 

可搬型発動発電機 

機械室建物 機械室建物 

機械室土地 機械室土地 

監視設備 総合監視 

収容局設備 

コア局設備 

伝送無線機械 

市外線路 

市内線路 

共通用建物 共通用建物 

共通用土地 共通用土地 

構築物 構築物 

機械及び装置 機械及び装置 

車両 車両 

工具、器具及び備品 工具、器具及び備品 

無形固定資産（ソフトウェアを除く。） 無形固定資産（ソフトウェアを除く。） 
 

別表第２の１（第６条関係） 正味固定資産価額算定方法 別表第２の１（第６条関係） 正味固定資産価額算定方法 

 第１表  

［式略］ ［式同左］ 

なお、投資額は、次の設備区分ごとに定める算定方法により算出する。   なお、投資額は、次の設備区分ごとに定める算定方法により算出する。 

  設備区分 算定方法 

［略］ 

信号用中継交換機 １ 設備量の算定 

［⑴～⑸ 略］ 

⑹ ⑴、⑵及び⑶で算定した信号リンク数の合計に２を乗じたも

の及び信号用渡りリンク数の合計から、信号用中継交換機を設

置する局の信号リンク数の合計を減じたものを、信号用中継交

換機伝送路数とする。なお、この数値は別表第４の１第１表に

おける通信設備使用料の算定に用いる。 

［２ 略］ 

［略］ 

監視設備（総合監

視） 

監視設備（総合監視）投資額 

     ＝ネットワーク設備投資額合計×監視設備（総合監視）

対投資額比率 

  設備区分 算定方法 

［同左］ 

信号用中継交換機 １ 設備量の算定 

［⑴～⑸ 同左］ 

⑹ ⑴、⑵及び⑶で算定した信号リンク数の合計に２を乗じたも

の及び信号用渡りリンク数の合計から、信号用中継交換機を設

置する局の信号リンク数の合計を減じたものを、信号用中継交

換機伝送路数とする。なお、この数値は別表第４の１における

通信設備使用料の算定に用いる。 

［２ 同左］ 

［同左］ 

監視設備（総合監

視） 

監視設備（総合監視）投資額 

     ＝ネットワーク設備投資額合計×監視設備（総合監視）

対投資額比率 
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注 ネットワーク設備とは、別表第１の１第１表に規定する設備区

分に係る設備及び別表第１の２第１表に規定する附属設備等のう

ち、空調設備、電力設備、機械室建物及び機械室土地の設備等区

分に係る設備等をいう。以下この表において同じ。 

［略］ 
 

（ネットワーク設備とは、別表第１の１に規定する設備区分に係る

設備並びに別表第１の２に規定する附属設備等のうち、空調設備、

電力設備、機械室建物及び機械室土地の設備等区分に係る設備等を

いう。以下この表において同じ。） 

［同左］ 
 

 第２表  ［新設］ 

定額法正味固定資産価額＝Σn=1～経済的耐用年数（定額法正味固定資産価額（ｎ））÷経済的耐用年

数 

定額法正味固定資産価額（ｎ）＝（期首定額法正味固定資産価額（ｎ）＋期末定額法正味固

定資産価額（ｎ））÷２ 

期首定額法正味固定資産価額（ｎ）＝ＭＡＸ｛投資額－（（投資額－最低残存価額）÷法

定耐用年数）×（ｎ－１）、最低残存価額｝ 

期末定額法正味固定資産価額（ｎ）＝ＭＡＸ｛投資額－（（投資額－最低残存価額）÷法

定耐用年数）×ｎ、最低残存価額｝ 

 定率法正味固定資産価額＝Σn-1～経済的耐用年数（定率法正味固定資産価額（ｎ））÷経済的耐用年

数 

定率法正味固定資産価額（ｎ）＝（期首定率法正味固定資産価額（ｎ）＋期末定率法正味固

定資産価額（ｎ））÷２ 

期首定率法正味固定資産価額（ｎ）＝ＭＡＸ｛投資額×（１－償却率）n-1、投資額×最低

残存率｝ 

期末定率法正味固定資産価額（ｎ）＝ＭＡＸ｛投資額×（１－償却率）n、投資額×最低

残存率｝ 

償却率＝１－（残存率）１÷法定耐用年数 

残存率＝0.1とする。 

なお、投資額は、次の設備区分ごとに定める算定方法により算出する。 

 

   設備区分 算定方法 

音声収容ルータ １ 音声収容ルータの設置基準 

収容局であって、収容回線に光地域ＩＰ回線が含まれないもの

又はコア局との間の伝送（離島設備の適用区間に限る。）を無線

伝送装置又は衛星通信設備により行うもの（以下「離島局」とい

う。）には、音声収容ルータを設置する。 

２ 設備量の算定 

⑴ 音声収容ルータ設置局ごとに、次のアからウまでにより求め

たユニット数のうち最大のものを当該局の音声収容ルータユニ

ット数とする。 

ア メタル回線収容装置用Ｌ２ＳＷ対向１Ｇポート数、ＯＬＴ

（光回線終端装置をいう。以下同じ。）対向１Ｇポート数（
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当該局が離島局の場合に限る。）、ＡＤＳＬ地域ＩＰ１Ｇポ

ート数及び音声収容ルータＰＴＮ（パケット伝送装置をいう

。以下同じ。）対向１Ｇポート数の合計を音声収容ルータイ

ンタフェース数とし、これを音声収容ルータ１ユニット当た

り最大インタフェース数で除したもの（１に満たない端数は

、切り上げるものとする。） 

イ アナログ電話、総合デジタル通信サービス及びＡＤＳＬ地

域ＩＰサービス並びに光ＩＰ電話及び光地域ＩＰサービス（

当該局が離島局の場合に限る。）の最繁時帯域の合計を音声

収容ルータの最繁時帯域とし、これを音声収容ルータ収容率

及び音声収容ルータ１ユニット当たり最大処理最繁時帯域で

除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。

） 

ウ アナログ電話、総合デジタル通信サービス及びＡＤＳＬ地

域ＩＰサービス並びに光ＩＰ電話及び光地域ＩＰサービス（

当該局が離島局の場合に限る。）の最繁時パケット数の合計

を音声収容ルータの最繁時パケット数とし、これを音声収容

ルータ収容率及び音声収容ルータ１ユニット当たり最大処理

最繁時パケット数で除したもの（１に満たない端数は、切り

上げるものとする。） 

⑵ ⑴の音声収容ルータユニット数に音声収容ルータ冗長化係数

を乗じたものを当該局の冗長化後音声収容ルータユニット数と

し、データ系サービスに係るもの（ＱｏＳ制御係数を加味した

最繁時帯域比により算定するものとする。）及び光ＩＰ電話に

係るもの（最繁時帯域比により算定するものとする。）を控除

したものを当該局のメタルＩＰ音声系冗長化後音声収容ルータ

ユニット数とする。 

⑶ ⑴アの音声収容ルータＰＴＮ対向１Ｇポート数からデータ系

サービスに係るもの（ＱｏＳ制御係数を加味した最繁時帯域比

により算定するものとする。）及び光ＩＰ電話に係るもの（最

繁時帯域比により算定するものとする。）を控除したものをメ

タルＩＰ音声系音声収容ルータＰＴＮ対向１Ｇポート数とする

。 

⑷ ⑴アのメタル回線収容装置用Ｌ２ＳＷ対向１Ｇポート数及び

⑶のメタルＩＰ音声系音声収容ルータＰＴＮ対向１Ｇポート数

の合計に音声収容ルータ冗長化係数を乗じたものを当該局のメ

タルＩＰ音声系冗長化後音声収容ルータインタフェース数とす
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る。 

３ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと音声収容ルータ投資額を求め、全ての

局について当該投資額を合算し、音声収容ルータ投資額を算定す

る。 

局ごと音声収容ルータ投資額 

＝メタルＩＰ音声系冗長化後音声収容ルータユニット数×音声

収容ルータユニット単価 

＋メタルＩＰ音声系冗長化後音声収容ルータインタフェース数

×音声収容ルータインタフェース単価 

＋メタルＩＰ音声系冗長化後音声収容ルータユニット数×音声

収容ルータソフトウェア単価 

共用収容ルータ １ 共用収容ルータの設置基準 

音声収容ルータを設置しない収容局には、共用収容ルータを設

置する。 

２ 設備量の算定 

⑴ 共用収容ルータ設置局ごとに、次のアからエまでにより求め

た共用収容ルータのユニット数のうち最大のものを当該局の共

用収容ルータユニット数とする。 

ア 共用収容ルータ１Ｇインタフェース数（メタル回線収容装

置用Ｌ２ＳＷ対向１Ｇポート数、ＯＬＴ対向１Ｇポート数及

びＡＤＳＬ地域ＩＰ１Ｇポート数の合計）を共用収容ルータ

１Ｇボード当たり最大収容インタフェース数で除したもの（

１に満たない端数は、切り上げるものとする。）を共用収容

ルータ１Ｇボード数とし、これを共用収容ルータ１ユニット

当たり最大１Ｇボード数で除したもの（１に満たない端数は

、切り上げるものとする。） 

イ 共用収容ルータ10Ｇインタフェース数（共用収容ルータＣ

ＷＤＭ（波長分割多重装置をいう。以下同じ。）対向10Ｇポ

ート数（当該局が収容局兼コア局以外の場合に限る。）、及

び共用収容ルータ共用コアルータ対向10Ｇポート数（当該局

が収容局兼コア局の場合に限る。）の合計）を共用収容ルー

タ10Ｇボード当たり最大収容インタフェース数から共用収容

ルータ間渡り10Ｇインタフェース数を減じたもので除したも

の（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）を共用

収容ルータ10Ｇボード数とし、これを共用収容ルータ１ユニ

ット当たり最大10Ｇボード数で除したもの（１に満たない端
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数は、切り上げるものとする。） 

ウ アナログ電話、総合デジタル通信サービス、ＡＤＳＬ地域

ＩＰサービス、光ＩＰ電話及び光地域ＩＰサービスの最繁時

帯域の合計を共用収容ルータの最繁時帯域とし、これを共用

収容ルータ収容率及び共用収容ルータ１ユニット当たり最大

処理最繁時帯域で除したもの（１に満たない端数は、切り上

げるものとする。） 

エ アナログ電話、総合デジタル通信サービス、ＡＤＳＬ地域

ＩＰサービス、光ＩＰ電話及び光地域ＩＰサービスの最繁時

パケット数の合計を共用収容ルータの最繁時パケット数とし

、これを共用収容ルータ収容率及び共用収容ルータ１ユニッ

ト当たり最大処理最繁時パケット数で除したもの（１に満た

ない端数は、切り上げるものとする。） 

 ⑵ ⑴アのメタル回線収容装置用Ｌ２ＳＷ対向１Ｇポート数を冗

長化考慮したものをメタルＩＰ音声系冗長化後共用収容ルータ

１Ｇインタフェース数とする。 

⑶ ⑴アの共用収容ルータ１Ｇボード数を冗長化考慮したものを

当該局の冗長化後共用収容ルータ１Ｇボード数とし、データ系

サービス及び光ＩＰ電話に係るもの（ＱｏＳ制御係数を加味し

た最繁時帯域比及びポート数比により算定するものとする。）

を控除したものを当該局のメタルＩＰ音声系冗長化後共用収容

ルータ１Ｇボード数とする。 

⑷ ⑴イの共用収容ルータ10Ｇインタフェース数を冗長化考慮し

たものを当該局の冗長化後共用収容ルータ10Ｇインタフェース

数とし、データ系サービスに係るもの（ＱｏＳ制御係数を加味

した最繁時帯域比により算定するものとする。）及び光ＩＰ電

話に係るもの（最繁時帯域比により算定するものとする。）を

控除したものを当該局のメタルＩＰ音声系冗長化後共用収容ル

ータ10Ｇインタフェース数とする。 

⑸ ⑴イの共用収容ルータ10Ｇボード数を冗長化考慮したものを

当該局の冗長化後共用収容ルータ10Ｇボード数とし、データ系

サービスに係るもの（ＱｏＳ制御係数を加味した最繁時帯域比

により算定するものとする。）及び光ＩＰ電話に係るもの（最

繁時帯域比により算定するものとする。）を控除したものを当

該局のメタルＩＰ音声系冗長化後共用収容ルータ10Ｇボード数

とする。 

⑹ ⑴の共用収容ルータユニット数を冗長化考慮したものを当該
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局の冗長化後共用収容ルータユニット数とし、データ系サービ

スに係るもの（ＱｏＳ制御係数を加味した最繁時帯域比により

算定するものとする。）及び光ＩＰ電話に係るもの（最繁時帯

域比により算定するものとする。）を控除したものを当該局の

メタルＩＰ音声系冗長化後共用収容ルータユニット数とする。 

３ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと共用収容ルータ投資額を求め、全ての

局について当該投資額を合算し、共用収容ルータ投資額を算定す

る。 

局ごと共用収容ルータ投資額 

＝メタルＩＰ音声系冗長化後共用収容ルータユニット数×共用

収容ルータユニット単価 

＋メタルＩＰ音声系冗長化後共用収容ルータ10Ｇボード数×共

用収容ルータ10Ｇボード単価 

＋メタルＩＰ音声系冗長化後共用収容ルータ10Ｇインタフェー

ス数×共用収容ルータ10Ｇインタフェース単価 

＋メタルＩＰ音声系冗長化後共用収容ルータ１Ｇボード数×共

用収容ルータ１Ｇボード単価 

＋メタルＩＰ音声系冗長化後共用収容ルータ１Ｇインタフェー

ス数×共用収容ルータ１Ｇインタフェース単価 

メタル回線収容装

置 

１ 設備量の算定 

⑴ 収容局ごとに、アナログ電話、第一種総合デジタル通信サー

ビス及び第二種総合デジタル通信サービスの回線数を、それぞ

れ、メタル回線収容装置回線収容率及び当該サービスに係るボ

ード１枚当たり最大収容回線数で除したもの（１に満たない端

数は、切り上げるものとする。）を当該局のアナログ電話用ボ

ード数、第一種総合デジタル通信サービス用ボード数及び第二

種総合デジタル通信サービス用ボード数とする。 

⑵ ⑴のアナログ電話用ボード数、第一種総合デジタル通信サー

ビス用ボード数及び第二種総合デジタル通信サービス用ボード

数に、それぞれ当該サービスに係るボード当たり占用スロット

数を乗じ、全てのサービスについて合計したものを当該局のメ

タル回線収容装置スロット数とし、これをメタル回線収容装置

１ユニット当たり最大収容スロット数で除したもの（１に満た

ない端数は、切り上げるものとする。）を当該局のメタル回線

収容装置ユニット数とする。 

２ 投資額の算定 
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次の算定式により局ごとメタル回線収容装置投資額を求め、全

ての局について当該投資額を合算し、メタル回線収容装置投資額

を算定する。 

⑴ メタル回線収容装置（回線収容部）投資額 

＝アナログ電話用ボード数×アナログ電話用ボード単価 

＋第一種総合デジタル通信サービス用ボード数×第一種総合

デジタル通信サービス用ボード単価 

＋第二種総合デジタル通信サービス用ボード数×第二種総合

デジタル通信サービス用ボード単価 

⑵ メタル回線収容装置（ユニット部）投資額 

＝メタル回線収容装置ユニット数×メタル回線収容装置ユニ

ット単価 

⑶ メタル回線収容装置（ユニット部ソフトウェア）投資額 

＝（メタル回線収容装置ユニット数×メタル回線収容装置ソ

フトウェア単価） 

×メタル回線収容装置（ユニット部）投資額 

÷（メタル回線収容装置（回線収容部）投資額＋メタル回線

収容装置（ユニット部）投資額） 

⑷ 局ごとメタル回線収容装置投資額 

＝メタル回線収容装置（ユニット部）投資額＋メタル回線収

容装置（ユニット部ソフトウェア）投資額 

メタル回線収容装

置用Ｌ２ＳＷ 

１ 設備量の算定 

⑴ 収容局ごとに、次のア及びイにより求めたユニット数のうち

いずれか大きいものを当該局のメタル回線収容装置用Ｌ２ＳＷ

ユニット数とする。 

ア メタル回線収容装置100Ｍインタフェース数をメタル回線収

容装置用Ｌ２ＳＷポート収容率で除したものをメタル回線収

容装置用Ｌ２ＳＷ100Ｍインタフェース数とし、これをメタル

回線収容装置用Ｌ２ＳＷ１ユニット当たり最大インタフェー

ス数からメタル回線収容装置用Ｌ２ＳＷ１ユニット当たり音

声収容ルータ接続数を減じたもので除したもの（１に満たな

い端数は、切り上げるものとする。） 

イ アナログ電話及び総合デジタル通信サービスの最繁時呼量

に１接続１秒当たり音声パケット数を乗じ、メタル回線収容

装置用Ｌ２ＳＷ収容率及びメタル回線収容装置用Ｌ２ＳＷ最

大処理最繁時パケット数で除したもの（１に満たない端数は

、切り上げるものとする。） 
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⑵ ⑴のメタル回線収容装置用Ｌ２ＳＷユニット数にメタル回線

収容装置用Ｌ２ＳＷ冗長化係数を乗じたものを当該局の冗長化

後メタル回線収容装置用Ｌ２ＳＷユニット数とする。 

⑶ ⑴のメタル回線収容装置Ｌ２ＳＷユニット数にメタル回線収

容装置用Ｌ２ＳＷ１ユニット当たり音声収容ルータ接続数及び

メタル回線収容装置用Ｌ２ＳＷ冗長化係数を乗じたものを当該

局の冗長化後メタル回線収容装置用Ｌ２ＳＷ１Ｇインタフェー

ス数とする。 

⑷ ⑴アのメタル回線収容装置用Ｌ２ＳＷ100Ｍインタフェース数

にメタル回線収容装置用Ｌ２ＳＷ冗長化係数を乗じたものを当

該局の冗長化後メタル回線収容装置用Ｌ２ＳＷ100Ｍインタフェ

ース数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごとメタル回線収容装置用Ｌ２ＳＷ投資額

を求め、全ての局について当該投資額を合算し、メタル回線収容

装置用Ｌ２ＳＷ投資額を算定する。 

局ごとメタル回線収容装置用Ｌ２ＳＷ投資額 

＝冗長化後メタル回線収容装置用Ｌ２ＳＷユニット数×メタル

回線収容装置用Ｌ２ＳＷユニット単価 

  ＋冗長化後メタル回線収容装置用Ｌ２ＳＷ100Ｍインタフェース

数×メタル回線収容装置用Ｌ２ＳＷ100Ｍインタフェース単価 

  ＋冗長化後メタル回線収容装置用Ｌ２ＳＷ１Ｇインタフェース

数×メタル回線収容装置用Ｌ２ＳＷ１Ｇインタフェース単価 

消防警察トランク １ 設備量の算定 

⑴ 消防警察トランク設置収容局ごとの消防警察トランク数は、

局別収容回線数が２万回線未満の場合は２とし、局別収容回線

数が２万回線以上の場合は、当該回線数から２万を減じた後、

１万で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとす

る。）に２を加えた値とする。当該局の収容回線に異行政収容

回線が含まれる場合は、消防警察トランク数を１加算する。 

⑵ 消防警察トランク設置収容局ごとに、⑴の消防警察トランク

数を消防警察トランク搭載架最大搭載数で除したもの（１に満

たない端数は、切り上げるものとする。）を当該局の消防警察

トランク架数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと消防警察トランク投資額を求め、全て

の局について当該投資額を合算し、消防警察トランク投資額を算
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定する。 

局ごと消防警察トランク投資額 

＝消防警察トランク数×消防警察トランク単価 

＋消防警察トランク架数×消防警察トランク搭載架単価 

警察消防用回線集

約装置 

１ 設備量の算定 

警察消防用回線集約装置の割付対象として指定された収容局ご

とに、以下の手順で警察消防用回線集約装置の台数を算定する。 

⑴ 受付台収容局に設定された専用線回線数を、当該受付台収容

局に対する割付対象として指定された消防警察トランク設置収

容局ごとに、必要となる専用線回線数を算定して割付処理を行

い、割り付けられた専用線回線数を当該割付対象局の総割付回

線数とする。 

⑵ 割付対象局の警察消防用回線集約装置数は、当該割付対象局

の消防警察トランク数が総割付回線数以下の場合には０とし、

総割付回線数を超える場合には、当該割付対象局の総割付回線

数を警察消防用回線集約装置最大収容回線数で除したもの（１

に満たない端数は、切り上げるものとする。）とする。 

⑶ ⑵の割付対象局の警察消防用回線集約装置数を警察消防用回

線集約装置搭載架最大搭載数で除したもの（１に満たない端数

は、切り上げるものとする。）を当該割付対象局の警察消防用

回線集約装置架数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により割付対象局ごと警察消防用回線集約装置投資

額を求め、全ての対象局について当該投資額を合算し、警察消防

用回線集約装置投資額を算定する。 

割付対象局ごと警察消防用回線集約装置投資額 

＝警察消防用回線集約装置数×警察消防用回線集約装置単価 

＋警察消防用回線集約装置架数×警察消防用回線集約装置搭載

架単価 

き線点遠隔収容装

置 

１ 回線数の算定 

国勢調査の調査区ごとの各サービスの回線数を次により算定す

る。なお、各（県、調査区）につき、世帯自県案分率、就業者自

県案分率を算定する。県境の調査区以外では、自県案分率は１と

なる。 

世帯自県案分率（県、調査区）＝世帯数（県、調査区）÷総世

帯数（調査区） 

就業者自県案分率（県、調査区）＝就業者数（県、調査区）÷
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総就業者数（調査区） 

⑴ 住宅用加入電話回線数 

＝局ごと住宅用加入電話契約回線数÷調査区ごと世帯数の

局ごと合計 

×調査区ごとの世帯数×世帯自県案分率 

⑵ 事務用加入電話回線数 

＝局ごと事務用加入電話契約回線数÷調査区ごと就業者数

の局ごと合計 

×調査区ごとの就業者数×就業者自県案分率 

⑶ 住宅用光地域ＩＰ回線数 

   ＝局ごと住宅用光地域ＩＰ回線数÷調査区ごと世帯数の局

ごと合計 

   ×調査区ごとの世帯数×世帯自県案分率 

⑷ 事務用光地域ＩＰ回線数 

   ＝局ごと事務用光地域ＩＰ回線数÷調査区ごと就業者数の

局ごと合計 

   ×調査区ごとの就業者数×世帯自県案分率 

⑸ 住宅用第一種総合デジタル通信サービス回線数 

＝単位料金区域別住宅用第一種総合デジタル通信サービス

契約回線数 

÷調査区ごと世帯数の単位料金区域別合計×調査区ごとの

世帯数×世帯自県案分率 

⑹ 事務用第一種総合デジタル通信サービス回線数 

＝単位料金区域別事務用第一種総合デジタル通信サービス

契約回線数 

÷調査区ごと就業者数の単位料金区域別合計×調査区ごと

の就業者数×就業者自県案分率 

⑺ 第二種総合デジタル通信サービス回線数  

＝単位料金区域別第二種総合デジタル通信サービス契約回

線数 

÷調査区ごと就業者数の単位料金区域別合計×調査区ごと

の就業者数×就業者自県案分率 

⑻ 第一種公衆電話回線数 

＝単位料金区域別第一種公衆電話実績回線数÷単位料金区

域内調査区数×世帯自県案分率 

⑼ 第一種デジタル公衆電話回線数 

＝単位料金区域別第一種デジタル公衆電話実績回線数 
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÷単位料金区域内調査区数×世帯自県案分率 

⑽ 第二種公衆電話回線数 

＝単位料金区域別第二種公衆電話実績回線数÷調査区ごと

就業者数の単位料金区域別合計 

×調査区ごと就業者数×就業者自県案分率 

⑾ 第二種デジタル公衆電話回線数 

＝単位料金区域別第二種デジタル公衆電話実績回線数÷調

査区ごと就業者数の単位料金区域別合計 

×調査区ごと就業者数×就業者自県案分率 

⑿ 低速専用線二線式回線数 

＝単位料金区域別低速専用線実績回線数 

×（県別低速専用線二線式実績回線数÷（県別低速専用線

二線式実績回線数＋県別低速専用線四線式実績回線数）

） 

÷調査区ごと就業者数の単位料金区域別合計×調査区ごと

就業者数×就業者自県案分率 

⒀ 低速専用線四線式回線数 

＝単位料金区域別低速専用線実績回線数 

×（県別低速専用線四線式実績回線数÷（県別低速専用線

二線式実績回線数＋県別低速専用線四線式実績回線数）

） 

÷調査区ごと就業者数の単位料金区域別合計×調査区ごと

就業者数×就業者自県案分率 

⒁ 高速メタル専用線回線数 

＝単位料金区域別高速専用線実績回線数 

×（県別高速メタル専用線実績回線数÷（県別高速メタル

専用線実績回線数＋県別高速光専用線実績回線数）） 

÷調査区ごと就業者数の単位料金区域別合計×調査区ごと

就業者数×就業者自県案分率 

 ⒂ 高速光専用線回線数 

    ＝単位料金区域別高速専用線実績回線数 

    ×（県別高速光専用線実績回線数÷（県別高速メタル専用

線実績回線数＋県別高速光専用線実績回線数）） 

    ÷調査区ごと就業者数の単位料金区域別合計×調査区ごと

就業者数×就業者自県案分率 

２ き線点～収容局間伝送路経路の選択 

収容局ごとに、当該局の収容区域内の需要の存在する調査区ご
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とにき線点を設定するものとし、き線点～局間伝送路経路は、次

の基準により決定する。 

⑴ 局を起点とし、東西南北の四方に向けて敷設する。 

⑵ 局を起点とし、±４５°の傾きの範囲ごとに収容する。 

⑶ ±４５°の線上に存在する調査区については、局を中心に反

時計回りに境界線を設定する。 

⑷ 局を中心に東西南北に敷設する伝送路と、これと直交して調

査区の中心を通るように敷設する伝送路を設置する。 

⑸ 伝送路経路選択においては、道路密度・道路延長データを考

慮し、道路沿いの経路を選択する。 

⑹ 調査区ごとの回線数を考慮し、伝送路経路は適宜集約化する

。 

３ 設備構成選択 

き線点～収容局間伝送路ごとに、次の組合せの中から設備管理

運営費（減価償却費及び施設保全費の合計をいう。以下この項に

おいて同じ。）が最も低くなるものを選択する。ただし、ケーブ

ルの荷重制限及び伝送距離制限により選択不可能なものを除く。 

⑴ 架空メタルケーブル及び架空光ケーブルを設置する。 

⑵ 架空光ケーブル及びき線点遠隔収容装置を設置する。 

⑶ 地下メタルケーブル及び地下光ケーブルを設置する。 

⑷ 地下光ケーブル及びき線点遠隔収容装置を設置する。 

４ 設備量の算定 

⑴ き線点遠隔収容装置を設置するき線点ごとに、アからウまで

により求めたユニット数のうち最大のものを当該き線点のき線

点遠隔収容装置ユニット数とする。 

ア メタル電話回線数をき線点遠隔収容装置最大収容電話回線

数で除したもの 

イ 低速専用線回線数をき線点遠隔収容装置最大収容低速専用

回線数で除したもの 

ウ 高速メタル専用線回線数をき線点遠隔収容装置最大収容高

速メタル専用回線数で除したもの 

⑵ 収容局ごとに、当該局に収容されるき線点ごとに⑴で算定し

たき線点遠隔収容装置ユニット数の合計を当該局のき線点遠隔

収容装置ユニット数とし、当該き線点ごとのき線点遠隔収容装

置収容回線数の合計を当該局のき線点遠隔収容装置収容回線数

とする。 

５ 投資額の算定 
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次の算定式⑴及び⑵により求めた局ごとき線点遠隔収容装置投

資額のうちいずれか小さいものを当該局のき線点遠隔収容装置投

資額とし、全ての局について当該投資額を合算し、き線点遠隔収

容装置投資額を算定する。 

⑴ 局ごとき線点遠隔収容装置投資額 

＝（き線点遠隔収容装置ユニット数×（き線点遠隔収容装

置ユニット単価＋き線点遠隔収容装置ユニット災害対策

増分単価）＋専用線収容装置ユニット数×専用線ユニッ

ト単価） 

×き線点遠隔収容装置収容回線数÷（き線点遠隔収容装置

収容回線数＋専用線遠隔収容装置収容回線数） 

⑵ 局ごとき線点遠隔収容装置投資額 

＝き線点遠隔収容装置ユニット数×（き線点遠隔収容装置

ユニット単価＋き線点遠隔収容装置ユニット災害対策増

分単価） 

総合デジタル通信

局内回線終端装置 

１ 設備量の算定 

⑴ メタル回線収容装置の設備量の算定において求めたメタル回

線収容装置ユニット数を局ごとのメタル回線収容装置ユニット

数とする。 

⑵ 収容局ごとに、当該局がき線点遠隔収容装置ごとに収容する

第一種総合デジタル通信サービス回線数の合計を当該局のき線

点遠隔収容装置収容総合デジタル通信サービス回線数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと総合デジタル通信局内回線終端装置投

資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、総合デジタ

ル通信局内回線終端装置投資額を算定する。 

⑴ メタル回線収容装置（総合デジタル通信サービス回線収容部

）投資額 

    ＝第一種総合デジタル通信サービス用ボード数×第一種総

合デジタル通信サービス用ボード単価 

    ＋第二種総合デジタル通信サービス用ボード数×第二種総

合デジタル通信サービス用ボード単価 

⑵ メタル回線収容装置（総合デジタル通信サービス回線収容部

ソフトウェア）投資額 

＝（メタル回線収容装置ユニット数×メタル回線収容装置

ソフトウェア単価） 

×メタル回線収容装置（総合デジタル通信サービス回線収
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容部）投資額 

÷（メタル回線収容装置（回線収容部）投資額＋メタル回

線収容装置（ユニット部）投資額） 

⑶ 局ごと総合デジタル通信局内回線終端装置投資額 

＝き線点遠隔収容装置収容総合デジタル通信サービス回線

数×き線点遠隔収容装置総合デジタル通信サービス回線

単価 

＋メタル回線収容装置（総合デジタル通信サービス回線収

容部）投資額 

＋メタル回線収容装置（総合デジタル通信サービス回線収

容部ソフトウェア）投資額 

アナログ局内回線

収容部 

１ 設備量の算定 

⑴ メタル回線収容装置の設備量の算定において求めたメタル回

線収容装置ユニット数を局ごとのメタル回線収容装置ユニット

数とする。 

⑵ 収容局ごとに、当該局がき線点遠隔収容装置ごとに収容する

アナログ電話回線数の合計を当該局のき線点遠隔収容装置収容

アナログ電話回線数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごとアナログ局内回線収容部投資額を求め

、全ての局について当該投資額を合算し、アナログ局内回線収容

部投資額を算定する。 

⑴ メタル回線収容装置（アナログ電話回線収容部）投資額 

＝アナログ電話用ボード数×アナログ電話用ボード単価 

⑵ メタル回線収容装置（アナログ電話回線収容部ソフトウェア

）投資額 

＝（メタル回線収容装置ユニット数×メタル回線収容装置

ソフトウェア単価） 

×メタル回線収容装置（アナログ電話回線収容部）投資額 

÷（メタル回線収容装置（回線収容部）投資額＋メタル回

線収容装置（ユニット部）投資額） 

⑶ 局ごとアナログ局内回線収容部投資額 

＝き線点遠隔収容装置収容アナログ電話回線数×き線点遠

隔収容装置アナログ電話回線単価 

＋メタル回線収容装置（アナログ電話回線収容部）投資額 

＋メタル回線収容装置（アナログ電話回線収容部ソフトウ

ェア）投資額 
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アナログ・デジタ

ル回線共通部 

１ 設備量の算定 

収容局ごとに、当該局がき線点遠隔収容装置ごとに収容する第

一種総合デジタル通信サービス回線数及びアナログ電話回線数の

合計を当該局のき線点遠隔収容装置収容回線数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごとアナログ・デジタル回線共通部投資額

を求め、全ての局について当該投資額を合算し、アナログ・デジ

タル回線共通部投資額を算定する。 

局ごとアナログ・デジタル回線共通部投資額 

＝き線点遠隔収容装置収容回線数×き線点遠隔収容装置回線単

価 

主配線盤 １ 設備量の算定  

⑴ 局ごとに、当該局に直接メタル回線で収容される回線数及び

き線回線予備率分の回線数の合計を主配線盤回線収容率で除し

たもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）を当

該局の主配線盤端子数とし、専用線サービスに係るもの（回線

数比により算定するものとする。）を控除したものを当該局の

音声系主配線盤端子数とする。 

⑵ ⑴の主配線盤端子数を主配線盤架当たり回線数で除したもの

（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）を当該局の

主配線盤架数とし、専用線サービスに係るもの（回線数比によ

り算定するものとする。）を控除したものを当該局の音声系主

配線盤架数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと主配線盤投資額を求め、全ての局につ

いて当該投資額を合算し、主配線盤投資額を算定する。 

局ごと主配線盤投資額 

＝音声系主配線盤端子数×主配線盤端子当たり単価 

＋音声系主配線盤架数×主配線盤架当たり単価 

光ケーブル成端架 １ 設備量の算定 

⑴ 局ごとに、次のア及びイにより求めた心線数の合計を当該局

の光ケーブル成端架心線数とする。 

ア 当該局に直接光回線で収容される回線数に１回線当たり心

線数を乗じたものにき線回線予備率分の心線数を加えたもの

及び当該局に帰属するき線点遠隔収容装置数にき線点遠隔収

容装置１ユニット当たり心線数を乗じたものに当該局に帰属

する光信号分離装置（通信用建物外に設置されるものに限る
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。）ユニット数及び光予備心線数を加えたものの合計を光ケ

ーブル成端架収容率で除したもの（１に満たない端数は、切

り上げるものとする。） 

イ 当該局が収容する中継伝送用光回線の心線数の合計を光ケ

ーブル成端架収容率で除したもの（１に満たない端数は、切

り上げるものとする。） 

⑵ ⑴の光ケーブル成端架心線数を光ケーブル成端架（大型）架

当たり心線数で除したもの（１に満たない端数は、切り捨てる

ものとする。）を当該局の光ケーブル成端架（大型）架数とし

、これに光ケーブル成端架（大型）架当たり心線数を乗じたも

のを当該局の光ケーブル成端架（大型）心線数とする。 

⑶ ⑴の光ケーブル成端架心線数から⑵の光ケーブル成端架（大

型）心線数を減じたものを光ケーブル成端架残り心線数とし、

この心線数が光ケーブル成端架（中型）架当たり心線数を超え

る場合は光ケーブル成端架（大型）に収容する。また、この心

線数が光ケーブル成端架（小型２）架当たり心線数を超え光ケ

ーブル成端架（中型）架当たり心線数以下ならば光ケーブル成

端架（中型）に収容し、光ケーブル成端架（小型１）架当たり

心線数を超え光ケーブル成端架（小型２）架当たり心線数以下

ならば光ケーブル成端架（小型２）に収容し、光ケーブル成端

架（小型１）架当たり心線数以下ならば光ケーブル成端架（小

型１）に収容する。 

⑷ ⑶の結果、光ケーブル成端架残り心線数を光ケーブル成端架

（大型）に収容する場合には、光ケーブル成端架（大型）架数

に１を加え、光ケーブル成端架（大型）心線数に光ケーブル成

端架残り心線数を加えるものとする。 

⑸ ⑶の結果、光ケーブル成端架残り心線数を光ケーブル成端架

（中型）に収容する場合には、光ケーブル成端架（中型）架数

を１とし、光ケーブル成端架残り心線数を光ケーブル成端架（

中型）心線数とする。 

⑹ ⑶の結果、光ケーブル成端架残り心線数を光ケーブル成端架

（小型２）に収容する場合には、光ケーブル成端架（小型２）

架数を１とし、光ケーブル成端架残り心線数を光ケーブル成端

架（小型２）心線数とする。 

⑺ ⑶の結果、光ケーブル成端架残り心線数を光ケーブル成端架

（小型１）に収容する場合には、光ケーブル成端架（小型１）

架数を１とし、光ケーブル成端架残り心線数を光ケーブル成端
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架（小型１）心線数とする。 

⑻ ⑴から⑺までにより求めた架数及び心線数から、種別ごとに

データ系サービスに係るもの（心線数比により算定するものと

する。）を控除し、心線数比により階梯ごとに配賦したものを

当該局の階梯ごと及び種別ごと音声系光ケーブル成端架架数及

び音声系光ケーブル成端架心線数とする。 

⑼ 階梯ごと及び種別ごと音声系光ケーブル成端架架数及び音声

系光ケーブル成端架心線数から、光ＩＰ電話に係るもの（心線

数比により算定するものとする。）をメタルＩＰ音声系光ケー

ブル成端架架数及び音声系光ケーブル成端架心線数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごとに階梯ごと光ケーブル成端架投資額を

求め、全ての局について当該投資額を合算し、光ケーブル成端架

投資額を算定する。 

階梯ごと光ケーブル成端架投資額 

＝当該階梯メタルＩＰ音声系光ケーブル成端架（大型）架数×

光ケーブル成端架（大型）架当たり単価 

＋当該階梯メタルＩＰ音声系光ケーブル成端架（中型）架数×

光ケーブル成端架（中型）架当たり単価 

＋当該階梯メタルＩＰ音声系光ケーブル成端架（小型２）架数

×光ケーブル成端架（小型２）架当たり単価 

＋当該階梯メタルＩＰ音声系光ケーブル成端架（小型１）架数

×光ケーブル成端架（小型１）架当たり単価 

＋当該階梯メタルＩＰ音声系光ケーブル成端架（大型）心線数

×光ケーブル成端架（大型）心線当たり単価 

＋当該階梯メタルＩＰ音声系光ケーブル成端架（中型）心線数

×光ケーブル成端架（中型）心線当たり単価 

＋当該階梯メタルＩＰ音声系光ケーブル成端架（小型２）心線

数×光ケーブル成端架（小型２）心線当たり単価 

＋当該階梯メタルＩＰ音声系光ケーブル成端架（小型１）心線

数×光ケーブル成端架（小型１）心線当たり単価 

共用コアルータ １ 設備量の算定 

⑴ コア局ごとに、次のアからエ（共用コアルータが100Ｇインタ

フェースを有しない場合は、アを除く。）までにより求めた共

用コアルータのユニット数のうち最大のものを当該局の共用コ

アルータユニット数とする。 

ア データ系ＩＰ装置対向100Ｇインタフェース数を共用コアル
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ータ100Ｇボード当たり最大収容インタフェース数で除したも

の（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）を共用

コアルータ100Ｇボード数とし、これを共用コアルータ１ユニ

ット当たり最大100Ｇボード数で除したもの（１に満たない端

数は、切り上げるものとする。） 

イ 共用コアルータ10Ｇインタフェース数（ＣＷＤＭ10Ｇイン

タフェース数、共用収容ルータ対向10Ｇインタフェース数（

当該局が収容局兼コア局の場合に限る。）、コア局用Ｌ２Ｓ

Ｗ対向10Ｇインタフェース数、データ系ＩＰ装置対向10Ｇイ

ンタフェース数（共用コアルータが100Ｇインタフェースを有

する場合を除く。）及び関門系ルータ対向10Ｇインタフェー

ス数の合計）を共用コアルータ10Ｇボード当たり最大収容イ

ンタフェース数で除したもの（１に満たない端数は、切り上

げるものとする。）を共用コアルータ10Ｇボード数とし、こ

れを共用コアルータ１ユニット当たり最大10Ｇボード数で除

したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。） 

ウ 共用コアルータを経由するアナログ電話、総合デジタル通

信サービス及びＡＤＳＬ地域ＩＰサービス並びに光地域ＩＰ

電話及び光地域ＩＰサービスの最繁時帯域の合計を共用コア

ルータ最繁時帯域とし、これを共用コアルータ収容率及び共

用コアルータ１ユニット当たり最大処理最繁時帯域で除した

もの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。） 

エ 共用コアルータを経由するアナログ電話、総合デジタル通

信サービス及びＡＤＳＬ地域ＩＰサービス並びに光地域ＩＰ

電話及び光地域ＩＰサービスの最繁時パケット数の合計を共

用収容ルータ最繁時パケット数とし、これを共用コアルータ

収容率及び共用コアルータ１ユニット当たり最大処理最繁時

パケット数で除したもの（１に満たない端数は、切り上げる

ものとする。） 

⑵ ⑴イのＣＷＤＭ10Ｇインタフェース数、共用収容ルータ対向

10Ｇインタフェース数（当該局が収容局兼コア局の場合に限る

。）、コア局用Ｌ２ＳＷ対向10Ｇインタフェース数から、それ

ぞれデータ系サービスに係るもの（ＱｏＳ制御係数を加味した

最繁時帯域比により算定するものとする。）及び光ＩＰ電話に

係るもの（最繁時帯域比により算定するものとする。）を控除

したものの合計をメタルＩＰ音声系共用コアルータ（ユニット

部）10Ｇインタフェース数とする。 
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⑶ ⑴イの関門系ルータ対向10Ｇインタフェースから光ＩＰ電話

に係るもの（最繁時帯域比により算定するものとする。）を控

除したものをメタルＩＰ音声系共用コアルータ（関門系ルータ

対向部）10Ｇインタフェース数とする。 

⑷ ⑴イの共用コアルータ10Ｇボード数からデータ系サービスに

係るもの（ＱｏＳ制御係数を加味した最繁時帯域比）及び光Ｉ

Ｐ電話に係るもの（最繁時帯域比により算定するものとする。

）を控除し、インタフェース数比によりユニット部及び関門系

ルータ対向部に配賦したものを、メタルＩＰ音声系共用コアル

ータ（ユニット部）10Ｇボード数及びメタルＩＰ音声系共用コ

アルータ（関門系ルータ対向部）10Ｇボード数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により、局ごと共用コアルータ投資額を求め、全て

の局について当該投資額を合算し、共用コアルータ投資額を算定

する。 

局ごと共用コアルータ投資額 

＝メタルＩＰ音声系共用コアルータユニット数×共用コアル

ータユニット単価 

＋（メタルＩＰ音声系共用コアルータ（ユニット部）10Ｇボ

ード数＋メタルＩＰ音声系共用コアルータ（関門系ルータ

対向部）10Ｇボード数）×共用コアルータ10Ｇボード単価 

＋（メタルＩＰ音声系共用コアルータ（ユニット部）10Ｇイ

ンタフェース数＋メタルＩＰ音声系共用コアルータ（関門

系ルータ対向部）10Ｇインタフェース数）×共用コアルー

タ10Ｇインタフェース単価 

＋メタルＩＰ音声系共用コアルータユニット数×共用コアル

ータソフトウェア単価 

コア局用Ｌ２ＳＷ １ 設備量の算定 

⑴ コア局ごとに、ＰＴＮ１Ｇポート数及びＣＳ１Ｇポート数の

合計をコア局用Ｌ２ＳＷ１Ｇインタフェース数とし、共用コア

ルータにおけるコア局用Ｌ２ＳＷ対向10Ｇインタフェース数を

コア局用Ｌ２ＳＷ10Ｇインタフェース数とする。 

⑵ ⑴のコア局用Ｌ２ＳＷ１Ｇインタフェース数及びコア局用Ｌ

２ＳＷ10Ｇインタフェース数の合計をコア局用Ｌ２ＳＷ１ユニ

ット当たり最大収容インタフェース数で除したもの（１に満た

ない端数は、切り上げるものとする。）をコア局用Ｌ２ＳＷユ

ニット数とする。 
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⑶ ⑴及び⑵で算定したコア局用Ｌ２ＳＷ１Ｇインタフェース数

、コア局用Ｌ２ＳＷ10Ｇインタフェース数及びコア局用Ｌ２Ｓ

Ｗユニット数のそれぞれについて冗長化考慮し、ＰＴＮ経由の

データ系サービスに係るもの（ＱｏＳ制御係数を加味した最繁

時帯域比）及び光ＩＰ電話に係るもの（最繁時帯域比により算

定するものとする。）を控除したものを、当該局のメタルＩＰ

音声系冗長化後コア局用Ｌ２ＳＷ１Ｇインタフェース数、メタ

ルＩＰ音声系冗長化後コア局用Ｌ２ＳＷ10Ｇインタフェース数

及びメタルＩＰ音声系冗長化後コア局用Ｌ２ＳＷユニット数と

する。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごとコア局用Ｌ２ＳＷ投資額を求め、全て

の局について当該投資額を合算し、コア局用Ｌ２ＳＷ投資額を算

定する。 

局ごとコア局用Ｌ２ＳＷ投資額 

＝メタルＩＰ音声系冗長化後コア局用Ｌ２ＳＷユニット数×

コア局用Ｌ２ＳＷユニット単価 

＋メタルＩＰ音声系冗長化後コア局用Ｌ２ＳＷ10Ｇインタフ

ェース数×コア局用Ｌ２ＳＷ10Ｇインタフェース単価 

＋メタルＩＰ音声系冗長化後コア局用Ｌ２ＳＷ１Ｇインタフ

ェース数×コア局用Ｌ２ＳＷ１Ｇインタフェース単価 

伝送装置 １ ＰＴＮ及びＣＷＤＭの設置基準 

収容局とコア局間の伝送は、ＰＴＮ又はＣＷＤＭにより行う。

共用収容ルータを設置する収容局にはＣＷＤＭを設置し、それ以

外の収容局にはＰＴＮを設置する。コア局には対向する収容局と

同じ伝送装置を設置する。 

２ ＰＴＮの設備量算定 

⑴ ＰＴＮ設置局ごとに、当該局に収容されるアナログ電話、総

合デジタル通信サービス、ＡＤＳＬ地域ＩＰサービス及び専用

線サービス並びに光ＩＰ電話及び光地域ＩＰサービス（ＰＴＮ

設置局が離島局又は離島局と対向するコア局である場合に限る

。）の最繁時帯域から算定されるＰＴＮ低速インタフェース混

在ボード数に冗長化係数を乗じたものを当該局の冗長化後ＰＴ

Ｎ低速インタフェース混在ボード数とし、データ系サービスに

係るもの（ポート容量比及びＱｏＳ制御係数を加味した最繁時

帯域比により算定するものとする。）及び光ＩＰ電話に係るも

の（最繁時帯域比により算定するものとする。）を控除したも
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のを当該局のメタルＩＰ音声系冗長化後ＰＴＮ低速インタフェ

ース混在ボード数とする。 

⑵ ＰＴＮ設置局ごとに、次のア及びイにより求めたユニット数

のうちいずれか大きいものをＰＴＮユニット数とする。 

ア 当該局が属するループのＰＴＮリング数を合計し、これか

ら１を減じたもの（１に満たない場合は、１とする。） 

イ ＰＴＮ低速インタフェース混在ボード数をＰＴＮ１ユニッ

ト当たり最大低速インタフェースボード数で除したもの（１

に満たない端数は、切り上げるものとする。） 

⑶ ⑵のＰＴＮユニット数に冗長化係数を乗じたものを当該局の

冗長化後ＰＴＮユニット数とし、データ系サービス及び光電話

に係るもの（当該局が属するループごとにポート容量比及びＱ

ｏＳ制御係数を加味した最繁時帯域比により算定するものとす

る。）を控除したものを当該局のメタルＩＰ音声系冗長化後Ｐ

ＴＮユニット数とする。 

⑷ ⑵のＰＴＮリング数及びＰＴＮユニット数から算定した当該

局のＰＴＮ高速インタフェース数のうちＰＴＮ10Ｇ高速インタ

フェース数を当該局の10ＧＰＴＮリング数により算定し、残り

をＰＴＮ2.4Ｇ高速インタフェース数とする。 

⑸ ⑷のＰＴＮ10Ｇ高速インタフェース数及びＰＴＮ2.4Ｇ高速イ

ンタフェース数のそれぞれに冗長化係数を乗じたものを当該局

の冗長化後ＰＴＮ10Ｇ高速インタフェース数及び冗長化後ＰＴ

Ｎ2.4Ｇ高速インタフェース数とし、これらからそれぞれデータ

系サービス及び光ＩＰ電話に係るもの（当該局が属するループ

ごとにポート容量比及びＱｏＳ制御係数を加味した最繁時帯域

比により算定するものとする。）を控除したものを、当該局の

メタルＩＰ音声系冗長化後ＰＴＮ10Ｇ高速インタフェース数及

びメタルＩＰ音声系冗長化後ＰＴＮ2.4Ｇ高速インタフェース数

とする。 

３ 収容局設置ＣＷＤＭの設備量算定 

⑴ ＣＷＤＭ設置収容局ごとに、ＣＷＤＭが接続する共用収容ル

ータの設備量からＣＷＤＭ10Ｇインタフェース数及びＣＷＤＭ

低速10Ｇカード数を算定する。また、当該ＣＷＤＭが接続する

専用線装置の設備量からＣＷＤＭＳＴＭ－１インタフェース数

及びＣＷＤＭ低速ＳＴＭ－１カード数を算定する。ＣＷＤＭ低

速10Ｇカード数及びＣＷＤＭ低速ＳＴＭ－１カード数の合計に

２を乗じたものを当該局のＣＷＤＭ高速インタフェース波長数
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とする。 

⑵ ⑴のＣＷＤＭ高速インタフェース波長数をＣＷＤＭ高速イン

タフェース最大波長数で除したもの（１に満たない端数は、切

り上げるものとする。）を当該局のＣＷＤＭユニット数とする

。 

⑶ ⑵のＣＷＤＭユニット数からデータ系サービスに係るもの（

ＱｏＳ制御係数を加味した最繁時帯域比により算定するものと

する。）及び光ＩＰ電話に係るもの（最繁時帯域比により算定

するものとする。）並びに専用線サービスに係るもの（波長数

比により算定するものとする。）を控除したものを当該局のメ

タルＩＰ音声系ＣＷＤＭユニット数とし、これに冗長化考慮し

たものを当該局のメタルＩＰ音声系冗長化後ＣＷＤＭユニット

数とする。 

⑷ ⑴のＣＷＤＭ低速10Ｇカード数からデータ系サービスに係る

もの（ＱｏＳ制御係数を加味した最繁時帯域比により算定する

ものとする。）及び光ＩＰ電話に係るもの（最繁時帯域比によ

り算定するものとする。）を控除したものを当該局のメタルＩ

Ｐ音声系ＣＷＤＭ低速10Ｇカード数とし、これに冗長化考慮し

たものを当該局のメタルＩＰ音声系冗長化後ＣＷＤＭ低速10Ｇ

カード数とする。 

⑸ ⑴のＣＷＤＭ10Ｇインタフェース数からデータ系サービスに

係るもの（ＱｏＳ制御係数を加味した最繁時帯域比により算定

するものとする。）及び光ＩＰ電話に係るもの（最繁時帯域比

により算定するものとする。）を控除したものを当該局のメタ

ルＩＰ音声系ＣＷＤＭ10Ｇインタフェース数とし、これに冗長

化考慮したものを当該局のメタルＩＰ音声系冗長化後ＣＷＤＭ

10Ｇインタフェース数とする。 

４ コア局設置ＣＷＤＭの設備量算定 

⑴ コア局ごとに、当該局に属するＣＷＤＭ設置収容局のメタル

ＩＰ音声系ＣＷＤＭ10Ｇインタフェース数、メタルＩＰ音声系

ＣＷＤＭ低速10Ｇカード数及びメタルＩＰ音声系ＣＷＤＭユニ

ット数（当該コア局設置ＣＷＤＭに対向するものに限る。）を

、それぞれ全ての当該局に属するＣＷＤＭ設置収容局について

合算したものを、当該局のメタルＩＰ音声系収容局対向ＣＷＤ

Ｍ10Ｇインタフェース数、メタルＩＰ音声系収容局対向ＣＷＤ

Ｍ低速10Ｇカード数及びメタルＩＰ音声系収容局対向ＣＷＤＭ

ユニット数とする。 
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⑵ コア局渡り区間ごとに、コア局間で伝送されるアナログ電話

、総合デジタル通信サービス、ＡＤＳＬ地域ＩＰサービス、光

ＩＰ電話及び光地域ＩＰサービスの最繁時帯域から定まるコア

局渡りＣＷＤＭ10Ｇインタフェース数をＣＷＤＭ低速10Ｇカー

ド当たり最大収容インタフェース数で除したもの（１に満たな

い端数は、切り上げるものとする。）をコア局渡りＣＷＤＭ低

速10Ｇカード数とする。 

⑶ コア局間で伝送される専用線サービスの最繁時帯域から定ま

るコア局渡りＣＷＤＭＳＴＭ－１インタフェース数をＣＷＤＭ

低速ＳＴＭ－１カード当たり最大収容ＳＴＭ－１インタフェー

ス数で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとす

る。）をコア局渡りＣＷＤＭ低速ＳＴＭ－１カード数とする。 

⑷ ⑵及び⑶で算定したコア局渡りＣＷＤＭ低速10Ｇカード数及

びコア局渡りＣＷＤＭ低速ＳＴＭ－１カード数の合計に２を乗

じたものをコア局渡りＣＷＤＭ高速インタフェース波長数とし

、これをＣＷＤＭ高速インタフェース最大波長数で除したもの

（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）をコア局渡

りＣＷＤＭユニット数とする。 

⑸ ⑵のコア局渡りＣＷＤＭ10Ｇインタフェース数からデータ系

サービスに係るもの（ＱｏＳ制御係数を加味した最繁時帯域比

により算定するものとする。）及び光ＩＰ電話に係るもの（最

繁時帯域比により算定するものとする。）を控除したものをメ

タルＩＰ音声系コア局渡りＣＷＤＭ10Ｇインタフェース数とし

、これに⑴のメタルＩＰ音声系ＣＷＤＭ10Ｇインタフェース数

を加えたものを、当該局のメタルＩＰ音声系冗長化後ＣＷＤＭ

10Ｇインタフェース数とする。 

⑹ ⑵のコア局渡りＣＷＤＭ低速10Ｇカード数からデータ系サー

ビスに係るもの（ＱｏＳ制御係数を加味した最繁時帯域比によ

り算定するものとする。）及び光ＩＰ電話に係るもの（最繁時

帯域比により算定するものとする。）を控除したものをメタル

ＩＰ音声系コア局渡りＣＷＤＭ低速10Ｇカード数とし、これに

⑴のメタルＩＰ音声系収容局対向ＣＷＤＭ低速10Ｇカード数を

加えたものを、当該局のメタルＩＰ音声系冗長化後ＣＷＤＭ低

速10Ｇカード数とする。 

⑺ ⑷のコア局渡りＣＷＤＭユニット数からデータ系サービスに

係るもの（ＱｏＳ制御係数を加味した最繁時帯域比により算定

するものとする。）及び光ＩＰ電話に係るもの（最繁時帯域比
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により算定するものとする。）並びに専用線サービスに係るも

の（波長数比により算定するものとする。）を控除したものを

メタルＩＰ音声系コア局渡りＣＷＤＭユニット数とし、これに

⑴のメタルＩＰ音声系収容局対向ＣＷＤＭユニット数を加えた

ものを、当該局のメタルＩＰ音声系冗長化後ＣＷＤＭユニット

数とする。 

５ 投資額の算定 

次の算定式により局ごとＰＴＮ投資額及び局ごとＣＷＤＭ投資

額を求め、全ての局についてそれら投資額を合算し、ＰＴＮ投資

額及びＣＷＤＭ投資額を算定する。 

局ごとＰＴＮ投資額 

＝（メタルＩＰ音声系冗長化後ＰＴＮ低速インタフェース混在

ボード数×ＰＴＮ低速混在インタフェースボード単価 

＋メタルＩＰ音声系冗長化後ＰＴＮユニット数×ＰＴＮユニ

ット単価 

＋メタルＩＰ音声系冗長化後ＰＴＮ2.4Ｇ高速インタフェース

数×ＰＴＮ2.4Ｇ高速インタフェースポート単価 

＋メタルＩＰ音声系冗長化後ＰＴＮ10Ｇ高速インタフェース

数×ＰＴＮ10Ｇ高速インタフェースポート単価） 

×（１＋クロック供給装置投資額加算率） 

局ごとＣＷＤＭ投資額 

＝（メタルＩＰ音声系冗長化後ＣＷＤＭユニット数×ＣＷＤＭ

ユニット単価 

＋メタルＩＰ音声系冗長化後ＣＷＤＭ低速10Ｇカード数×Ｃ

ＤＷＭ低速10Ｇカード単価 

＋メタルＩＰ音声系冗長化後ＣＷＤＭ10Ｇインタフェース数

×ＣＷＤＭ10Ｇインタフェース単価） 

×（１＋クロック供給装置投資額加算率） 

中間中継伝送装置 １ 収容局とコア局間に設置するＣＷＤＭ用中間中継伝送装置の設

備量の算定 

ＣＷＤＭを設置する収容局ごとに、収容局とコア局間の伝送距

離をＣＷＤＭ用中間中継伝送装置平均距離で除した中間中継伝送

装置設置箇所数（１に満たない端数は、切り捨てるものとする。

）に、メタルＩＰ音声系冗長化後ＣＷＤＭユニット数を乗じたも

のを当該局のメタルＩＰ音声系冗長化後ＣＷＤＭ用中間中継伝送

装置ユニット数とする。 

２ コア局間に設置するＣＷＤＭ用中間中継伝送装置の設備量の算
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定 

ＣＷＤＭを設置するコア局間の区間ごとに、コア局間の伝送距

離をＣＷＤＭ用中間中継伝送装置平均距離で除した中間中継伝送

装置設置箇所数（１に満たない端数は、切り捨てるものとする。

）に、当該区間のメタルＩＰ音声系コア局渡りＣＷＤＭユニット

数を乗じたものを当該区間のメタルＩＰ音声系ＣＷＤＭ用中間中

継伝送装置ユニット数とし、当該区間の両端に位置するコア局の

うち片側の局に設置するものとみなす。 

３ ＰＴＮ用中間中継伝送装置の設備量の算定 

ＰＴＮによる伝送の経路となるループごとに、ループ延長をＰ

ＴＮ用中間中継伝送装置平均距離で除した中間中継伝送装置設置

箇所数（１に満たない端数は、切り捨てるものとする。）から当

該ループに属するＰＴＮ設置局数を減じ、当該ループに係る中継

伝送用光回線の心線数（データ系サービスに係るもの（ＱｏＳ制

御係数を加味した最繁時帯域比により算定するものとする。）及

び光ＩＰ電話に係るもの（最繁時帯域比により算定するものとす

る。）を控除したものとする。）を乗じたものを当該ループのメ

タルＩＰ音声系ＰＴＮ用中間中継伝送装置ユニット数とし、当該

ループ内にＰＴＮ設置局がある場合には当該ループ内ＰＴＮ設置

局のうち収容回線数が最も多い局に、当該ループ内にＰＴＮ設置

局がない場合には当該ループ内の局のうち収容回線数が最も多い

局に設置するものとみなす。 

４ 中間中継伝送装置の設備量の算定 

１から３までにより求めた中間中継伝送装置ユニット数の局ご

との合計を当該局のメタルＩＰ音声系中間中継伝送装置ユニット

数とする。 

５ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと中間中継伝送装置投資額を求め、全て

の局について当該投資額を合算し、中間中継伝送装置投資額を算

定する。 

局ごと中間中継伝送装置投資額 

＝メタルＩＰ音声系中間中継伝送装置ユニット数×中間中継伝

送装置ユニット単価 

ＣＳ １ ＣＳの設備量の算定 

⑴ 中継区域ごとに、音声サービス回線数（音声サービス（アナ

ログ電話、総合デジタル通信サービス及び光ＩＰ電話をいう。

）の回線数の合計をいう。）を当該中継区域に属するコア局数
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で除したものを当該区域に属するコア局のＣＳ収容音声サービ

ス回線数とし、これをＣＳ収容率及びＣＳ１ユニット当たり最

大処理回線数で除したもの（１に満たない端数は、切り上げる

ものとする。）を当該区域に属するコア局のＣＳユニット数と

する。 

⑵ ⑴のＣＳユニット数にＣＳ冗長化係数を乗じたものを当該区

域に属するコア局の冗長化後ＣＳユニット数とし、光ＩＰ電話

に係るもの（回線数比により算定するものとする。）を控除し

たものを当該区域に属するコア局のメタルＩＰ音声系冗長化後

ＣＳユニット数とする。 

⑶ 中継区域ごとに、メタルＩＰ電話回線数（アナログ電話及び

総合デジタル通信サービスの回線数の合計をいう。）を当該中

継区域に属するコア局数で除したものを当該区域に属するコア

局のＣＳ収容メタルＩＰ電話回線数とし、これにＣＳ冗長化係

数を乗じたものを当該区域に属するコア局の冗長化後ＣＳ収容

メタルＩＰ電話回線数とする。 

２ ＣＳ用データベース（以下「ＣＳ用ＤＢ」という。）の設備量

の算定 

⑴ 中継区域ごとに、音声サービスの最繁時呼数を当該中継区域

に属するコア局数で除したものを当該区域に属するコア局のＣ

Ｓ音声サービス最繁時呼数とし、これをＣＳ用ＤＢ収容率及び

ＣＳ用ＤＢ１ユニット当たり最大処理最繁時呼数で除したもの

（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）を当該区域

に属するコア局のＣＳ用ＤＢユニット数とする。 

⑵ ⑴のＣＳ用ＤＢユニット数にＣＳ用ＤＢ冗長化係数を乗じた

ものを当該区域に属するコア局の冗長化後ＣＳ用ＤＢユニット

数とし、光ＩＰ電話に係るもの（最繁時呼数比により算定する

ものとする。）を控除したものを当該区域に属するコア局のメ

タルＩＰ音声系冗長化後ＣＳ用ＤＢユニット数とする。 

３ 投資額の算定 

次の算定式により局ごとＣＳ投資額を求め、全ての局について

当該投資額を合算したものに、ＣＳソフトウェア投資額（光ＩＰ

電話に係るものを控除したもの）を加え、ＣＳ投資額を算定する

。 

局ごとＣＳ投資額 

＝メタルＩＰ音声系冗長化後ＣＳユニット数×ＣＳユニット単

価 

61



＋冗長化後ＣＳ収容メタルＩＰ電話回線数×ＣＳ１回線当たり

単価 

＋メタルＩＰ音声系冗長化後ＣＳ用ＤＢユニット数×ＣＳ用Ｄ

Ｂユニット単価 

関門系ルータ １ 設備量の算定 

⑴ 相互接続局ごとに、次のアからエまでにより求めた関門系ル

ータのユニット数のうち最大のものを当該局の関門系ルータユ

ニット数とする。 

ア 関門系ルータ10Ｇインタフェース数（コア局対向10Ｇイン

タフェース数、同一局内共用コアルータ対向10Ｇインタフェ

ース数、相互接続局渡り10Ｇインタフェース数、ＳＢＣ対向

10Ｇインタフェース数、ＥＮＵＭ対向10Ｇインタフェース数

、ＤＮＳ対向10Ｇインタフェース数及び相互接続局用Ｌ２Ｓ

Ｗ対向10Ｇインタフェース数の合計をいう。）を関門系ルー

タ10Ｇボード当たり最大収容インタフェース数で除したもの

（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）を関門系

ルータ10Ｇボード数とし、関門系ルータ１ユニット当たり最

大10Ｇボード数で除したもの（１に満たない端数は、切り上

げるものとする。） 

イ 当該相互接続局の最繁時帯域を関門系ルータ収容率及び関

門系ルータ１ユニット当たり最大処理最繁時帯域で除したも

の（１に満たない端数は、切り上げるものとする。） 

ウ 当該相互接続局の最繁時パケット数を関門系ルータ収容率

及び関門系ルータ１ユニット当たり最大処理最繁時パケット

数で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとす

る。） 

⑵ ⑴アのコア局対向10Ｇインタフェース数、共用コアルータ対

向10Ｇインタフェース数、相互接続局渡り10Ｇインタフェース

数、ＳＢＣ対向10Ｇインタフェース数、ＥＮＵＭ対向10Ｇイン

タフェース数、ＤＮＳ対向10Ｇインタフェース数及び相互接続

局用Ｌ２ＳＷ対向10Ｇインタフェース数から、それぞれ光ＩＰ

電話に係るもの（最繁時帯域比により算定するものとする。）

を控除し、合計したものを、当該局のメタルＩＰ音声系10Ｇイ

ンタフェース数とする。 

⑶ ⑴アの関門系ルータ10Ｇボード数から光ＩＰ電話に係るもの

（インタフェース数比により算定するものとする。）を控除し

たものを、メタルＩＰ音声系関門系ルータ10Ｇボード数とする

62



。 

⑷ ⑴の関門系ルータユニット数から光ＩＰ電話に係るもの（最

繁時帯域比により算定するものとする。）を控除したものを、

メタルＩＰ音声系関門系ルータユニット数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により、局ごと関門系ルータ投資額を求め、全ての

局について当該投資額を合算し、関門系ルータ投資額を算定する

。 

局ごと関門系ルータ投資額 

＝メタルＩＰ音声系関門系ルータユニット数×関門系ルータユ

ニット単価 

＋メタルＩＰ音声系関門系ルータ10Ｇボード数×関門系ルータ

10Ｇボード単価 

＋メタルＩＰ音声系関門系ルータ10Ｇインタフェース数×関門

系ルータ10Ｇインタフェース単価 

＋メタルＩＰ音声系関門系ルータユニット数×関門系ルータソ

フトウェア単価 

相互接続局用Ｌ２

ＳＷ 

１ 設備量の算定 

⑴ 相互接続局ごとに、当該局の相互接続用１Ｇインタフェース

数に相互接続局用Ｌ２ＳＷ予備１Ｇインタフェース数を加えた

ものを当該局の相互接続局用Ｌ２ＳＷ１Ｇインタフェース数と

し、光ＩＰ電話に係るもの（最繁時帯域比により算定するもの

とする。）を控除したものを、当該局のメタルＩＰ音声系相互

接続局用Ｌ２ＳＷ１Ｇインタフェース数とする。 

⑵ 相互接続局ごとに、当該局の相互接続用10Ｇインタフェース

数及び関門系ルータ対向10Ｇインタフェース数の合計に相互接

続局用Ｌ２ＳＷ予備10Ｇインタフェース数を加えたものを当該

局の相互接続局用Ｌ２ＳＷ10Ｇインタフェース数とし、光ＩＰ

電話に係るもの（最繁時帯域比により算定するものとする。）

を控除したものを、当該局のメタルＩＰ音声系相互接続局用Ｌ

２ＳＷ10Ｇインタフェース数とする。 

⑶ ⑴及び⑵で算定した相互接続局用Ｌ２ＳＷ１Ｇインタフェー

ス数及び相互接続局用Ｌ２ＳＷ10Ｇインタフェース数の合計を

相互接続局用Ｌ２ＳＷ１ユニット当たり最大インタフェース数

で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。

）を当該局の相互接続局用Ｌ２ＳＷユニット数とし、光ＩＰ電

話に係るもの（最繁時帯域比により算定するものとする。）を
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控除したものを、当該局のメタルＩＰ音声系相互接続局用Ｌ２

ＳＷユニット数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により、局ごと相互接続局用Ｌ２ＳＷ投資額を求め

、全ての局について当該投資額を合算し、相互接続局用Ｌ２ＳＷ

投資額を算定する。 

局ごと相互接続局用Ｌ２ＳＷ投資額 

＝メタルＩＰ音声系相互接続局用Ｌ２ＳＷユニット数×相互接

続局用Ｌ２ＳＷユニット単価 

＋メタルＩＰ音声系相互接続局用Ｌ２ＳＷ１Ｇインタフェース

数×相互接続局用Ｌ２ＳＷ１Ｇインタフェース単価 

＋メタルＩＰ音声系相互接続局用Ｌ２ＳＷ10Ｇインタフェース

数×相互接続局用Ｌ２ＳＷ10Ｇインタフェース単価 

ＳＢＣ １ 設備量の算定 

⑴ 相互接続局ごとに、当該局の最繁時呼数（接続呼に係るもの

に限る。）をＳＢＣ収容率及びＳＢＣ呼処理部１ユニット当た

り最大処理最繁時呼数で除したものを、当該局のＳＢＣユニッ

ト（呼処理部）数とする。ただし、当該局に設置するＳＢＣの

設備量がＳＢＣ１ユニット当たり最大処理セッション数により

決定する場合には、ＳＢＣユニット（呼処理部）数は０とする

。 

⑵ 相互接続局ごとに、当該局の最繁時呼量（接続呼に係るもの

に限る。）から算定したＳＢＣ同時接続数をＳＢＣ収容率及び

ＳＢＣセッション管理部１ユニット当たり最大処理同時接続数

で除したものを、当該局のＳＢＣユニット（セッション管理部

）数とする。ただし、当該局に設置するＳＢＣの設備量がＳＢ

Ｃ１ユニット当たり最大処理セッション数により決定する場合

には、ＳＢＣユニット（セッション管理部）数は０とする。 

⑶ 相互接続局ごとに、当該局の最繁時呼量（接続呼に係るもの

に限る。）をＳＢＣセッション数とし、これをＳＢＣ収容率及

びＳＢＣ１ユニット当たり最大処理セッション数で除したもの

を、当該局のＳＢＣユニット数とする。ただし、当該局に設置

するＳＢＣの設備量がＳＢＣ１ユニット当たり最大処理最繁時

呼数及びＳＢＣ１ユニット当たり最大処理同時接続数により決

定する場合には、ＳＢＣユニット数は０とする。 

⑷ ⑴のＳＢＣユニット（呼処理部）数から光ＩＰ電話に係るも

の（当該局の最繁時呼数比により算定するものとする。）を控
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除したものを、当該局のメタルＩＰ音声系ＳＢＣユニット（呼

処理部）数とする。 

⑸ ⑵のＳＢＣユニット（セッション管理部）数及び⑶のＳＢＣ

ユニット数から、それぞれ光ＩＰ電話に係るもの（当該局の最

繁時帯域比により算定するものとする。）を控除したものを、

メタルＩＰ音声系ＳＢＣユニット（セッション管理部）数及び

メタルＩＰ音声系ＳＢＣユニット数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により、局ごとＳＢＣ投資額を求め、全ての局につ

いて当該投資額を合算し、ＳＢＣ投資額を算定する。 

  局ごとＳＢＣ投資額 

  ＝（メタルＩＰ音声系ＳＢＣユニット（呼処理部）数×ＳＢＣ

ユニット（呼処理部）単価 

    ＋メタルＩＰ音声系ＳＢＣユニット（セッション管理部）

数×ＳＢＣユニット（セッション管理部）単価 

    ＋メタルＩＰ音声系ＳＢＣユニット数×ＳＢＣユニット単

価） 

   ×（１＋相互接続局共通設備投資額加算率） 

  ＋（メタルＩＰ音声系ＳＢＣユニット（呼処理部）数×ＳＢＣ

ユニット（呼処理部）ソフトウェア単価 

    ＋メタルＩＰ音声系ＳＢＣユニット（セッション管理部）

数×ＳＢＣユニット（セッション管理部）ソフトウェア単

価 

    ＋メタルＩＰ音声系ＳＢＣユニット数×ＳＢＣユニットソ

フトウェア単価 

    ＋ＳＢＣ同時接続数×ＳＢＣ同時接続数当たりソフトウェ

ア単価） 

   ×（１＋相互接続局共通設備ソフトウェア投資額加算率） 

ＥＮＵＭサーバ １ 設備量の算定 

⑴ 相互接続局ごとに、当該局の最繁時呼数（接続呼に係るもの

に限る。）から算定したＥＮＵＭクエリ数をＥＮＵＭサーバ１

ユニット当たり最大処理クエリ数で除したものを、当該局のＥ

ＮＵＭサーバユニット数とする。ただし、当該局にＥＮＵＭ・

ＤＮＳ共通サーバを設置する場合には、ＥＮＵＭサーバユニッ

ト数は０とする。 

⑵ 相互接続局ごとに、当該局の最繁時呼数（接続呼に係るもの

に限る。）から算定したＥＮＵＭクエリ数及びＤＮＳクエリ数

65



を合計したものをＥＮＵＭ・ＤＮＳ共通サーバ１ユニット当た

り最大処理クエリ数で除したものを、当該局のＥＮＵＭ・ＤＮ

Ｓ共通サーバユニット数とする。ただし、当該局にＥＮＵＭサ

ーバ及びＤＮＳサーバを設置する場合には、ＥＮＵＭ・ＤＮＳ

共通サーバユニット数は０とする。 

⑶ ⑴のＥＮＵＭサーバユニット数から光ＩＰ電話に係るもの（

当該局の最繁時呼数比により算定するものとする。）を控除し

たものを、当該局のメタルＩＰ音声系ＥＮＵＭサーバユニット

数とする。 

⑷ ⑵のＥＮＵＭ・ＤＮＳ共通サーバユニット数からＤＮＳに係

るもの（クエリ数比により算定するものとする。）及び光ＩＰ

電話に係るもの（当該局の最繁時呼数比により算定するものと

する。）を控除したものを、メタルＩＰ音声系ＥＮＵＭ・ＤＮ

Ｓ共通サーバユニット数（ＥＮＵＭ相当分）とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により、局ごとＥＮＵＭサーバ投資額を求め、全て

の局について当該投資額を合算し、ＥＮＵＭサーバ投資額を算定

する。 

  局ごとＥＮＵＭサーバ投資額 

  ＝（メタルＩＰ音声系ＥＮＵＭサーバユニット数×ＥＮＵＭユ

ニット単価 

＋メタルＩＰ音声系ＥＮＵＭ・ＤＮＳ共通サーバユニット

数（ＥＮＵＭ相当分）×ＥＮＵＭ・ＤＮＳ共通サーバユニ

ット単価） 

   ×（１＋相互接続局共通設備投資額加算率） 

  ＋（メタルＩＰ音声系ＥＮＵＭサーバユニット数×ＥＮＵＭユ

ニット当たりソフトウェア単価 

＋メタルＩＰ音声系ＥＮＵＭ・ＤＮＳ共通サーバユニット

数（ＥＮＵＭ相当分）×ＥＮＵＭ・ＤＮＳ共通サーバユニ

ットソフトウェア単価 

＋ＥＮＵＭクエリ数×ＥＮＵＭクエリ当たりソフトウェア

単価） 

   ×（１＋相互接続局共通設備ソフトウェア投資額加算率） 

ＤＮＳサーバ １ 設備量の算定 

⑴ 相互接続局ごとに、当該局の最繁時呼数（接続呼に係るもの

に限る。）から算定したＤＮＳクエリ数をＤＮＳサーバ１ユニ

ット当たり最大処理クエリ数で除したものを、当該局のＤＮＳ
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サーバユニット数とする。ただし、当該局にＥＮＵＭ・ＤＮＳ

共通サーバを設置する場合には、ＤＮＳサーバユニット数は０

とする。 

⑵ ⑴のＤＮＳサーバユニット数から光ＩＰ電話に係るもの（当

該局の最繁時呼数比により算定するものとする。）を控除した

ものを、当該局のメタルＩＰ音声系ＤＮＳサーバユニット数と

する。 

⑶ ＥＮＵＭサーバの設備量の算定において求めたＥＮＵＭ・Ｄ

ＮＳ共通サーバユニット数からＥＮＵＭに係るもの（クエリ数

比により算定するものとする。）及び光ＩＰ電話に係るもの（

当該局の最繁時呼数比により算定するものとする。）を控除し

たものを、メタルＩＰ音声系ＥＮＵＭ・ＤＮＳ共通サーバユニ

ット数（ＤＮＳ相当分）とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により、局ごとＤＮＳサーバ投資額を求め、全ての

局について当該投資額を合算し、ＤＮＳサーバ投資額を算定する

。 

  局ごとＤＮＳサーバ投資額 

  ＝（メタルＩＰ音声系ＤＮＳサーバユニット数×ＤＮＳユニッ

ト単価 

＋メタルＩＰ音声系ＥＮＵＭ・ＤＮＳ共通サーバユニット

数（ＤＮＳ相当分）×ＥＮＵＭ・ＤＮＳ共通サーバユニッ

ト単価） 

   ×（１＋相互接続局共通設備投資額加算率） 

  ＋（メタルＩＰ音声系ＤＮＳサーバユニット数×ＤＮＳユニッ

ト当たりソフトウェア単価 

＋メタルＩＰ音声系ＥＮＵＭ・ＤＮＳ共通サーバユニット

数（ＤＮＳ相当分）×ＥＮＵＭ・ＤＮＳ共通サーバユニッ

トソフトウェア単価 

＋ＤＮＳクエリ数×ＤＮＳクエリ当たりソフトウェア単価

） 

   ×（１＋相互接続局共通設備ソフトウェア投資額加算率） 

メタルケーブル １ 配線設備として設置するメタルケーブルの設備量の算定 

⑴ き線点から先の配線設備の算定に当たっては、回線需要の分

布を基にあらかじめ準備された配線パターンの中から最も適切

なものを選択し、配線メタルケーブルの亘長kmを算定する。ケ

ーブルの対数及び条数は、回線需要数を勘案して算定する。当
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該ケーブル対数及び条数を用いて、必要となるメタルケーブル

の延長km及び対kmを算定する。 

⑵ 架空メタルケーブル及び地下メタルケーブルの延長km及び対

kmは、局ごとに与えられた配線地下比率により算定する。ただ

し、２⑶において全てのき線架空ケーブルを地中化しても局ご

とケーブル地中化率に達しない場合は、配線架空ケーブルの追

加地中化処理を行う。 

⑶ ビル引込ケーブルについては、回線の需要密度を勘案して算

定する。 

⑷ 局ごとに、架空メタルケーブル及び地下メタルケーブルの延

長km及び対kmのそれぞれの合計からデータ系サービス及び光Ｉ

Ｐ電話に係るものを控除したものを当該局の種別ごとのメタル

ＩＰ音声系架空メタルケーブル対km、メタルＩＰ音声系架空メ

タルケーブル延長km、メタルＩＰ音声系地下メタルケーブル対

km及びメタルＩＰ音声系地下メタルケーブル延長kmとする。 

２ き線設備として設置するメタルケーブルの設備量の算定 

⑴ 収容局からき線点までの間のき線設備の算定に当たっては、

需要の分布に合わせて適切なき線亘長kmを算定する。 

⑵ ⑴によりき線亘長kmを算定した後、伝送路ごとに次の組合せ

の中から設備管理運営費（減価償却費及び施設保全費の合計を

いう。以下この項において同じ。）が最も低くなるものを選択

する。ただし、ケーブルの荷重制限及び伝送路距離制限により

選択不可能なものを除く。 

ア 架空メタルケーブル及び架空光ケーブルを設置する。 

イ 架空光ケーブル及びき線点遠隔収容装置を設置する。 

ウ 地下メタルケーブル及び地下光ケーブルを設置する。 

エ 地下光ケーブル及びき線点遠隔収容装置を設置する。 

⑶ 局ごとケーブル地中化率に達するまで、架空ケーブルを地下

ケーブルに置き換える。置換えを行うケーブルは、収容局から

近いものであり、かつ、敷設条数が多いものを優先する。 

⑷ ⑶により、架空ケーブルから地下ケーブルに置き換えられた

ケーブルについては、当該区間をメタルケーブル又は光ケーブ

ルのいずれを使用する方が設備管理運営費がより低くなるかを

比較し、より安価なものを選択する。 

⑸ 伝送路の各区間において需要数を勘案して必要対数及び条数

を算定し、それらを用いてメタルケーブル延長km及び対kmを算

定する。 
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⑹ 局ごとに、架空メタルケーブル及び地下メタルケーブルの延

長km及び対kmのそれぞれの合計からデータ系サービス及び光Ｉ

Ｐ電話に係るものを控除したものを当該局の種別ごとのメタル

ＩＰ音声系架空メタルケーブル対km、メタルＩＰ音声系架空メ

タルケーブル延長km、メタルＩＰ音声系地下メタルケーブル対

km及びメタルＩＰ音声系地下メタルケーブル延長kmとする。 

３ 投資額の算定 

次の算定式により局ごとのメタルケーブル投資額を求め、全て

の局について当該投資額を合算し、メタルケーブル投資額を算定

する。この場合に使用する単価は、当該局が属する都道府県の値

とする。 

局ごと種別ごとメタルケーブル投資額 

＝当該種別メタルＩＰ音声系架空メタルケーブル対km×当該種

別架空メタルケーブル対km単価 

＋当該種別メタルＩＰ音声系架空メタルケーブル延長km×当該

種別架空メタルケーブル延長km単価 

＋当該種別メタルＩＰ音声系地下メタルケーブル対km×当該種

別地下メタルケーブル対km単価 

＋当該種別メタルＩＰ音声系地下メタルケーブル延長km×当該

種別地下メタルケーブル延長km単価 

加入系光ケーブル １ 配線設備に設置する光ケーブルの設備量の算定 

⑴ き線点から先の配線設備の算定に当たっては、あらかじめ準

備された配線パターンを適用し、配線光ケーブルの亘長kmを算

定する。ケーブルの心数及び条数は、回線需要数を勘案して算

定する。当該ケーブル心数及び条数を用いて、光ケーブルの延

長km及び心kmを算定する。 

⑵ 架空光ケーブル及び地下光ケーブルの延長kmは、収容局ごと

に与えられた配線地下比率により算定する。ただし、２⑶にお

いて全てのき線架空ケーブルを地中化しても局ごとケーブル地

中化率に達しない場合は、配線架空ケーブルの追加地中化処理

を行う。 

２ き線設備に設置する光ケーブルの設備量の算定 

⑴ 収容局からき線点までの間のき線設備の算定に当たっては、

需要の分布に合わせて適切なき線亘長kmを算定する。 

⑵ ⑴によりき線亘長kmを算定した後、伝送路ごとに次の組合せ

の中から設備管理運営費（減価償却費及び施設保全費の合計を

いう。以下この項において同じ。）が最も低くなるものを選択
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する。ただし、ケーブルの荷重制限及び伝送路距離制限により

選択不可能なものを除く。 

ア 架空メタルケーブル及び架空光ケーブルを設置する。 

イ 架空光ケーブル及びき線点遠隔収容装置を設置する。 

ウ 地下メタルケーブル及び地下光ケーブルを設置する。 

エ 地下光ケーブル及びき線点遠隔収容装置を設置する。 

⑶ 局ごとケーブル地中化率に達するまで、架空ケーブルを地下

ケーブルに置き換える。置換えを行うケーブルは、当該局から

近いものであり、かつ、敷設条数が多いものを優先する。 

⑷ ⑶により、架空ケーブルから地下ケーブルに置き換えられた

ケーブルについては、当該区間をメタルケーブル又は光ケーブ

ルのいずれを使用する方が設備管理運営費がより低くなるかを

比較し、より安価なものを選択する。 

⑸ 伝送路の各区間において需要数を勘案して必要心数及び条数

を算定し、それらを用いて光ケーブル延長km及び心kmを算定す

る。 

⑹ 局ごとに、架空光ケーブル及び地下光ケーブルの延長km及び

心kmのそれぞれの合計からデータ系サービス及び光ＩＰ電話に

係るものを控除したものを当該局の種別ごとのメタルＩＰ音声

系架空光ケーブル心km、メタルＩＰ音声系架空光ケーブル延長

km、メタルＩＰ音声系地下光ケーブル心km及びメタルＩＰ音声

系地下光ケーブル延長kmとする。 

３ 投資額の算定 

次の算定式により局ごとの光ケーブル投資額を求め、全ての局

について当該投資額を合算し、光ケーブル投資額を算定する。こ

の場合に使用する単価は、当該局が属する都道府県の値とする。 

局ごと光ケーブル投資額 

＝メタルＩＰ音声系加入系架空光ケーブル心km×加入系架空光

ケーブル心km単価 

＋メタルＩＰ音声系加入系架空光ケーブル延長km×（加入系架

空光ケーブル延長km単価＋加入系光ケーブル延長km災害対策

増分単価） 

＋メタルＩＰ音声系加入系地下光ケーブル心km×加入系地下光

ケーブル心km単価 

＋メタルＩＰ音声系加入系地下光ケーブル延長km×（加入系地

下光ケーブル延長km単価＋加入系光ケーブル延長km災害対策

増分単価） 
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中継系光ケーブル １ 設備量の算定 

⑴ 収容局ごとに、収容局とコア局間の伝送で経由する全てのル

ープについて、当該収容局のＣＷＤＭユニット数に冗長化した

ものにＣＷＤＭ１ユニット当たり心線数及び0.5を乗じた心線数

を算定する。 

⑵ コア局渡りごとに、コア局間の伝送で経由する全てのループ

について、コア局渡りＣＷＤＭユニット数にＣＷＤＭ１ユニッ

ト当たり心線数及び0.5を乗じた心線数を算定する。 

⑶ ループごとに、⑴及び⑵で算定した心線数を合計したものを

当該ループのＣＷＤＭ心線数とする。 

⑷ ループごとに、ＰＴＮリング数にＰＴＮ高速インタフェース

当たり心線数を乗じたものを当該ループのＰＴＮリング心線数

とする。 

⑸ ⑶のＣＷＤＭ心線数、⑷のＰＴＮリング心線数、中継ダーク

ファイバ分の心線数及び光予備心線数を合計したものを当該ル

ープの必要心線数とし、これを光ケーブル最大規格心線数で除

したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）を

光ケーブル条数とする。 

⑹ ⑸の光ケーブル条数から１を減じたものに光ケーブル最大規

格心線数を乗じ、これと⑸の必要心線数との差分である余り心

線数から選定される直近上位の規格心線数を加えたものを光ケ

ーブル心線数とする。 

⑺ ループごとに、⑸及び⑹で算定した光ケーブル心線数及び光

ケーブル条数にそれぞれループ延長kmを乗じたものを当該ルー

プの光ケーブル心km及び光ケーブル延長kmとする。 

⑻ ⑺の光ケーブル心km及び光ケーブル延長kmからそれぞれ離島

設備に係るものを控除し、中継線路架空比率により架空と地下

に割り当てたものを中継系架空光ケーブル心km、中継系架空光

ケーブル延長km、中継系地下光ケーブル心km及び中継系地下光

ケーブル延長kmとする。 

⑼ ループごとに、⑻の中継系架空光ケーブル心km、中継系架空

光ケーブル延長km、中継系地下光ケーブル心km及び中継系地下

光ケーブル延長kmからそれぞれデータ系サービス及び光ＩＰ電

話に係るもの（心数比及びＱｏＳ制御係数を加味した最繁時帯

域比により算定するものとする。）を控除したものを当該ルー

プのメタルＩＰ音声系中継系架空光ケーブル心km、メタルＩＰ

音声系中継系架空光ケーブル延長km、メタルＩＰ音声系中継系
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地下光ケーブル心km及びメタルＩＰ音声系中継系地下光ケーブ

ル延長kmとする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式によりループごと光ケーブル投資額を求め、全ての

ループについて当該投資額を合算し、光ケーブル投資額を算定す

る。 

ループごと光ケーブル投資額 

＝メタルＩＰ音声系中継系架空光ケーブル心km×中継系架空光

ケーブル心km単価 

＋メタルＩＰ音声系中継系架空光ケーブル延長km×中継系架空

光ケーブル延長km単価 

＋メタルＩＰ音声系中継系地下光ケーブル心km×中継系地下光

ケーブル心km単価 

＋メタルＩＰ音声系中継系地下光ケーブル延長km×中継系地下

光ケーブル延長km単価 

海底光ケーブル １ 設備量の算定 

⑴ 区間設備として海底光ケーブルが指定されている区間の里程

が海底中間中継伝送装置最大中継距離を超える場合には、当該

区間は有中継海底光ケーブルを使用する。当該区間における通

信量を勘案して算定した必要心線数を有中継海底光ケーブル最

大規格心線数で除したもの（１に満たない端数は、切り上げる

ものとする。）を有中継海底光ケーブル条数とし、これに有中

継海底光ケーブル最大規格心線数を乗じたものを有中継海底光

ケーブル心線数とする。 

⑵ ⑴の有中継海底光ケーブル心線数及び有中継海底光ケーブル

条数のそれぞれに区間距離を乗じたものを当該区間の有中継海

底光ケーブル心km及び有中継海底光ケーブル延長kmとする。 

⑶ 区間の里程が海底中間中継伝送装置最大中継距離以下の場合

には、当該区間は無中継海底光ケーブルを使用する。当該区間

における通信量を勘案して算定した必要心線数を無中継海底光

ケーブル最大規格心線数で除したもの（１に満たない端数は、

切り上げるものとする。）を無中継海底光ケーブル条数とする

。 

⑷ ⑶の無中継海底光ケーブル条数から１を減じたものに無中継

海底光ケーブル最大規格心線数を乗じ、これと⑶の必要心線数

との差分である無中継海底光ケーブル余り心線数から選定され

る直近上位の規格心線数を加えたものを無中継海底光ケーブル
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心線数とする。 

⑸ ⑶及び⑷で算定した無中継海底光ケーブル心線数及び無中継

海底光ケーブル条数のそれぞれに区間距離を乗じたものを当該

区間の無中継海底光ケーブル心km及び無中継海底光ケーブル延

長kmとする。 

⑹ ループごとに、⑵及び⑸で算定した有中継海底光ケーブル心

km、有中継海底光ケーブル延長km、無中継海底光ケーブル心km

及び無中継海底光ケーブル延長km（それぞれ当該ループが属す

る全ての区間について合計したもの。）からそれぞれデータ系

サービスに係るもの及び光ＩＰ電話に係るもの（心数比及びＱ

ｏＳ制御係数を加味した最繁時帯域比により算定するものとす

る。）を控除したものを当該ループのメタルＩＰ音声系有中継

海底光ケーブル心km、メタルＩＰ音声系有中継海底光ケーブル

延長km、メタルＩＰ音声系無中継海底光ケーブル心km及びメタ

ルＩＰ音声系無中継海底光ケーブル延長kmとする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式によりループごと海底光ケーブル投資額を求め、全

てのループについて当該投資額を合算し、海底光ケーブル投資額

を算定する。 

ループごと海底光ケーブル投資額 

＝メタルＩＰ音声系有中継海底光ケーブル心km×（有中継海底

光ケーブル心km当たり単価＋海底光ケーブル心km当たり漁業

補償費） 

＋メタルＩＰ音声系有中継海底光ケーブル延長km×有中継海底

光ケーブル延長km当たり単価 

＋メタルＩＰ音声系無中継海底光ケーブル心km×（無中継海底

光ケーブル心km当たり単価＋海底光ケーブル心km当たり漁業

補償費） 

＋メタルＩＰ音声系無中継海底光ケーブル延長km×無中継海底

光ケーブル延長km当たり単価 

海底中間中継伝送

装置 

１ 設備量の算定 

⑴ 区間設備として海底光ケーブルが指定されている区間で有中

継海底光ケーブルを使用する場合には、区間里程を海底中間中

継伝送装置最大中継距離で除したもの（１に満たない端数は、

切り捨てるものとする。）を区間中継数とし、これに有中継海

底光ケーブル条数を乗じたものを当該区間の海底中間中継伝送

装置数とする。 
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⑵ ループごとに、⑴の海底中間中継伝送装置数（当該ループが

属する全ての区間について合計したもの。）からデータ系サー

ビス及び光ＩＰ電話に係るもの（心数比及びＱｏＳ制御係数を

加味した最繁時帯域比により算定するものとする。）を控除し

たものを当該ループのメタルＩＰ音声系海底中間中継伝送装置

数とする。 

⑶ ⑴の場合の区間の両端の局に海底中間中継伝送装置用給電装

置を１ずつ設置し、これを当該局の海底中間中継伝送装置用給

電装置数とする。 

⑷ 局ごとに、⑶の海底中間中継伝送装置用給電装置数（当該局

が属する全てのループについて合計したもの。）からデータ系

サービス及び光ＩＰ電話に係るもの（ループごとに心数比及び

ＱｏＳ制御係数を加味した最繁時帯域比により算定するものと

する。）を控除したものを当該局のメタルＩＰ音声系海底中間

中継伝送装置用給電装置数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式によりループごと海底中間中継伝送装置投資額を求

め、全ての局について当該投資額を合算し、海底中間中継伝送装

置投資額を算定する。また、局ごと海底中間中継伝送装置用給電

装置投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、海底

中間中継伝送装置用給電装置投資額を算定する。 

ループごと海底中間中継伝送装置投資額 

＝メタルＩＰ音声系海底中間中継伝送装置数×海底中間中継伝

送装置単価 

局ごと海底中間中継伝送装置用給電装置投資額 

＝メタルＩＰ音声系海底中間中継伝送装置用給電装置数×海底

中間中継伝送装置用給電装置単価 

無線伝送装置 １ 設備量の算定 

⑴ 区間設備として無線伝送装置が指定されている区間の両端の

局ごとに、当該局間の通信量を勘案して求められた52Ｍパス数

を、変復調回線切替装置１ユニット当たり最大収容52Ｍパス数

で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。

）を変復調回線切替装置ユニット数、無線送受信装置１ユニッ

ト当たり最大収容52Ｍパス数で除したもの（１に満たない端数

は、切り上げるものとする。）を無線送受信装置ユニット数と

する。 

⑵ 局ごとに、⑴の変復調回線切替装置ユニット数（それぞれ当
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該局が属する全てのループについて合計したもの。）を変復調

回線切替装置架当たりユニット数で除したもの（１に満たない

端数は、切り上げるものとする。）を変復調回線切替装置架数

とし、⑴の無線送受信装置ユニット数（それぞれ当該局が属す

る全てのループについて合計したもの。）を無線送受信装置架

当たりユニット数で除したもの（１に満たない端数は、切り上

げるものとする。）を無線送受信装置架数とする。 

⑶ 局ごとに、⑴及び⑵で算定した変復調回線切替装置ユニット

数、変復調回線切替装置架数、無線送受信装置ユニット数及び

無線送受信装置架数からそれぞれデータ系サービス及び光ＩＰ

電話に係るもの（ループごとにＱｏＳ制御係数を加味した最繁

時帯域比により算定するものとする。）を控除したものを当該

局のメタルＩＰ音声系変復調回線切替装置ユニット数、メタル

ＩＰ音声系変復調回線切替装置架数、メタルＩＰ音声系無線送

受信装置ユニット数及びメタルＩＰ音声系無線送受信装置架数

とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと無線伝送装置投資額を求め、全ての局

について当該投資額を合算し、無線伝送装置投資額を算定する。 

局ごと無線伝送装置投資額 

＝メタルＩＰ音声系変復調回線切替装置ユニット数×変復調回

線切替装置ユニット単価 

＋メタルＩＰ音声系変復調回線切替装置架数×変復調回線切替

装置架・共通部単価 

＋メタルＩＰ音声系無線送受信装置ユニット数×無線送受信装

置ユニット単価 

＋メタルＩＰ音声系無線送受信装置架数×無線送受信装置架・

共通部単価 

インタフェース変

換装置 

１ 設備量の算定 

⑴ 区間設備として無線伝送装置又は通信衛星設備が指定されて

いる区間の両端の局ごとに、当該局間の通信量を勘案して求め

られた52Ｍパス数をインタフェース変換装置ポート収容率で除

したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）を

インタフェース変換装置インタフェース数とする。 

⑵ ⑴のインタフェース変換装置インタフェース数をインタフェ

ース変換装置１ユニット当たり最大収容インタフェース数で除

したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）を
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インタフェース変換装置ユニット数とする。 

⑶ 局ごとに、⑴及び⑵で算定したインタフェース変換装置イン

タフェース数及びインタフェース変換装置ユニット数（それぞ

れ当該局が属する全てのループについて合計したもの。）から

それぞれデータ系サービス及び光ＩＰ電話に係るもの（ループ

ごとにＱｏＳ制御係数を加味した最繁時帯域比により算定する

ものとする。）を控除したものを当該局のメタルＩＰ音声系イ

ンタフェース変換装置ユニット数及びメタルＩＰ音声系インタ

フェース変換装置インタフェース数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごとインタフェース変換装置投資額を求め

、全ての局について当該投資額を合算し、インタフェース変換装

置投資額を算定する。 

局ごとインタフェース変換装置投資額 

＝メタルＩＰ音声系インタフェース変換装置ユニット数×イン

タフェース変換装置ユニット単価 

＋メタルＩＰ音声系インタフェース変換装置インタフェース数

×インタフェース変換装置インタフェースポート単価 

無線アンテナ １ 設備量の算定 

⑴ 区間設備として無線伝送装置が指定されている区間の両端の

局ごとに、無線伝送装置が指定されている経路数の合計に１経

路当たりアンテナ数を乗じたものを当該局の無線アンテナ数と

する。 

⑵ 局ごとに、⑴の無線アンテナ数（当該局が属する全てのルー

プについて合計したもの。）からデータ系サービス及び光ＩＰ

電話に係るもの（ループごとにＱｏＳ制御係数を加味した最繁

時帯域比により算定するものとする。）を控除したものを当該

局のメタルＩＰ音声系無線アンテナ数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと無線アンテナ投資額を求め、全ての局

について当該投資額を合算し、無線アンテナ投資額を算定する。 

局ごと無線アンテナ投資額＝メタルＩＰ音声系無線アンテナ数

×アンテナ単価 

無線鉄塔 １ 設備量の算定 

⑴ 区間設備として無線伝送装置が指定されている区間の両端の

局ごとに、無線アンテナ数（当該局が属する全てのループにつ

いて合計したもの。）を最大アンテナ搭載数で除したもの（１
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に満たない端数は、切り上げるものとする。）を当該局が無線

単独局に該当する場合は当該局の地上設置用鉄塔数とし、当該

局が無線併設局に該当する場合は当該局の屋上設置用鉄塔数と

する。 

⑵ ⑴の地上設置用無線鉄塔数及び屋上設置用無線鉄塔数からそ

れぞれデータ系サービス及び光ＩＰ電話に係るもの（ループご

とにＱｏＳ制御係数を加味した最繁時帯域比により算定するも

のとする。）を控除したものを当該局のメタルＩＰ音声系地上

設置用無線鉄塔数及びメタルＩＰ音声系屋上設置用無線鉄塔数

とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと無線鉄塔投資額を求め、全ての局につ

いて当該投資額を合算し、無線鉄塔投資額を算定する。 

局ごと無線鉄塔投資額 

＝メタルＩＰ音声系地上設置用無線鉄塔数×地上設置用鉄塔単

価 

＋メタルＩＰ音声系屋上設置用無線鉄塔数×屋上設置用鉄塔単

価 

衛星通信設備 １ 設備量の算定 

⑴ 区間設備として衛星通信設備が指定されている区間の両端の

局ごとに、当該局間の通信量を勘案して求められた52Ｍパス数

にチャネル切上単位（52Ｍ）を乗じたものを地球局必要回線数

とする。 

⑵ ⑴の地球局必要回線数を、１トランスポンダ当たり最大接続

可能回線数で除したものを必要トランスポンダ数、時分割多元

接続装置（この項において「ＴＤＭＡ装置」という。）架当た

り最大収容回線数で除したもの（１に満たない端数は、切り上

げるものとする。）をＴＤＭＡ装置架数、衛星送受信装置架当

たり最大収容回線数で除したもの（１に満たない端数は、切り

上げるものとする。）を衛星送受信装置架数とする。 

⑶ 地球局１局ごとに衛星アンテナ数は１組とし、本土側地球局

１局ごとに衛星回線制御装置架数は１組とする。 

⑷ 局ごとに、⑴から⑶までにより求めた必要トランスポンダ数

、ＴＤＭＡ装置架数、衛星送受信装置架数、衛星アンテナ数及

び衛星回線制御装置架数（それぞれ当該局が属する全てのルー

プについて合計したもの。）からそれぞれデータ系サービス及

び光ＩＰ電話に係るもの（ループごとにＱｏＳ制御係数を加味
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した最繁時帯域比により算定するものとする。）を控除したも

のを当該局のメタルＩＰ音声系トランスポンダ数、メタルＩＰ

音声系ＴＤＭＡ装置架数、メタルＩＰ音声系衛星送受信装置架

数、メタルＩＰ音声系衛星アンテナ数及びメタルＩＰ音声系衛

星回線制御装置架数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと衛星通信設備投資額を求め、全ての局

について当該投資額を合算し、衛星通信設備投資額を算定する。 

局ごと衛星通信設備投資額 

＝メタルＩＰ音声系トランスポンダ数×トランスポンダ単価 

＋メタルＩＰ音声系ＴＤＭＡ装置架数×ＴＤＭＡ装置架単価 

＋メタルＩＰ音声系衛星送受信装置架数×衛星送受信装置架単

価 

＋メタルＩＰ音声系衛星アンテナ数×衛星アンテナ単価 

＋メタルＩＰ音声系衛星回線制御装置架数×衛星回線制御装置

架単価 

加入系電柱 １ 設備量の算定 

局ごとに、架空メタルケーブル及び架空光ケーブルの敷設区間

里程の総和を加入系電柱間隔で除したものを当該局の加入系電柱

本数とし、データ系サービス及び光ＩＰ電話に係るものを控除し

たものを当該局のメタルＩＰ音声系加入系電柱本数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと加入系電柱投資額を求め、全ての局に

ついて当該投資額を合算し、加入系電柱投資額を算定する。 

局ごと加入系電柱投資額＝メタルＩＰ音声系加入系電柱本数×

電柱単価×電柱共架率 

中継系電柱 １ 設備量の算定 

ループごとに、中継系管路亘長km（離島設備の適用区間を除く

。）に中継線路架空比率を乗じて中継系電柱間隔で除したもの（

１に満たない端数は、切り捨てるものとする。）を当該ループの

中継系電柱本数とし、データ系サービス及び光ＩＰ電話に係るも

の（心数比及びＱｏＳ制御係数を加味した最繁時帯域比により算

定するものとする。）を控除したものを当該ループのメタルＩＰ

音声系中継系電柱本数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式によりループごと中継系電柱投資額を求め、全ての

ループについて当該投資額を合算し、中継系電柱投資額を算定す
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る。 

ループごと中継系電柱投資額＝メタルＩＰ音声系中継系電柱本

数×電柱単価 

加入系管路 １ 設備量の算定 

⑴ 局ごとに、地下メタルケーブル及び地下光ケーブルの敷設区

間里程の合計を当該局の加入系管路亘長kmとする。 

⑵ ⑴の敷設区間ごとに、敷設する地下メタルケーブル及び地下

光ケーブルの設備量及び多条敷設の可否を勘案して、管路の敷

設条数及びインナーパイプの敷設条数を算定する。地下メタル

ケーブル及び地下光ケーブルの敷設区間ごとに、それぞれ当該

敷設区間の里程に管路の敷設条数及びインナーパイプの敷設条

数を乗じたものを当該敷設区間の加入系管路条km及びインナー

パイプ延長kmとし、これらを局ごとにそれぞれ合計したものを

当該局の加入系管路条km及びインナーパイプ延長kmとする。 

⑶ 局ごとに、加入系管路条km及び加入系管路亘長kmから、中口

径管路、共同溝、とう道、電線共同溝、自治体管路及び情報ボ

ックスを適用した区間を控除する。 

⑷ ⑶の加入系管路条km、加入系管路亘長km及び⑵のインナーパ

イプ延長kmからそれぞれデータ系サービス及び光ＩＰ電話に係

るもの（メタル回線及び光回線のそれぞれの回線数比により算

定するものとする。）を控除したものを当該局のメタルＩＰ音

声系加入系管路条km、メタルＩＰ音声系加入系管路亘長km及び

メタルＩＰ音声系インナーパイプ延長kmとする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと加入系管路投資額を求め、全ての局に

ついて当該投資額を合算し、加入系管路投資額を算定する。この

場合に使用する単価は、当該局が属する都道府県の値とする。 

局ごと加入系管路投資額 

＝メタルＩＰ音声系加入系管路条km×（加入系管路条km当たり

単価＋管路条km当たり災害対策増分単価） 

＋メタルＩＰ音声系加入系管路亘長km×加入系管路亘長km当た

り単価 

＋メタルＩＰ音声系インナーパイプ延長km×インナーパイプ延

長km当たり単価 

中継系管路 １ 設備量の算定 

⑴ ループごとに、ループ延長km（離島設備及び架空設備の適用

区間を除く。）を中継系管路亘長kmとする。 
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⑵ 光ケーブル条数を中継管路当たり最大ケーブル条数で除した

もの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）を管路

条数とし、これに中継系管路亘長kmを乗じたものを中継系管路

条kmとする。 

⑶ ⑴及び⑵で算定した中継系管路条km及び中継系管路亘長kmか

らそれぞれ中口径管路、共同溝、とう道の適用区間を控除し、

データ系サービス及び光ＩＰ電話に係るもの（心数比及びＱｏ

Ｓ制御係数を加味した最繁時帯域比により算定するものとする

。）を控除したものを当該ループのメタルＩＰ音声系中継系管

路条km及びメタルＩＰ音声系中継系管路亘長kmとする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式によりループごと中継系管路投資額を求め、全ての

局について当該投資額を合算し、中継系管路投資額を算定する。

この場合に使用する単価は、当該ループが属する都道府県の値と

する。 

ループごと中継系管路投資額 

＝メタルＩＰ音声系中継系管路条km×（中継系管路条km当たり

単価＋管路条km当たり災害対策増分単価） 

＋メタルＩＰ音声系中継系管路亘長km×中継系管路亘長km当た

り単価 

加入系中口径管路 １ 設備量の算定 

⑴ 端末系伝送路のうち、き線部分の管路亘長kmにき線中口径管

路適用率を乗じたものをき線中口径管路亘長kmとする。 

⑵ 端末系伝送路のき線部分に中口径管路、共同溝及びとう道を

適用した後、管路条数が中口径管路適用管路数を超える区間が

残っている場合には、中口径管路を追加適用する。 

⑶ 局ごとに、中口径管路亘長kmに加入系管路条数比率を乗じた

ものからデータ系サービス及び光ＩＰ電話に係るもの（メタル

回線及び光回線のそれぞれの回線数比により算定するものとす

る。）を控除したものを当該局のメタルＩＰ音声系加入系中口

径管路亘長kmとする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと加入系中口径管路投資額を求め、全て

の局について当該投資額を合算し、加入系中口径管路投資額を算

定する。 

局ごと加入系中口径管路投資額 

＝メタルＩＰ音声系加入系中口径管路亘長km×中口径管路亘長
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km当たり単価 

中継系中口径管路 １ 設備量の算定 

⑴ 局ごとに算定した中口径管路亘長kmを管路条数比率により当

該局が属する各ループに案分したものを局ごと及びループごと

中口径管路亘長kmとする。 

⑵ ループごとに、⑴の局ごと及びループごと中口径管路亘長km

に中継系管路条数比率を乗じたものを当該ループに属する全て

の局について合計し、データ系サービス及び光ＩＰ電話に係る

もの（心数比及びＱｏＳ制御係数を加味した最繁時帯域比によ

り算定するものとする。）を控除したものを当該ループのメタ

ルＩＰ音声系中継系中口径管路亘長kmとする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式によりループごと中継系中口径管路投資額を求め、

全てのループについて当該投資額を合算し、中継系中口径管路投

資額を算定する。 

ループごと中継系中口径管路投資額 

＝メタルＩＰ音声系中継系中口径管路亘長km×中口径管路亘長

km当たり単価 

加入系共同溝 １ 設備量の算定 

⑴ 端末系伝送路のうち、き線部分の管路亘長kmにき線共同溝適

用率を乗じたものをき線共同溝亘長kmとする。 

⑵ 局ごとに、共同溝亘長kmに加入系管路条数比率を乗じたもの

からデータ系サービス及び光ＩＰ電話に係るもの（メタル回線

及び光回線のそれぞれの回線数比により算定するものとする。

）を控除したものを当該局のメタルＩＰ音声系加入系共同溝亘

長kmとする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと加入系共同溝投資額を求め、全ての局

について当該投資額を合算し、加入系共同溝投資額を算定する。 

局ごと加入系共同溝投資額 

＝メタルＩＰ音声系加入系共同溝亘長km×共同溝亘長km当たり

単価 

中継系共同溝 １ 設備量の算定 

⑴ 局ごとに算定した共同溝亘長kmを、管路条数比率により当該

局が属する各ループに案分したものを局ごと及びループごと共

同溝亘長kmとする。 

⑵ ループごとに、⑴の局ごと及びループごと共同溝亘長kmに中
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継系管路条数比率を乗じたものを当該ループに属する全ての局

について合計し、データ系サービス及び光ＩＰ電話に係るもの

（心数比及びＱｏＳ制御係数を加味した最繁時帯域比により算

定するものとする。）を控除したものを当該ループのメタルＩ

Ｐ音声系中継系共同溝亘長kmとする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式によりループごと中継系共同溝投資額を求め、全て

のループについて当該投資額を合算し、中継系共同溝投資額を算

定する。 

ループごと中継系共同溝投資額 

＝メタルＩＰ音声系中継系共同溝亘長km×共同溝亘長km当たり

単価 

加入系とう道 １ 設備量の算定 

⑴ 端末系伝送路のうち、き線部分の管路亘長kmにき線とう道適

用率を乗じたものをき線とう道亘長kmとする。 

⑵ 局ごとに、とう道亘長kmに加入系管路条数比率を乗じたもの

からデータ系サービス及び光ＩＰ電話に係るもの（メタル回線

及び光回線のそれぞれの回線数比により算定するものとする。

）を控除したものを当該局のメタルＩＰ音声系加入系とう道亘

長kmとする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと加入系とう道投資額を求め、全ての局

について当該投資額を合算し、加入系とう道投資額を算定する。 

局ごと加入系とう道投資額 

＝メタルＩＰ音声系加入系とう道亘長km×（とう道亘長km当た

り単価＋とう道亘長km当たり災害対策増分単価） 

中継系とう道 １ 設備量の算定 

⑴ 局ごとに算定したとう道亘長kmを、管路条数比率により当該

局が属する各ループに案分したものを局ごと及びループごとと

う道亘長kmとする。 

⑵ ループごとに、⑴の局ごとループごととう道亘長kmに中継系

管路条数比率を乗じたものを当該ループに属する全ての局につ

いて合計し、データ系サービス及び光ＩＰ電話に係るもの（心

数比及びＱｏＳ制御係数を加味した最繁時帯域比により算定す

るものとする。）を控除したものを当該ループのメタルＩＰ音

声系中継系とう道亘長kmとする。 

２ 投資額の算定 
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次の算定式によりループごと中継系とう道投資額を求め、全て

のループについて当該投資額を合算し、中継系とう道投資額を算

定する。 

ループごと中継系とう道投資額 

＝メタルＩＰ音声系中継系とう道亘長km×（とう道亘長km当た

り単価＋とう道亘長km当たり災害対策増分単価） 

電線共同溝 １ 設備量の算定 

⑴ 端末系伝送路のうち、き線部分の管路条kmにき線電線共同溝

適用率を乗じたものをき線電線共同溝延長kmとする。 

⑵ 端末系伝送路のうち、配線部分の管路条kmに配線電線共同溝

適用率を乗じたものを配線電線共同溝延長kmとする。 

⑶ 局ごとに、⑴及び⑵で算定したき線電線共同溝延長km及び配

線電線共同溝延長kmの合計を当該局の電線共同溝延長kmとし、

データ系サービス及び光ＩＰ電話に係るもの（メタル回線及び

光回線のそれぞれの回線数比により算定するものとする。）を

控除したものを当該局のメタルＩＰ音声系電線共同溝延長kmと

する。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと電線共同溝投資額を求め、全ての局に

ついて当該投資額を合算し、電線共同溝投資額を算定する。 

局ごと電線共同溝投資額 

＝メタルＩＰ音声系電線共同溝延長km×電線共同溝延長km当た

り単価 

自治体管路 １ 設備量の算定 

⑴ 端末系伝送路のうち、き線部分の管路条kmにき線自治体管路

適用率を乗じたものをき線自治体管路延長kmとする。 

⑵ 端末系伝送路のうち、配線部分の管路条kmに配線自治体管路

適用率を乗じたものを配線自治体管路延長kmとする。 

⑶ 局ごとに、⑴及び⑵で算定したき線自治体管路延長km及び配

線自治体管路延長kmの合計を当該局の自治体管路延長kmとし、

データ系サービス及び光ＩＰ電話に係るもの（メタル回線及び

光回線のそれぞれの回線数比により算定するものとする。）を

控除したものを当該局のメタルＩＰ音声系自治体管路延長kmと

する。 

２ 投資額の算定 

自治体管路は、自治体の資産であり、投資額は算定しない。 

情報ボックス １ 設備量の算定 
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⑴ 端末系伝送路のうち、き線部分の管路条kmにき線情報ボック

ス適用率を乗じたものをき線情報ボックス延長kmとする。 

⑵ 端末系伝送路のうち、配線部分の管路条kmに配線情報ボック

ス適用率を乗じたものを配線情報ボックス延長kmとする。 

⑶ 局ごとに、⑴及び⑵で算定したき線情報ボックス延長km及び

配線情報ボックス延長kmの合計を当該局の情報ボックス延長km

とし、データ系サービス及び光ＩＰ電話に係るもの（メタル回

線及び光回線のそれぞれの回線数比により算定するものとする

。）を控除したものを当該局のメタルＩＰ音声系情報ボックス

延長kmとする。 

２ 投資額の算定 

情報ボックスは、国の資産であり、投資額は算定しない。 

空調設備 １ ＲＴ―ＢＯＸ（収容局（メタル回線収容装置架数及びＦＴＴＨ

架数（ＯＬＴ及び光信号分離装置を設置する架の数をいう。）の

合計が３以下で、かつ、共用架数が１以下のものに限る。）又は

陸揚局の場合の局舎種別をいう。以下同じ。）に設置する場合の

設備量の算定 

空調設備は、ＲＴ－ＢＯＸの局舎と一体のものとし、別途設備

量の算定は行わない。 

２ ＲＴ－ＢＯＸ以外の局に設置する場合の設備量の算定 

⑴ 局ごと及び空調区画ごとに設置される設備の電力容量の合計

に発熱量換算係数を乗じ、空調設備の１台当たりの能力で除し

た値（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）に空調

設備予備台数を加えたものを空調設備台数とする。この場合に

おいて、投資額が最低となるように空調設備の種別（空調設備

（大）又は空調設備（小））を選択する。 

⑵ 空調区画及び空調設備の種別ごとに、⑴の空調設備台数から

データ系サービス及び光ＩＰ電話に係るもの（電力容量比によ

り算定するものとする。）を控除し、全ての空調区画について

合計したものを当該局の種別ごとメタルＩＰ音声系空調設備台

数とする。 

３ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと空調設備投資額を求め、全ての局につ

いて当該投資額を合算し、空調設備投資額を算定する。 

局ごと空調設備投資額 

＝メタルＩＰ音声系空調設備（大）台数×空調設備（大）１台

当たり単価 
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＋メタルＩＰ音声系空調設備（小）台数×空調設備（小）１台

当たり単価 

電力設備（整流装

置） 

１ 設備量の算定 

⑴ 大規模局（相互接続局、コア局及び収容局（緊急通報受付台

又はオペレーション設備を設置するものに限る。）をいう。以

下同じ。）及び整流装置区画ごとに、所要電流値の合計を整流

装置１系統当たり最大電流で除したもの（１に満たない端数は

、切り上げるものとする。）を整流装置系統数とする。 

⑵ ⑴の所要電流値の合計を整流装置系統数及び整流器１ユニッ

ト当たり最大電流値で除したもの（１に満たない端数は、切り

上げるものとする。）に整流器予備ユニット数を加えたものを

整流装置１系統当たり整流器ユニット数とする。 

⑶ ⑵の整流装置１系統当たり整流器ユニット数から整流装置基

本部収容可能整流装置数を減じ、整流装置増設架収容可能整流

器数で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとす

る。）を整流装置１系統当たり増設架数とする。 

⑷ ⑴の整流装置系統数を整流装置基本部数とし、⑵及び⑶で算

定した整流装置１系統当たり増設架数及び整流装置１系統当た

り整流器ユニット数のそれぞれに整流装置系統数を乗じたもの

を整流装置増設架数及び整流器ユニット数とする。 

⑸ ⑷の整流装置基本部数、整流装置増設架数及び整流器ユニッ

ト数からそれぞれデータ系サービス及び光ＩＰ電話に係るもの

（電流比により算定するものとする。）を控除し、全ての整流

装置区画について合計したものを当該局のメタルＩＰ音声系整

流装置基本部数、メタルＩＰ音声系整流装置増設架数及びメタ

ルＩＰ音声系整流器ユニット数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと整流装置投資額を求め、全ての局につ

いて当該投資額を合算し、整流装置投資額を算定する。 

局ごと整流装置投資額 

＝メタルＩＰ音声系整流装置基本部数×整流装置基本部単価 

＋メタルＩＰ音声系整流装置増設架数×整流装置増設架単価 

＋メタルＩＰ音声系整流器ユニット数×整流器ユニット単価 

電力設備（直流変

換電源装置） 

１ 設備量の算定 

⑴ 大規模局ごとに、消防警察トランク数に警察消防用回線１回

線当たりの消費電流を乗じたもの及び警察消防用回線共通部の

電流の合計を当該局の警察消防用回線所要電流値とする。 
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⑵ ⑴の警察消防用回線所要電流値を直流変換電源装置１架当た

り最大電流で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるも

のとする。）を当該局の直流変換電源装置架数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと直流変換電源装置投資額を求め、全て

の局について当該投資額を合算し、直流変換電源装置投資額を算

定する。 

局ごと直流変換電源装置投資額 

＝直流変換電源装置架数×直流変換電源装置架当たり単価 

電力設備（交流無

停電電源装置） 

１ 設備量の算定 

⑴ 大規模局ごとに、当該局に設置される交流100Ｖを要する設備

の交流100Ｖ所要電力の合計を交流100Ｖ総所要電力とし、これ

を交流無停電電源装置（100Ｖ用最大規格）の規定容量で除した

もの（１に満たない端数は、切り捨てるものとする。）を当該

局の交流無停電電源装置（100Ｖ用最大規格）台数とする。また

、それによって生じた交流100Ｖ総所要電力の余りから交流無停

電電源装置（100Ｖ用直近上位規格）を選定し、当該交流無停電

電源装置（100Ｖ用直近上位規格）の台数を１とする。 

⑵ 大規模局ごとに、当該局に設置される交流200Ｖを要する設備

の交流200Ｖ所要電力の合計を交流200Ｖ総所要電力とし、これ

を交流無停電電源装置（200Ｖ用最大規格）の規定容量で除した

もの（１に満たない端数は、切り捨てるものとする。）を当該

局の交流無停電電源装置（200Ｖ用最大規格）台数とする。また

、それによって生じた交流200Ｖ総所要電力の余りから交流無停

電電源装置（200Ｖ用直近上位規格）を選定し、当該交流無停電

電源装置（200Ｖ用直近上位規格）の台数を１とする。 

⑶ ⑴及び⑵で算定した規格ごとの交流無停電電源装置（100Ｖ）

台数及び規格ごとの交流無停電電源装置（200Ｖ）台数からそれ

ぞれデータ系サービス及び光ＩＰ電話に係るもの（当該局の電

力容量比により算定するものとする。）を控除したものを当該

局の規格ごとメタルＩＰ音声系交流無停電電源装置（100Ｖ）台

数及び規格ごとメタルＩＰ音声系交流無停電電源装置（200Ｖ）

台数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごとに規格ごと交流無停電電源装置投資額

（100Ｖ）及び規格ごと交流無停電電源装置（200Ｖ）投資額を求

め、全ての局について当該投資額を合算し、交流無停電電源装置
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投資額を算定する。 

規格ごと交流無停電電源装置（100Ｖ）投資額 

＝当該規格メタルＩＰ音声系交流無停電電源装置（100Ｖ）台数

×当該規格交流無停電電源装置（100Ｖ）単価 

  規格ごと交流無停電電源装置（200Ｖ）投資額 

＝当該規格メタルＩＰ音声系交流無停電電源装置（200Ｖ）台数

×当該規格交流無停電電源装置（200Ｖ）単価 

電力設備（蓄電池

） 

１ 大規模局に設置する場合の設備量の算定 

⑴ 局ごとに、当該局に設置される整流装置の所要電流値の合計

に大規模局整流装置用蓄電池容量算出係数を乗じたものを当該

局の整流装置用蓄電池容量とし、これを整流装置用蓄電池（最

大規格）の規定容量で除したもの（１に満たない端数は、切り

捨てるものとする。）を当該局の整流装置用蓄電池（最大規格

）組数とする。また、それによって生じた整流装置用蓄電池容

量の余りから整流装置用蓄電池（直近上位規格）を選定し、当

該整流装置用蓄電池（直近上位規格）の組数を１とする。 

⑵ 局ごとに、当該局に設置される交流無停電電源装置（100Ｖ）

の所要電流値の合計に大規模局整流装置用蓄電池容量算出係数

を乗じたものを当該局の交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池

容量とし、これを交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池（最大

規格）の規定容量で除したもの（１に満たない端数は、切り捨

てるものとする。）を当該局の交流無停電電源装置（100Ｖ）用

蓄電池（最大規格）組数とする。また、それによって生じた交

流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池容量の余りから交流無停電

電源装置（100Ｖ）用蓄電池（直近上位規格）を選定し、当該局

の交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池（直近上位規格）の組

数を１とする。 

⑶ 局ごとに、当該局に設置される交流無停電電源装置（200Ｖ）

の所要電流値の合計に大規模局整流装置用蓄電池容量算出係数

を乗じたものを当該局の交流無停電電源装置（200Ｖ）用蓄電池

容量とし、これを交流無停電電源装置（200Ｖ）用蓄電池（最大

規格）の規定容量で除したもの（１に満たない端数は、切り捨

てるものとする。）を当該局の交流無停電電源装置（200Ｖ）用

蓄電池（最大規格）組数とする。また、それによって生じた交

流無停電電源装置（200Ｖ）用蓄電池容量の余りから交流無停電

電源装置（200Ｖ）用蓄電池（直近上位規格）を選定し、当該局

の交流無停電電源装置（200Ｖ）用蓄電池（直近上位規格）の組
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数を１とする。 

⑷ ⑴から⑶までで算定した規格ごとの整流装置用蓄電池組数、

交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池組数及び交流無停電電源

装置（200Ｖ）用蓄電池組数からそれぞれデータ系サービス及び

光ＩＰ電話に係るもの（当該局の電力容量比により算定するも

のとする。）を控除したものを当該局の規格ごとメタルＩＰ音

声系整流装置用蓄電池組数、規格ごとメタルＩＰ音声系交流無

停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池組数及び規格ごとメタルＩＰ音

声系交流無停電電源装置（200Ｖ）用蓄電池組数とする。 

２ 小規模局（大規模局以外の局をいう。以下同じ。）に設置する

場合の設備量の算定 

⑴ 局ごとに、当該局に設置される小規模局用電源装置の所要電

流値の合計に小規模局用電源装置用蓄電池容量算出係数を乗じ

たものを当該局の小規模局用電源装置用蓄電池容量とし、これ

を整流装置用蓄電池（最大規格）の規定容量で除したもの（１

に満たない端数は、切り捨てるものとする。）を当該局の小規

模局用電源装置用蓄電池（最大規格）組数とする。また、それ

によって生じた小規模局用電源装置用蓄電池容量の余りから小

規模局用電源装置用蓄電池（直近上位規格）を選定し、当該小

規模局用電源装置用蓄電池（直近上位規格）の組数を１とする

。 

⑵ ⑴で算定した規格ごとの小規模局用電源装置用蓄電池組数か

らデータ系サービス及び光ＩＰ電話に係るもの（当該局の電流

比により算定するものとする。）を控除したものを当該局の規

格ごとメタルＩＰ音声系小規模局用電源装置用蓄電池組数とす

る。 

３ 投資額の算定 

次の算定式により局ごとに規格ごと整流装置用蓄電池投資額、

規格ごと交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池投資額、規格ごと

交流無停電電源装置（200Ｖ）用蓄電池投資額及び規格ごと小規模

局用電源装置用蓄電池投資額を求め、全ての局について当該投資

額を合算し、蓄電池投資額を算定する。 

規格ごと整流装置用蓄電池投資額 

＝当該規格メタルＩＰ音声系整流装置用蓄電池組数×当該規格

整流装置用蓄電池単価 

  規格ごと交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池投資額 

  ＝当該規格メタルＩＰ音声系交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄
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電池組数×当該規格交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池単

価 

  規格ごと交流無停電電源装置（200Ｖ）用蓄電池投資額 

  ＝当該規格メタルＩＰ音声系交流無停電電源装置（200Ｖ）用蓄

電池組数×当該規格交流無停電電源装置（200Ｖ）用蓄電池単

価 

規格ごと小規模局用電源装置用蓄電池投資額 

  ＝当該規格メタルＩＰ音声系小規模局用電源装置用蓄電池組数

×当該規格小規模局用電源装置用蓄電池単価 

電力設備（受電装

置） 

１ 設備量の算定 

⑴ 大規模局ごとに、当該局に設置される整流装置を要する設備

の所要電流値の合計に整流装置電圧を乗じ、整流装置総合効率

で除したものを整流装置受電容量とする。 

⑵ 大規模局ごとに、当該局に設置される交流無停電電源装置（

100Ｖ）を要する設備の所要電力容量及び交流無停電電源装置（

200Ｖ）を要する設備の所要電力容量の合計を交流無停電電源装

置総合効率で除したものを交流無停電電源装置電力容量とする

。 

⑶ 大規模局ごとに、当該局の種別ごと空調設備台数に当該種別

ごとの空調設備１台当たり電力容量を乗じたものを全ての種別

について合計したものを空調設備電力容量とする。 

⑷ ⑴から⑶までにより求めた電力容量の合計を当該局の受電装

置所要容量とし、これを受電装置（最大規格）の規定容量で除

したもの（１に満たない端数は、切り捨てるものとする。）を

当該局の受電装置（最大規格）台数とする。また、それによっ

て生じた受電装置所要容量の余りから受電装置（直近上位規格

）を選定し、当該受電装置（直近上位規格）の台数を１とする

。 

⑸ ⑴から⑷までにおいて、メタルＩＰ電話相当分の所要電力容

量により算定した受電装置所要容量を当該局のメタルＩＰ音声

系受電装置所要容量とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと受電装置投資額を求め、全ての局につ

いて当該投資額を合算し、受電装置投資額を算定する。 

局ごと受電装置投資額 

＝メタルＩＰ音声系受電装置所要容量×受電装置単位容量当た

り単価 
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電力設備（発電装

置） 

１ 設備量の算定 

⑴ 大規模局ごとに、当該局に設置される整流装置の整流器ユニ

ット数の合計に整流器１ユニット当たり最大電流及び整流装置

電圧を乗じ、整流装置総合効率で除したものを整流装置発電容

量とする。 

⑵ 大規模局ごとに、当該局に設置される交流無停電電源装置（

100Ｖ）を要する設備の所要電力容量及び交流無停電電源装置（

200Ｖ）を要する設備の所要電力容量の合計を交流無停電電源装

置総合効率で除したものを交流無停電電源装置電力容量とする

。 

⑶ 大規模局ごとに、当該局の種別ごと空調設備台数に当該種別

ごとの空調設備１台当たり電力容量を乗じたものを全ての種別

について合計したものを空調設備電力容量とする。 

⑷ ⑴から⑶までにより求めた電力容量の合計を当該局の発電装

置所要容量とし、これを発電装置（最大規格）の規定容量で除

したもの（１に満たない端数は、切り捨てるものとする。）を

当該局の発電装置（最大規格）台数とする。また、それによっ

て生じた発電装置所要容量の余りから発電装置（直近上位規格

）台数を選定し、当該発電装置（直近上位規格）の台数を１と

する。 

⑸ ⑴から⑷までにおいて、メタルＩＰ電話相当分のユニット数

及び所要電力容量により算定した発電装置所要容量を当該局の

メタルＩＰ音声系発電装置所要容量とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと発電装置投資額を求め、全ての局につ

いて当該投資額を合算し、発電装置投資額を算定する。 

局ごと発電装置投資額 

＝メタルＩＰ音声系発電装置所要容量×（発電装置単位容量当

たり単価＋発電装置単位容量当たり停電対策増分単価） 

電力設備（小規模

局用電源装置） 

１ ＲＴ―ＢＯＸ以外の小規模局に設置する場合の設備量の算定 

局ごとに、当該局に設置される設備の所要電流値の合計を小規

模局用電源装置（ＲＴ―ＢＯＸ以外の小規模局用）の１台当たり

最大電流で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものと

する。）を当該局の小規模局用電源装置（ＲＴ―ＢＯＸ以外の小

規模局用）台数とし、データ系サービス及び光ＩＰ電話に係るも

の（電流比により算定するものとする。）を控除したものを当該

局のメタルＩＰ音声系小規模局用電源装置（ＲＴ―ＢＯＸ以外の
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小規模局用）台数とする。 

２ ＲＴ―ＢＯＸに設置する場合の設備量の算定 

⑴ 局ごとに、当該局に設置される設備の所要電流値の合計を小

規模局用電源装置（ＲＴ－ＢＯＸ用最大規格）１台当たり最大

電流で除したもの（１に満たない端数は、切り捨てるものとす

る。）を当該局の小規模局用電源装置（ＲＴ－ＢＯＸ用最大規

格）台数とする。また、それによって生じた所要電流値の余り

から小規模局用電源装置（ＲＴ－ＢＯＸ用直近上位規格）を選

定し、当該小規模局用電源装置（ＲＴ－ＢＯＸ用直近上位規格

）の台数を１台とする。 

 ⑵ ⑴で算定した規格ごとの小規模局用電源装置（ＲＴ－ＢＯＸ

用）台数からデータ系サービス及び光ＩＰ電話に係るもの（電

流比により算定するものとする。）を控除したものを当該局の

規格ごとメタルＩＰ音声系小規模局用電源装置（ＲＴ－ＢＯＸ

用）台数とする。 

３ 投資額の算定 

次の算定式により局ごとに小規模局用電源装置（ＲＴ―ＢＯＸ

以外の小規模局用）投資額及び規格ごと小規模局用電源装置（Ｒ

Ｔ－ＢＯＸ用）投資額を求め、全ての局について当該投資額を合

算し、小規模局用電源装置投資額を算定する。 

小規模局用電源装置（ＲＴ―ＢＯＸ以外の小規模局用）投資額 

＝メタルＩＰ音声系小規模局用電源装置（ＲＴ―ＢＯＸ以外の

小規模局用）台数×小規模局用電源装置（ＲＴ―ＢＯＸ以外

の小規模局用）単価 

  規格ごと小規模局用電源装置（ＲＴ－ＢＯＸ用）投資額 

  ＝当該規格メタルＩＰ音声系小規模局用電源装置（ＲＴ－ＢＯ

Ｘ用）台数×当該規格小規模局用電源装置（ＲＴ―ＢＯＸ用

）単価 

電力設備（可搬型

発動発電機） 

１ 設備量の算定 

⑴ 所要電流値ごとに、可搬型発動発電機設置台数に可搬型発動

発電機規定容量を乗じ、全ての所要電流値について合計したも

のを可搬型発動発電機所要容量とする。 

⑵ 可搬型発動発電機容量を小規模局ごとの総電流比により配賦

したものを当該局の可搬型発動発電機容量とし、データ系サー

ビス及び光ＩＰ電話に係るもの（当該局の電力容量比により算

定するものとする。）を控除したものを当該局のメタルＩＰ音

声系可搬型発動発電機所要容量とする。 
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２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごとに可搬型発動発電機投資額を求め、全

ての局について当該投資額を合算し、可搬型発動発電機投資額を

算定する。 

可搬型発動発電機投資額 

＝メタルＩＰ音声系可搬型発動発電機所要容量×可搬型発動発

電機単位容量当たり単価 

機械室建物 １ ＲＴ―ＢＯＸ以外の局の機械室建物の設備量の算定 

⑴ 局ごとに、次のアからスまでにより求めた面積の合計を当該

局のネットワーク設備面積とする。 

ア メタル回線収容装置の架数に当該設備の架当たり面積を乗

じたもの 

イ ＣＳの架数及びＣＳ用ＤＢの架数に、それぞれ当該設備の

架当たり面積を乗じたものを合計したもの 

ウ 無線伝送装置の変復調回線切替装置の架数及び無線送受信

装置の架数に、それぞれ当該装置の架当たり面積を乗じたも

のを合計したもの 

エ 衛星通信設備のＴＤＭＡ装置の架数、衛星送受信装置の架

数及び衛星回線制御装置の架数に、それぞれ当該装置の架当

たり面積を乗じたものを合計したもの 

オ 消防警察トランクの架数に当該設備の架当たり面積を乗じ

たもの 

カ 警察消防回線集約装置の架数に当該設備の架当たり面積を

乗じたもの 

キ ＳＢＣの架数、ＥＮＵＭサーバの架数、ＤＮＳサーバの架

数及び相互接続局共通設備の架数の合計に相互接続局設備共

用架当たり面積を乗じたもの 

ク 主配線盤収容端子数を10,000で除したもの（１に満たない

端数は、切り上げるものとする。）に１万端子当たり必要主

配線盤長を乗じたものに、作業スペース込みの主配線盤幅を

乗じたもの 

ケ 種別ごとに、光ケーブル成端架収容心線数を光ケーブル成

端架単位面積当たり最大収容端子数で除したもの（１に満た

ない端数は、切り上げるものとする。）に光ケーブル成端架

単位面積を乗じたものを、全ての種別について合計したもの 

コ 海底中間中継伝送装置用給電装置数に海底中間中継伝送装

置給電装置の装置当たり面積を乗じたもの 
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サ オペレーション設備の所要面積 

シ 共用架搭載設備（メタル回線収容装置用Ｌ２ＳＷ、音声収

容ルータ、共用収容ルータ、共用コアルータ、コア局用Ｌ２

ＳＷ、ＰＴＮ、ＣＷＤＭ、中間中継伝送装置、インタフェー

ス変換装置、関門系ルータ及び相互接続局用Ｌ２ＳＷ）ごと

に当該設備のユニット数をそれぞれの共用架当たり最大搭載

ユニット数で除し、全ての設備について合計したもの（１に

満たない端数は、切り上げるものとする。）を当該局の共用

架数とし、これに共用架当たり所要面積を乗じたもの 

ス メタル回線収容装置、光信号分離装置、ＯＬＴ、ＣＳ、海

底中間中継伝送装置、無線伝送装置、衛星通信設備、消防警

察トランク及び警察消防回線集約装置の各設備並びに相互接

続局設備共用架及び共用架の更改のための面積のうち最大の

もの 

⑵ 局ごとに、次のアからクまでにより求めた面積の合計を当該

局の電力設備面積とする。 

ア 整流装置系統数に整流装置基本部面積を乗じたもの及び整

流装置増設架数に整流装置増設架面積を乗じたものの合計 

イ 直流変換電源装置架数に直流変換電源装置架当たり単位面

積を乗じたもの 

ウ 交流無停電電源装置種別及び規格ごとに、交流無停電電源

装置台数に交流無停電電源装置所要面積を乗じたものの合計 

エ 蓄電池種別及び規格ごとに、蓄電池組数に蓄電池所要面積

を乗じたものの合計 

オ 受電装置規格ごとに、受電装置台数に受電装置所要面積を

乗じたものの合計 

カ 発電装置規格ごとに、発電装置台数に発電装置所要面積を

乗じたものの合計 

キ 小規模局用電源装置種別及び規格ごとに、小規模局用電源

装置台数に小規模局用電源装置所要面積を乗じたものの合計 

ク 整流装置、交流無停電電源装置、蓄電池、受電装置及び小

規模局用電源装置の各設備の更改のための面積の合計 

⑶ 局ごとに、種別ごとの空調設備台数に空調設備単位面積を乗

じたものの合計を当該局の空調設備面積とする。 

⑷ 局ごとに、⑴クで算定した面積を当該局のケーブル室面積と

する。 

⑸ 局ごとに、ネットワーク設備面積、電力設備面積、空調設備
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面積及びケーブル室面積の合計に、１から建物付帯設備面積付

加係数を減じたものを乗じ、建物付帯設備面積付加係数で除し

たものを当該局の建物付帯設備面積とする。 

⑹ ⑴から⑸までにより求めたネットワーク設備面積、電力設備

面積、空調設備面積、ケーブル室面積及び建物付帯設備面積の

合計を当該局の機械室建物面積とする。 

⑺ ⑴から⑹までにおいて、メタルＩＰ電話相当分の面積により

算定した機械室建物面積を当該局のメタルＩＰ音声系機械室建

物面積とする。 

２ ＲＴ―ＢＯＸの機械室建物の設備量の算定 

ＲＴ―ＢＯＸ数を１とし、データ系サービス及び光ＩＰ電話に

係るもの（機械室建物の所要面積比により算定するものとする。

）を控除したものを当該局のメタルＩＰ音声系ＲＴ－ＢＯＸ数と

する。 

３ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと機械室建物投資額を求め、全ての局に

ついて当該投資額を合算し、機械室建物投資額を算定する。 

⑴ 局舎種別が複数階局の場合 

局ごと機械室建物投資額 

＝メタルＩＰ音声系機械室建物面積×（複数階局機械室建物建

設単価＋複数階局機械室建物災害対策増分単価） 

⑵ 局舎種別が無線単独局又は衛星通信単独局の場合 

局ごと機械室建物投資額 

＝メタルＩＰ音声系機械室建物面積×局舎種別ごと機械室建物

建設単価 

⑶ 局舎種別が平屋局であって⑵以外の場合 

局ごと機械室建物投資額 

＝メタルＩＰ音声系機械室建物面積×（平屋局機械室建物建設

単価＋平屋局機械室建物災害対策増分単価） 

⑷ 局舎種別がＲＴ－ＢＯＸの場合 

局ごと機械室建物投資額 

＝メタルＩＰ音声系ＲＴ－ＢＯＸ数×ＲＴ―ＢＯＸ単価 

機械室土地 １ 局舎種別の選定基準 

⑴ 大規模局、無線併設局及び衛星通信併設局の局舎種別は複数

階局とし、無線単独局及び衛星通信単独局の局舎種別は平屋局

とする。 

⑵ その他の局（ＲＴ－ＢＯＸを除く。）の局舎種別は、複数階
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局及び平屋局の場合についてそれぞれ算定した機械室建物及び

機械室土地の資本コスト（減価償却費、利益対応税及び固定資

産税の合計をいう。）及び保守コスト（施設保全費及び撤去費

用の合計をいう。）の合計を比較し、より安価なものを選択す

る。 

２ 複数階局の機械室土地の設備量の算定 

⑴ 局ごとに、機械室建物面積を当該局の容積率で除したものを

、当該局の機械室土地面積とする。ただし、当該局の容積率の

指定がない場合には、機械室建物面積を複数階局容積率で除し

たものを当該局の機械室土地面積とする。 

⑵ ⑴の機械室土地面積から、データ系サービス及び光ＩＰ電話

に係るもの（機械室建物の所要面積比により算定するものとす

る。）を控除したものを、当該局のメタルＩＰ音声系機械室土

地面積とする。 

３ 平屋局の機械室土地の設備量の算定 

⑴ 局ごとに、機械室建物面積を平屋局容積率で除したもの、駐

車スペース等土地面積及び地上鉄塔土地面積（無線伝送装置を

設置する場合に限る。）の合計を当該局の機械室土地面積とす

る。 

⑵ ⑴の機械室土地面積から、駐車スペース面積のうちデータ系

サービス及び光ＩＰ電話に係るもの（回線数比により算定する

ものとする。）及び駐車スペース以外の土地面積のうちデータ

系サービス及び光ＩＰ電話に係るもの（機械室建物の所要面積

比により算定するものとする。）を控除したものを当該局のメ

タルＩＰ音声系機械室土地面積とする。 

４ ＲＴ―ＢＯＸの機械室土地の設備量の算定 

局ごとに、ＲＴ－ＢＯＸ土地面積を当該局の機械室土地面積と

し、駐車スペース面積のうちデータ系サービス及び光ＩＰ電話に

係るもの（回線数比により算定するものとする。）及び駐車スペ

ース以外の土地面積のうちデータ系サービス及び光ＩＰ電話に係

るもの（機械室建物の所要面積比により算定するものとする。）

を控除したものを当該局のメタルＩＰ音声系機械室土地面積とす

る。 

５ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと機械室土地投資額を求め、全ての局に

ついて当該投資額を合算し、機械室土地投資額を算定する。この

場合に使用する土地単価時点補正係数は、当該局が属する都道府
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県の値とする。 

局ごと機械室土地投資額 

＝メタルＩＰ音声系機械室土地面積×（固定資産評価額÷土地

単価時価補正係数）×土地単価時点補正係数 

監視設備（総合監

視） 

監視設備（総合監視）投資額 

＝ネットワーク設備投資額合計×監視設備（総合監視）対投資

額比率 

注 ネットワーク設備とは、別表第１の１第２表に規定する設備区

分に係る設備をいう。以下この表において同じ。 

監視設備（収容局

設備） 

監視設備（収容局設備）投資額 

＝（音声収容ルータ投資額＋共用収容ルータ投資額＋メタル回

線収容装置投資額＋メタル回線収容装置用Ｌ２ＳＷ投資額 

＋消防警察トランク投資額＋警察消防用回線集約装置投資

額） 

×監視設備（収容局設備）対投資額比率 

監視設備（コア局

設備） 

監視設備（コア局設備）投資額 

＝（共用コアルータ投資額＋コア局用Ｌ２ＳＷ投資額＋ＣＳ投

資額） 

×監視設備（コア局設備）対投資額比率 

監視設備（伝送無

線機械） 

監視設備（伝送無線機械）投資額 

＝（伝送装置投資額＋中間中継伝送装置投資額＋無線伝送装置

投資額＋インタフェース変換装置投資額＋無線アンテナ投資

額＋無線鉄塔投資額＋衛星通信設備投資額） 

×監視設備（伝送無線機械）対投資額比率 

監視設備（市外線

路） 

監視設備（市外線路）投資額 

＝市外線路投資額（中継系光ケーブル、海底光ケーブル、海底

中間中継伝送装置及び中継系電柱の投資額の合計） 

×監視設備（市外線路）対投資額比率 

監視設備（市内線

路） 

監視設備（市内線路）投資額 

＝市内線路投資額（加入系光ケーブル、メタルケーブル及び加

入系電柱の投資額の合計） 

×監視設備（市内線路）対投資額比率 

共通用建物 共通用建物投資額 

＝ネットワーク設備投資額合計×共通用建物対投資額比率 

共通用土地 共通用土地投資額 

＝ネットワーク設備投資額合計×共通用土地対投資額比率×共

通用土地単価補正係数 
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構築物 構築物投資額 

＝（機械室建物投資額＋共通用建物投資額）×構築物対投資額

比率 

機械及び装置 機械及び装置投資額 

＝ネットワーク設備投資額合計×機械及び装置対投資額比率 

車両 車両投資額 

＝ネットワーク設備投資額合計×車両対投資額比率 

工具、器具及び備

品 

工具、器具及び備品投資額 

＝ネットワーク設備投資額合計×工具、器具及び備品対投資額

比率 

無形固定資産 無形固定資産投資額 

＝ネットワーク設備投資額合計×無形固定資産（ソフトウェア

以外）対投資額比率 
 

別表第２の２（第６条関係） 正味固定資産価額算定に用いる数値 別表第２の２（第６条関係） 正味固定資産価額算定に用いる数値 

 第１表  

  項          目 数  値 単 位 

［略］ 

き線管路総延長 125,689 km 

［略］ 

電線共同溝総延長 1,534 km 

情報ボックス総延長 8,295 km 

［略］ 

土地単価時点補正係数（北海道） 0.8445 ― 

土地単価時点補正係数（青森県） 0.6787 ― 

土地単価時点補正係数（岩手県） 0.7159 ― 

土地単価時点補正係数（宮城県） 1.0587 ― 

土地単価時点補正係数（秋田県） 0.6319 ― 

土地単価時点補正係数（山形県） 0.7546 ― 

土地単価時点補正係数（福島県） 0.8172 ― 

土地単価時点補正係数（茨城県） 0.7179 ― 

土地単価時点補正係数（栃木県） 0.7319 ― 

土地単価時点補正係数（群馬県） 0.7401 ― 

土地単価時点補正係数（埼玉県） 0.8839 ― 

土地単価時点補正係数（千葉県） 0.9099 ― 

土地単価時点補正係数（東京都） 1.0641 ― 

土地単価時点補正係数（神奈川県） 0.9304 ― 

  項          目 数  値 単 位 

［同左］ 

き線管路総延長 127,955 km 

［同左］ 

電線共同溝総延長 1,515 km 

情報ボックス総延長 8,274 km 

［同左］ 

土地単価時点補正係数（北海道） 0.8342 ― 

土地単価時点補正係数（青森県） 0.6847 ― 

土地単価時点補正係数（岩手県） 0.7212 ― 

土地単価時点補正係数（宮城県） 1.0470 ― 

土地単価時点補正係数（秋田県） 0.6377 ― 

土地単価時点補正係数（山形県） 0.7560 ― 

土地単価時点補正係数（福島県） 0.8189 ― 

土地単価時点補正係数（茨城県） 0.7221 ― 

土地単価時点補正係数（栃木県） 0.7403 ― 

土地単価時点補正係数（群馬県） 0.7476 ― 

土地単価時点補正係数（埼玉県） 0.8891 ― 

土地単価時点補正係数（千葉県） 0.9070 ― 

土地単価時点補正係数（東京都） 1.0748 ― 

土地単価時点補正係数（神奈川県） 0.9338 ― 

97



土地単価時点補正係数（新潟県） 0.7633 ― 

土地単価時点補正係数（富山県） 0.8291 ― 

土地単価時点補正係数（石川県） 0.7984 ― 

土地単価時点補正係数（福井県） 0.7142 ― 

土地単価時点補正係数（山梨県） 0.7546 ― 

土地単価時点補正係数（長野県） 0.7614 ― 

土地単価時点補正係数（岐阜県） 0.8026 ― 

土地単価時点補正係数（静岡県） 0.8299 ― 

土地単価時点補正係数（愛知県） 0.9981 ― 

土地単価時点補正係数（三重県） 0.7865 ― 

土地単価時点補正係数（滋賀県） 0.8631 ― 

土地単価時点補正係数（京都府） 0.9563 ― 

土地単価時点補正係数（大阪府） 0.9296 ― 

土地単価時点補正係数（兵庫県） 0.8858 ― 

土地単価時点補正係数（奈良県） 0.8400 ― 

土地単価時点補正係数（和歌山県） 0.6917 ― 

土地単価時点補正係数（鳥取県） 0.6797 ― 

土地単価時点補正係数（島根県） 0.7356 ― 

土地単価時点補正係数（岡山県） 0.8278 ― 

土地単価時点補正係数（広島県） 0.8511 ― 

土地単価時点補正係数（山口県） 0.7218 ― 

土地単価時点補正係数（徳島県） 0.6405 ― 

土地単価時点補正係数（香川県） 0.7011 ― 

土地単価時点補正係数（愛媛県） 0.7546 ― 

土地単価時点補正係数（高知県） 0.6115 ― 

土地単価時点補正係数（福岡県） 0.9819 ― 

土地単価時点補正係数（佐賀県） 0.7392 ― 

土地単価時点補正係数（長崎県） 0.7882 ― 

土地単価時点補正係数（熊本県） 0.8809 ― 

土地単価時点補正係数（大分県） 0.8040 ― 

土地単価時点補正係数（宮崎県） 0.7980 ― 

土地単価時点補正係数（鹿児島県） 0.7068 ― 

土地単価時点補正係数（沖縄県） 1.2330 ― 

監視設備（総合監視） 対投資額比率 0.001478 ― 

監視設備（加入者交換機） 対投資額比率 0.05510 ― 

監視設備（中継交換機） 対投資額比率 0.07672 ― 

土地単価時点補正係数（新潟県） 0.7711 ― 

土地単価時点補正係数（富山県） 0.8334 ― 

土地単価時点補正係数（石川県） 0.8043 ― 

土地単価時点補正係数（福井県） 0.7214 ― 

土地単価時点補正係数（山梨県） 0.7611 ― 

土地単価時点補正係数（長野県） 0.7663 ― 

土地単価時点補正係数（岐阜県） 0.8136 ― 

土地単価時点補正係数（静岡県） 0.8427 ― 

土地単価時点補正係数（愛知県） 1.0098 ― 

土地単価時点補正係数（三重県） 0.7952 ― 

土地単価時点補正係数（滋賀県） 0.8724 ― 

土地単価時点補正係数（京都府） 0.9646 ― 

土地単価時点補正係数（大阪府） 0.9368 ― 

土地単価時点補正係数（兵庫県） 0.8905 ― 

土地単価時点補正係数（奈良県） 0.8481 ― 

土地単価時点補正係数（和歌山県） 0.7002 ― 

土地単価時点補正係数（鳥取県） 0.6865 ― 

土地単価時点補正係数（島根県） 0.7422 ― 

土地単価時点補正係数（岡山県） 0.8316 ― 

土地単価時点補正係数（広島県） 0.8552 ― 

土地単価時点補正係数（山口県） 0.7234 ― 

土地単価時点補正係数（徳島県） 0.6469 ― 

土地単価時点補正係数（香川県） 0.7072 ― 

土地単価時点補正係数（愛媛県） 0.7625 ― 

土地単価時点補正係数（高知県） 0.6171 ― 

土地単価時点補正係数（福岡県） 0.9642 ― 

土地単価時点補正係数（佐賀県） 0.7365 ― 

土地単価時点補正係数（長崎県） 0.7914 ― 

土地単価時点補正係数（熊本県） 0.8777 ― 

土地単価時点補正係数（大分県） 0.8025 ― 

土地単価時点補正係数（宮崎県） 0.8018 ― 

土地単価時点補正係数（鹿児島県） 0.7152 ― 

土地単価時点補正係数（沖縄県） 1.2187 ― 

監視設備（総合監視） 対投資額比率 0.001481 ― 

監視設備（加入者交換機） 対投資額比率 0.05500 ― 

監視設備（中継交換機） 対投資額比率 0.07619 ― 
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監視設備（市外線路） 対投資額比率 0.03456 ― 

監視設備（市内線路） 対投資額比率 0.01118 ― 

監視設備（伝送無線機械） 対投資額比率 0.1010 ― 

共通用建物 対投資額比率 0.01028 ― 

共通用土地 対投資額比率 0.006948 ― 

［略］ 

構築物 対投資額比率 0.06697 ― 

機械及び装置 対投資額比率 0.0006632 ― 

車両 対投資額比率 0.0001294 ― 

工具、器具及び備品 対投資額比率 0.004890 ― 

無形固定資産（交換機ソフトウェア） 対投資額比率 0.01566 ― 

無形固定資産（その他の無形固定資産） 対投資額比率 0.003991 ― 
 

監視設備（市外線路） 対投資額比率 0.03454 ― 

監視設備（市内線路） 対投資額比率 0.01132 ― 

監視設備（伝送無線機械） 対投資額比率 0.1075 ― 

共通用建物 対投資額比率 0.01003 ― 

共通用土地 対投資額比率 0.006876 ― 

［同左］ 

構築物 対投資額比率 0.06682 ― 

機械及び装置 対投資額比率 0.0006599 ― 

車両 対投資額比率 0.0001194 ― 

工具、器具及び備品 対投資額比率 0.004942 ― 

無形固定資産（交換機ソフトウェア） 対投資額比率 0.01572 ― 

無形固定資産（その他の無形固定資産） 対投資額比率 0.004290 ― 
 

 第２表  ［新設］ 

項          目 数  値 単 位 

メタルケーブル（小）規格対数⑴ 5 対 

メタルケーブル（小）規格対数⑵ 10 対 

メタルケーブル（小）規格対数⑶ 20 対 

メタルケーブル（小）規格対数⑷ 30 対 

メタルケーブル（小）規格対数⑸ 50 対 

メタルケーブル（小）規格対数⑹ 100 対 

メタルケーブル（小）規格対数⑺ 200 対 

メタルケーブル（小）規格対数⑻ 400 対 

メタルケーブル（小）規格対数⑼ 600 対 

メタルケーブル（小）規格対数⑽ 800 対 

メタルケーブル（小）規格対数⑾ 1,000 対 

メタルケーブル（小）規格対数⑿ 1,200 対 

メタルケーブル（小）規格対数⒀ 1,400 対 

メタルケーブル（小）規格対数⒁ 1,600 対 

メタルケーブル（小）規格対数⒂ 1,800 対 

メタルケーブル（小）規格対数⒃ 2,000 対 

メタルケーブル（小）規格対数⒄ 2,400 対 

メタルケーブル（小）規格対数⒅ 3,000 対 

メタルケーブル（中）規格対数⑴ 5 対 

メタルケーブル（中）規格対数⑵ 10 対 

メタルケーブル（中）規格対数⑶ 20 対 
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メタルケーブル（中）規格対数⑷ 30 対 

メタルケーブル（中）規格対数⑸ 50 対 

メタルケーブル（中）規格対数⑹ 100 対 

メタルケーブル（中）規格対数⑺ 200 対 

メタルケーブル（中）規格対数⑻ 400 対 

メタルケーブル（中）規格対数⑼ 600 対 

メタルケーブル（中）規格対数⑽ 800 対 

メタルケーブル（中）規格対数⑾ 1,000 対 

メタルケーブル（中）規格対数⑿ 1,200 対 

メタルケーブル（大）規格対数⑴ 5 対 

メタルケーブル（大）規格対数⑵ 10 対 

メタルケーブル（大）規格対数⑶ 20 対 

メタルケーブル（大）規格対数⑷ 30 対 

メタルケーブル（大）規格対数⑸ 50 対 

メタルケーブル（大）規格対数⑹ 100 対 

メタルケーブル（大）規格対数⑺ 200 対 

メタルケーブル（大）規格対数⑻ 400 対 

メタルケーブル（大）規格対数⑼ 600 対 

メタルケーブル（小）最大規格対数 3,000 対 

メタルケーブル（中）最大規格対数 1,200 対 

メタルケーブル（大）最大規格対数 600 対 

加入系光ケーブル規格心数⑴ 8 心 

加入系光ケーブル規格心数⑵ 16 心 

加入系光ケーブル規格心数⑶ 24 心 

加入系光ケーブル規格心数⑷ 32 心 

加入系光ケーブル規格心数⑸ 40 心 

加入系光ケーブル規格心数⑹ 60 心 

加入系光ケーブル規格心数⑺ 80 心 

加入系光ケーブル規格心数⑻ 100 心 

加入系光ケーブル規格心数⑼ 120 心 

加入系光ケーブル規格心数⑽ 160 心 

加入系光ケーブル規格心数⑾ 200 心 

加入系光ケーブル規格心数⑿ 300 心 

加入系光ケーブル規格心数⒀ 400 心 

加入系光ケーブル規格心数⒁ 500 心 

加入系光ケーブル規格心数⒂ 600 心 
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加入系光ケーブル規格心数⒃ 800 心 

加入系光ケーブル規格心数⒄ 1,000 心 

加入系電柱間隔 0.035 km 

配線回線予備率 0.026 ― 

加入系光予備心数 4 心 

区画戸建最大回線数 31.25 ― 

メタルケーブル（小）最大伝送距離 2 km 

メタルケーブル（中）最大伝送距離 4 km 

メタルケーブル（大）最大伝送距離 7 km 

メタルケーブル（小）最大規格対数（架空） 400 対 

メタルケーブル（中）最大規格対数（架空） 400 対 

メタルケーブル（大）最大規格対数（架空） 200 対 

加入系光ケーブル最大規格心数 1,000 心 

加入系光ケーブル最大規格心数（架空） 200 心 

メタルケーブル（小）径⑴ 11 mm 

メタルケーブル（小）径⑵ 11 mm 

メタルケーブル（小）径⑶ 12 mm 

メタルケーブル（小）径⑷ 14 mm 

メタルケーブル（小）径⑸ 16 mm 

メタルケーブル（小）径⑹ 19 mm 

メタルケーブル（小）径⑺ 23 mm 

メタルケーブル（小）径⑻ 30 mm 

メタルケーブル（小）径⑼ 35 mm 

メタルケーブル（小）径⑽ 39 mm 

メタルケーブル（小）径⑾ 43 mm 

メタルケーブル（小）径⑿ 47 mm 

メタルケーブル（小）径⒀ 50 mm 

メタルケーブル（小）径⒁ 53 mm 

メタルケーブル（小）径⒂ 56 mm 

メタルケーブル（小）径⒃ 59 mm 

メタルケーブル（小）径⒄ 63 mm 

メタルケーブル（小）径⒅ 70 mm 

メタルケーブル（中）径⑴ 13 mm 

メタルケーブル（中）径⑵ 14 mm 

メタルケーブル（中）径⑶ 16 mm 

メタルケーブル（中）径⑷ 18 mm 
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メタルケーブル（中）径⑸ 21 mm 

メタルケーブル（中）径⑹ 28 mm 

メタルケーブル（中）径⑺ 33 mm 

メタルケーブル（中）径⑻ 44 mm 

メタルケーブル（中）径⑼ 53 mm 

メタルケーブル（中）径⑽ 60 mm 

メタルケーブル（中）径⑾ 67 mm 

メタルケーブル（中）径⑿ 70 mm 

メタルケーブル（大）径⑴ 14 mm 

メタルケーブル（大）径⑵ 18 mm 

メタルケーブル（大）径⑶ 23 mm 

メタルケーブル（大）径⑷ 27 mm 

メタルケーブル（大）径⑸ 34 mm 

メタルケーブル（大）径⑹ 38 mm 

メタルケーブル（大）径⑺ 43 mm 

メタルケーブル（大）径⑻ 59 mm 

メタルケーブル（大）径⑼ 70 mm 

加入系光ファイバケーブル径⑴ 11 mm 

加入系光ファイバケーブル径⑵ 11 mm 

加入系光ファイバケーブル径⑶ 11 mm 

加入系光ファイバケーブル径⑷ 11 mm 

加入系光ファイバケーブル径⑸ 11 mm 

加入系光ファイバケーブル径⑹ 11 mm 

加入系光ファイバケーブル径⑺ 13 mm 

加入系光ファイバケーブル径⑻ 13 mm 

加入系光ファイバケーブル径⑼ 15 mm 

加入系光ファイバケーブル径⑽ 15 mm 

加入系光ファイバケーブル径⑾ 17 mm 

加入系光ファイバケーブル径⑿ 19 mm 

加入系光ファイバケーブル径⒀ 19 mm 

加入系光ファイバケーブル径⒁ 23 mm 

加入系光ファイバケーブル径⒂ 23 mm 

加入系光ファイバケーブル径⒃ 23 mm 

加入系光ファイバケーブル径⒄ 30 mm 

インナーパイプ径（外径）⑴ 27 mm 

インナーパイプ径（外径）⑵ 36 mm 
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インナーパイプ径（外径）⑶ 47 mm 

インナーパイプ径（外径）⑷ 56 mm 

インナーパイプ径（内径）⑴ 14 mm 

インナーパイプ径（内径）⑵ 23 mm 

インナーパイプ径（内径）⑶ 32 mm 

インナーパイプ径（内径）⑷ 40 mm 

インナーパイプ径（空き径）⑴ 42 mm 

インナーパイプ径（空き径）⑵ 33 mm 

インナーパイプ径（空き径）⑶ 22 mm 

インナーパイプ径（空き径）⑷ 13 mm 

予備管路当たり最大管路数 15 条 

き線点遠隔収容装置最大収容電話回線数 512 回線 

き線点遠隔収容装置最大収容低速専用回線数 23 回線 

き線点遠隔収容装置最大収容高速メタル専用回線数 3 回線 

き線点遠隔収容装置当たり必要心数 4 心 

き線点遠隔収容装置収容配線最大長 7 km 

き線点遠隔収容装置設置最小回線数 400 回線 

き線点遠隔収容装置収容率 0.965 ― 

き線回線予備率 0.116 ― 

配線光予備心線数 2 心 

引込ビル数算定式二次係数 -0.0000007 ― 

引込ビル数算定式一次係数 0.0319 ― 

引込ビル数算定式定数 0 ― 

き線管路総延長 125,689 km 

自治体管路総延長 39 km 

電線共同溝総延長 1,534 km 

情報ボックス総延長 8,295 km 

配線自治体管路適用率 0.02275 ― 

配線電線共同溝適用率 0.10725 ― 

配線情報ボックス適用率 0 ― 

第二種総合デジタル通信サービス換算係数 10 ― 

時間帯パラメータ（アナログ電話） 1 ― 

時間帯パラメータ（総合デジタル通信サービス） 1 ― 

時間帯パラメータ（光ＩＰ電話） 1 ― 

呼完了率（アナログ電話） 0.7 ― 

呼完了率（総合デジタル通信サービス） 0.7 ― 
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呼完了率（光ＩＰ電話） 0.7 ― 

１接続当たり音声帯域 105 kbps 

１接続１秒当たり音声パケット数 100 pps 

ＱｏＳ制御係数 1.26 ― 

６Ｍパス当たり帯域 6 Ｍbps 

ＩＰデータ系Ｍbps 当たりパケット数 261 pps／Ｍ

bps 

メタル回線収容装置アナログ電話用ボード当たり最大収容回

線数 

24 回線／ボ

ード 

メタル回線収容装置第一種総合デジタル通信サービス用ボー

ド当たり最大収容回線数 

8 回線／ボ

ード 

メタル回線収容装置第二種総合デジタル通信サービス用ボー

ド当たり最大収容回線数 

1 回線／ボ

ード 

メタル回線収容装置アナログ電話用ボード当たり占用スロッ

ト数 

1 スロット

／ボード 

メタル回線収容装置第一種総合デジタル通信サービス用ボー

ド当たり占用スロット数 

1 スロット

／ボード 

メタル回線収容装置第二種総合デジタル通信サービス用ボー

ド当たり占用スロット数 

2 スロット

／ボード 

メタル回線収容装置１ユニット当たり最大収容スロット数 28 スロット

／ユニッ

ト 

メタル回線収容装置１ユニット当たり 100Ｍインタフェース

数 

4 ＩＦ／ユ

ニット 

メタル回線収容装置回線収容率 0.9 ― 

メタル回線収容装置用Ｌ２ＳＷ１ユニット当たり最大インタ

フェース数 

48 ＩＦ／ユ

ニット 

メタル回線収容装置用Ｌ２ＳＷ１ユニット当たり最大処理Ｍ

pps 数 

77.37 Ｍpps／

ユニット 

メタル回線収容装置用Ｌ２ＳＷ１ユニット当たり収容ルータ

接続数 

1 ユニット

／ユニッ

ト 

メタル回線収容装置ポート収容率 0.875 ― 

メタル回線収容装置用Ｌ２ＳＷ収容率 1 ― 

メタル回線収容装置用Ｌ２ＳＷ冗長化係数 2 ユニット 

音声収容ルータ１ユニット当たり最大インタフェース数 26 ＩＦ／ユ
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ニット 

音声収容ルータ１ユニット当たり最大処理最繁時帯域 44,000 Ｍbps／

ユニット 

音声収容ルータ１ユニット当たり最大処理最繁時パケット数 65 Ｍpps／

ユニット 

音声収容ルータ収容率 0.9 ― 

音声収容ルータ冗長化係数 2 ユニット 

共用収容ルータ１Ｇボード当たり最大収容インタフェース数 26 ＩＦ／ボ

ード 

共用収容ルータ 10Ｇボード当たり最大収容インタフェース数 2 ＩＦ／ボ

ード 

共用収容ルータ１ユニット当たり最大１Ｇボード数 1 ボード／

ユニット 

共用収容ルータ１ユニット当たり最大 10Ｇボード数 1 ボード／

ユニット 

共用収容ルータ１ユニット当たり最大処理最繁時帯域 44,000 Ｍbps／

ユニット 

共用収容ルータ１ユニット当たり最大処理最繁時パケット数 65 Ｍpps／

ユニット 

共用収容ルータ間渡り 10Ｇポート数 1 ポート／

ユニット 

共用収容ルータ収容率 0.8 ― 

専用６Ｍパス収容回線数（低速） 96 回線／６

Ｍパス 

専用６Ｍパス収容回線数（高速メタル） 48 回線／６

Ｍパス 

専用６Ｍパス収容回線数（高速光） 4 回線／６

Ｍパス 

中間中継伝送装置平均距離（ＣＷＤＭ） 80 km 

中間中継伝送装置平均距離（ＰＴＮ） 80 km 

コア局用Ｌ２ＳＷ１ユニット当たり最大収容インタフェース

数 

48 ＩＦ／ユ

ニット 

コア局用Ｌ２ＳＷ冗長化係数 2 ユニット 

共用コアルータ 10Ｇボード当たり最大収容インタフェース数 40 ＩＦ／ボ

ード 

共用コアルータ 100Ｇボード当たり最大収容インタフェース 4 ＩＦ／ボ
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数 ード 

共用コアルータ１ユニット当たり最大 10Ｇボード数 1 ボード／

ユニット 

共用コアルータ１ユニット当たり最大 100Ｇボード数 1 ボード／

ユニット 

共用コアルータ１ユニット当たり最大処理最繁時帯域 800,000 Ｍbps／

ユニット 

共用コアルータ１ユニット当たり最大処理最繁時パケット数 600 Ｍpps／

ユニット 

共用コアルータ収容率 0.8 ― 

ＣＳ１ユニット当たり最大処理回線数 260,000 回線／ユ

ニット 

ＣＳ収容率 1 ― 

ＣＳ冗長化係数 2 ユニット 

ＣＳ用ＤＢ１ユニット当たり最大処理最繁時呼数 2,190,000 ＢＨＣＡ

／ユニッ

ト 

ＣＳ用ＤＢ収容率 1 ― 

ＣＳ用ＤＢ冗長化係数 2 ユニット 

関門系ルータ 10Ｇボード当たり最大収容インタフェース数 48 ＩＦ／ボ

ード 

関門系ルータ１ユニット当たり最大 10Ｇボード数 2 ボード／

ユニット 

関門系ルータ１ユニット当たり最大処理最繁時帯域 705,000 Ｍbps／

ユニット 

関門系ルータ１ユニット当たり最大処理最繁時パケット数 367 Ｍpps／

ユニット 

関門系ルータ収容率 0.6 ― 

相互接続局用Ｌ２ＳＷ予備１Ｇインタフェース数 3 ＩＦ 

相互接続局用Ｌ２ＳＷ予備 10Ｇインタフェース数 1 ＩＦ 

相互接続局用Ｌ２ＳＷ１ユニット当たり最大インタフェース

数 

40 ＩＦ／ユ

ニット 

ＳＢＣ呼処理部１ユニット当たり最大処理最繁時呼数 0 ＢＨＣＡ

／ユニッ

ト 

ＳＢＣセッション管理部１ユニット当たり最大処理同時接続 0 回線数／
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数 ユニット 

ＳＢＣ１ユニット当たり最大処理セッション数 15,000 セッショ

ン／ユニ

ット 

ＳＢＣ収容率 0.8 ― 

ＥＮＵＭクエリ対最繁時呼数比率 1 クエリ／

ＢＨＣＡ 

ＥＮＵＭサーバ１ユニット当たり最大処理クエリ数 97,200,000 クエリ／

ユニット 

ＤＮＳクエリ対最繁時呼数比率 1 クエリ／

ＢＨＣＡ 

ＤＮＳサーバ１ユニット当たり最大処理クエリ数 97,200,000 クエリ／

ユニット 

ＥＮＵＭ・ＤＮＳ共通サーバ１ユニット当たり最大処理クエ

リ数 

0 クエリ／

ユニット 

ＥＮＵＭサーバ収容率 0.8 ― 

ＤＮＳサーバ収容率 0.8 ― 

中継系電柱間隔 0.035 km 

中継系管路当たり最大ケーブル条数 2 ケーブル

条数／管

路 

チャネル切上単位（52Ｍ） 672 ― 

架当たり回線数（主配線盤） 150,000 回線／架 

架当たり心線数（光ケーブル成端架大） 2,000 心線／架 

架当たり心線数（光ケーブル成端架中） 389 心線／架 

架当たり心線数（光ケーブル成端架小１） 128 心線／架 

架当たり心線数（光ケーブル成端架小２） 256 心線／架 

ＣＷＤＭ低速 10Ｇカード当たり最大収容インタフェース数 1 ＩＦ／カ

ード 

ＣＷＤＭ低速ＳＴＭ－１カード当たり最大収容ＳＴＭ－１イ

ンタフェース数 

4 ＩＦ／カ

ード 

ＣＷＤＭ高速インタフェース最大波長数 8 波長／Ｉ

Ｆ 

ＣＷＤＭ１ユニット当たり心線数 1 心／ユニ

ット 

ＰＴＮ2.4Ｇ高速インタフェース最大容量 2.4 Ｇbps 
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ＰＴＮ10Ｇ高速インタフェース最大容量 10 Ｇbps 

ＰＴＮ１リング当たり高速インタフェース数 2 ＩＦ／リ

ング 

ＰＴＮ１ユニット当たり最大高速インタフェース数 4 ＩＦ／ユ

ニット 

ＰＴＮ高速インタフェース当たり心線数 2 心／ＩＦ 

ＰＴＮ低速混在インタフェースボード最大ＳＴＭ－１ポート

数 

4 ＳＴＭ－

１ポート

／混在ボ

ード 

ＰＴＮ低速混在インタフェースボード最大１Ｇポート数 8 １Ｇポー

ト／混在

ボード 

ＰＴＮ１ユニット当たり最大低速インタフェースボード数 2 ボード／

ユニット 

ＰＴＮ冗長化係数 2 ユニット 

伝送装置収容率 1 ― 

伝送装置ポート収容率 1 ― 

１Ｇポート最大Ｍbps 1,000 Ｍbps／

ポート 

10Ｇポート最大Ｍbps 10,000 Ｍbps／

ポート 

100Ｇポート最大Ｍbps 100,000 Ｍbps／

ポート 

ＳＴＭ－１ポート最大Ｍbps 156 Ｍbps／

ポート 

回線当たり心線数（第二種総合デジタル通信サービス） 2 心線／回

線 

回線当たり心線数（高速光専用線） 2 心線／回

線 

回線当たり心線数（光地域ＩＰデータ回線） 1 心線／回

線 

主配線盤回線収容率 0.965 ― 

光ケーブル成端架収容率 0.965 ― 

中継系光ケーブル規格心数⑴ 8 心 

中継系光ケーブル規格心数⑵ 16 心 
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中継系光ケーブル規格心数⑶ 24 心 

中継系光ケーブル規格心数⑷ 32 心 

中継系光ケーブル規格心数⑸ 40 心 

中継系光ケーブル規格心数⑹ 60 心 

中継系光ケーブル規格心数⑺ 80 心 

中継系光ケーブル規格心数⑻ 100 心 

中継系光ケーブル規格心数⑼ 120 心 

中継系光ケーブル規格心数⑽ 160 心 

中継系光ケーブル規格心数⑾ 200 心 

中継系光ケーブル規格心数⑿ 300 心 

海底用中間中継伝送装置最大中継距離 130 km 

有中継光ケーブル最大規格心線数 8 心 

無中継光ケーブル最大規格心線数 100 心 

無中継光ケーブル規格心線数⑴ 16 心 

無中継光ケーブル規格心線数⑵ 24 心 

無中継光ケーブル規格心線数⑶ 32 心 

無中継光ケーブル規格心線数⑷ 40 心 

無中継光ケーブル規格心線数⑸ 60 心 

無中継光ケーブル規格心線数⑹ 80 心 

無中継光ケーブル規格心線数⑺ 100 心 

52Ｍパス当たり帯域 52 Ｍbps 

変復調回線切替装置１ユニット当たり最大収容 52Ｍパス数 1 52Ｍパス

／ユニッ

ト 

架当たりユニット数（変復調回線切替装置） 4 ユニット

／架 

無線送受信装置１ユニット当たり最大収容 52Ｍパス数 1 52Ｍパス

／ユニッ

ト 

架当たりユニット数（無線送受信装置） 5 ユニット

／架 

ルート当たりアンテナ数 3 個 

最大アンテナ搭載数 12 個 

中継系最大規格心線数 300 心 

トランスポンダ当たり最大接続可能回線数 149 回線／ト

ランスポ
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ンダ 

時分割多元接続装置架当たり最大収容回線数 298 回線／架 

衛星送受信装置架当たり最大収容回線数 298 回線／架 

局当たり衛星通信用アンテナ数 2 個 

インタフェース変換装置１ユニット当たり最大収容インタフ

ェース数 

6 ＩＦ／ユ

ニット 

インタフェース変換装置ポート収容率 1 ― 

ＲＴ－ＢＯＸ最大回線収容装置架数 

 

3 架／ＲＴ

ＢＯＸ 

ＲＴ－ＢＯＸ最大共用架数 

 

1 架／ＲＴ

ＢＯＸ 

共用架当たり所要面積 1.5 ㎡／架 

メタル回線収容装置１ユニット当たりＤＣ電流 10.45 Ａ／ユニ

ット 

メタル回線収容装置架当たり最大搭載ユニット数 2 ユニット

／架 

メタル回線収容装置架当たり面積 0.172 ㎡／架 

メタル回線収容装置用Ｌ２ＳＷ１ユニット当たりＤＣ電流 10.5 Ａ／ユニ

ット 

メタル回線収容装置用Ｌ２ＳＷ共用架当たり最大搭載ユニッ

ト数 

18 ユニット

／架 

音声収容ルータ１ユニット当たりＤＣ電流 5 Ａ／ユニ

ット 

音声収容ルータ１ユニット当たりＡＣ100Ｖ電流 0 Ａ／ユニ

ット 

音声収容ルータ１ユニット当たりＡＣ200Ｖ電流 0 Ａ／ユニ

ット 

音声収容ルータ共用架当たり最大搭載ユニット数 11 ユニット

／架 

共用収容ルータ１ユニット当たりＤＣ電流 5 Ａ／ユニ

ット 

共用収容ルータ共用架当たり最大搭載ユニット数 12 ユニット

／架 

共用コアルータ１ユニット当たりＤＣ電流 8 Ａ／ユニ

ット 

共用コアルータ１ユニット当たりＡＣ200Ｖ電流 0 Ａ／ユニ
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ット 

共用コアルータ共用架当たり最大搭載ユニット数 8 ユニット

／架 

コア局用Ｌ２ＳＷ１ユニット当たりＡＣ100Ｖ電流 6.6 Ａ／ユニ

ット 

コア局用Ｌ２ＳＷ共用架当たり最大搭載ユニット数 6 ユニット

／架 

ＣＳ１ユニット当たりＤＣ電流 54.5 Ａ／ユニ

ット 

ＣＳ１ユニット当たりＡＣ100Ｖ電流 0 Ａ／ユニ

ット 

ＣＳ架当たり最大搭載ユニット数 12 ユニット

／架 

ＣＳ架当たり面積 1.5 ㎡／架 

ＣＳ用ＤＢ架当たり最大搭載ユニット数 2 ユニット

／架 

ＣＳ用ＤＢ架当たり面積 3 ㎡／架 

関門系ルータ１ユニット当たりＤＣ電流 0 Ａ／ユニ

ット 

関門系ルータ１ユニット当たりＡＣ200Ｖ電流 16 Ａ／ユニ

ット 

関門系ルータ共用架当たり最大搭載ユニット数 5 ユニット

／架 

相互接続局用Ｌ２ＳＷ１ユニット当たりＤＣ電流 22.6 Ａ／ユニ

ット 

相互接続局用Ｌ２ＳＷ共用架当たり最大搭載ユニット数 14 ユニット

／架 

ＳＢＣ呼処理部１ユニット当たりＤＣ電流 0 Ａ／ユニ

ット 

ＳＢＣ呼処理部１ユニット当たりＡＣ200Ｖ電流 0 Ａ／ユニ

ット 

ＳＢＣ呼処理部相互接続局設備共用架当たり最大搭載ユニッ

ト数 

0 ユニット

／架 

ＳＢＣセッション管理部１ユニット当たりＤＣ電流 0 Ａ／ユニ

ット 

ＳＢＣセッション管理部１ユニット当たりＡＣ200Ｖ電流 0 Ａ／ユニ

ット 
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ＳＢＣセッション管理部相互接続局設備共用架当たり最大搭

載ユニット数 

0 ユニット

／架 

ＳＢＣ１ユニット当たりＤＣ電流 8.74 Ａ／ユニ

ット 

ＳＢＣ１ユニット当たりＡＣ200Ｖ電流 0 Ａ／ユニ

ット 

ＳＢＣ相互接続局設備共用架当たり最大搭載ユニット数 16 ユニット

／架 

ＥＮＵＭサーバ１ユニット当たりＤＣ電流 8.96 Ａ／ユニ

ット 

ＥＮＵＭサーバ１ユニット当たりＡＣ200Ｖ電流 0 Ａ／ユニ

ット 

ＥＮＵＭサーバ相互接続局設備共用架当たり最大搭載ユニッ

ト数 

16 ユニット

／架 

ＤＮＳサーバ１ユニット当たりＤＣ電流 8.96 Ａ／ユニ

ット 

ＤＮＳサーバ１ユニット当たりＡＣ200Ｖ電流 0 Ａ／ユニ

ット 

ＤＮＳサーバ相互接続局設備共用架当たり最大搭載ユニット

数 

16 ユニット

／架 

ＥＮＵＭ・ＤＮＳ共通サーバ１ユニット当たりＤＣ電流 0 Ａ／ユニ

ット 

ＥＮＵＭ・ＤＮＳ共通サーバ１ユニット当たりＡＣ200 電流 0 Ａ／ユニ

ット 

ＥＮＵＭ・ＤＮＳ共通サーバ相互接続局設備共用架当たり最

大搭載ユニット数 

0 ユニット

／架 

相互接続局共通設備当たりＤＣ電流 206.4 Ａ 

相互接続局共通設備当たりＡＣ200Ｖ電流 0 Ａ 

相互接続局共通設備架数 3 架 

相互接続局設備共用架当たり面積 0.63 ㎡／架 

ＰＴＮ１ユニット当たりＤＣ電流 3.05 Ａ／ユニ

ット 

ＰＴＮ共用架当たり最大搭載ユニット数 16 ユニット

／架 

ＣＷＤＭ１ユニット当たりＤＣ電流 4.2 Ａ／ユニ

ット 
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ＣＷＤＭ１ユニット当たりＡＣ100Ｖ電流 2 Ａ／ユニ

ット 

ＣＷＤＭ共用架当たり最大搭載ユニット数 8 ユニット

／架 

中間中継伝送装置１ユニット当たりＤＣ電流 4.2 Ａ／ユニ

ット 

中間中継伝送装置１ユニット当たりＡＣ100Ｖ電流 2 Ａ／ユニ

ット 

中間中継伝送装置共用架当たり最大搭載ユニット数 8 ユニット

／架 

１万端子当たりの必要主配線盤長 2.52 ｍ 

作業スペース込みの主配線盤幅 3.9 ｍ 

光ケーブル成端架単位面積（大） 12 ㎡ 

光ケーブル成端架単位面積当たり最大収容端子数（大） 2,000 端子 

光ケーブル成端架単位面積（中） 2 ㎡ 

光ケーブル成端架単位面積当たり最大収容端子数（中） 389 端子 

光ケーブル成端架単位面積（小１） 1 ㎡ 

光ケーブル成端架単位面積当たり最大収容端子数（小１） 128 端子 

光ケーブル成端架単位面積（小２） 2 ㎡ 

光ケーブル成端架単位面積当たり最大収容端子数（小２） 256 端子 

オペレーション設備（総合監視）単位面積当たりＡＣ電流 0.8 Ａ／㎡ 

オペレーション設備（試験受付）単位面積当たりＡＣ電流 0.8 Ａ／㎡ 

オペレーション設備（総合監視）面積 505 ㎡ 

オペレーション設備（試験受付）面積 432 ㎡ 

海底中間中継伝送装置用給電装置単位電流 0.92 Ａ／台 

海底中間中継伝送装置用給電装置単位面積 1.44 ㎡ 

変復調回線切替装置単位電流 1.7 Ａ／台 

変復調回線切替装置架面積 1.92 ㎡／架 

無線送受信装置単位電流 0.5 Ａ／台 

無線送受信装置架面積 1.44 ㎡／架 

地上鉄塔土地面積 144 ㎡ 

発熱量換算係数 860 kcal／ｋ

ＶＡ 

空調設備１台当たりの能力⑴ 48,151 kcal／台 

空調設備１台当たりの能力⑵ 19,261 kcal／台 

空調設備１台当たりの電力容量⑴ 18.54 ｋＶＡ 
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空調設備１台当たりの電力容量⑵ 5.6 ｋＶＡ 

空調設備単位面積⑴ 3.43 ㎡ 

空調設備単位面積⑵ 0.67 ㎡ 

空調設備予備台数 1 台 

整流器１ユニット当たり最大電流 100 Ａ／ユニ

ット 

整流装置１系統当たり最大電流 800 Ａ／系統 

整流装置基本部収容可能整流器数 4 個／架 

整流装置増設架収容可能整流器数 4 個／架 

整流装置総合効率 0.87 ― 

整流装置基本部面積 10 ㎡／架 

整流装置増設架面積 2 ㎡／架 

整流器予備ユニット数 1 ユニット 

直流電圧値 48 Ｖ 

警察消防用回線１回線当たりの消費電流 0.484375 Ａ／回線 

直流変換電源装置１架最大電流 80 Ａ／架 

直流変換電源装置架当たり単位面積 5 ㎡／架 

交流無停電電源装置規定出力容量⑴ 1 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑵ 3 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑶ 5 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑷ 7 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑸ 10 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑹ 15 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑺ 20 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑻ 30 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑼ 50 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑽ 75 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑾ 100 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑿ 200 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⒀ 250 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⒁ 300 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⒂ 400 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⒃ 500 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⒄ 600 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⒅ 800 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⒆ 1,000 ｋＶＡ 
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交流無停電電源装置規定出力容量⒇ 1,200 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量(21) 1,500 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置所要面積⑴ 4 ㎡ 

交流無停電電源装置所要面積⑵ 4 ㎡ 

交流無停電電源装置所要面積⑶ 4 ㎡ 

交流無停電電源装置所要面積⑷ 4 ㎡ 

交流無停電電源装置所要面積⑸ 7 ㎡ 

交流無停電電源装置所要面積⑹ 7 ㎡ 

交流無停電電源装置所要面積⑺ 8 ㎡ 

交流無停電電源装置所要面積⑻ 8 ㎡ 

交流無停電電源装置所要面積⑼ 8 ㎡ 

交流無停電電源装置所要面積⑽ 10 ㎡ 

交流無停電電源装置所要面積⑾ 10 ㎡ 

交流無停電電源装置所要面積⑿ 10 ㎡ 

交流無停電電源装置所要面積⒀ 10 ㎡ 

交流無停電電源装置所要面積⒁ 10 ㎡ 

交流無停電電源装置所要面積⒂ 30 ㎡ 

交流無停電電源装置所要面積⒃ 30 ㎡ 

交流無停電電源装置所要面積⒄ 20 ㎡ 

交流無停電電源装置所要面積⒅ 30 ㎡ 

交流無停電電源装置所要面積⒆ 50 ㎡ 

交流無停電電源装置所要面積⒇ 40 ㎡ 

交流無停電電源装置所要面積(21) 50 ㎡ 

交流無停電電源装置総合効率 0.88 ― 

蓄電池容量算出係数（大規模局、整流装置用、保持時間：３

時間） 

5.8 ＡＨ／Ａ 

蓄電池容量算出係数（大規模局、交流無停電電源装置用、保

持時間：３時間） 

4.2 ＡＨ／Ａ 

蓄電池容量算出係数（小規模局（作業員の到着に 1.5 時間以

上を要するもの及び災害対策の強化を目的とするものを除

く。）、保持時間：10 時間） 

12.6 ＡＨ／Ａ 

蓄電池容量算出係数（小規模局（作業員の到着に 1.5 時間以

上を要するものに限る。）、保持時間：18 時間） 

21.7 ＡＨ／Ａ 

蓄電池容量算出係数（小規模局（災害対策の強化を目的とす

るものに限る。）、保持時間：36 時間） 

39.7 ＡＨ／Ａ 

整流装置用蓄電池規定容量⑴ 200 ＡＨ 
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整流装置用蓄電池規定容量⑵ 300 ＡＨ 

整流装置用蓄電池規定容量⑶ 500 ＡＨ 

整流装置用蓄電池規定容量⑷ 1,000 ＡＨ 

整流装置用蓄電池規定容量⑸ 1,500 ＡＨ 

整流装置用蓄電池規定容量⑹ 2,000 ＡＨ 

整流装置用蓄電池規定容量⑺ 3,000 ＡＨ 

整流装置用蓄電池規定容量⑻ 4,000 ＡＨ 

整流装置用蓄電池規定容量⑼ 5,000 ＡＨ 

整流装置用蓄電池規定容量⑽ 6,000 ＡＨ 

整流装置用蓄電池所要面積⑴ 5 ㎡ 

整流装置用蓄電池所要面積⑵ 6 ㎡ 

整流装置用蓄電池所要面積⑶ 5 ㎡ 

整流装置用蓄電池所要面積⑷ 8 ㎡ 

整流装置用蓄電池所要面積⑸ 11 ㎡ 

整流装置用蓄電池所要面積⑹ 13 ㎡ 

整流装置用蓄電池所要面積⑺ 15 ㎡ 

整流装置用蓄電池所要面積⑻ 18 ㎡ 

整流装置用蓄電池所要面積⑼ 22 ㎡ 

整流装置用蓄電池所要面積⑽ 23 ㎡ 

交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池規定容量⑴ 50 ＡＨ 

交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池規定容量⑵ 100 ＡＨ 

交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池規定容量⑶ 200 ＡＨ 

交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池規定容量⑷ 300 ＡＨ 

交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池規定容量⑸ 500 ＡＨ 

交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池規定容量⑹ 1,000 ＡＨ 

交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池規定容量⑺ 1,500 ＡＨ 

交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池規定容量⑻ 2,000 ＡＨ 

交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池規定容量⑼ 3,000 ＡＨ 

交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池所要面積⑴ 8 ㎡ 

交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池所要面積⑵ 8 ㎡ 

交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池所要面積⑶ 8 ㎡ 

交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池所要面積⑷ 9 ㎡ 

交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池所要面積⑸ 8 ㎡ 

交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池所要面積⑹ 13 ㎡ 

交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池所要面積⑺ 18 ㎡ 

交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池所要面積⑻ 21 ㎡ 
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交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池所要面積⑼ 27 ㎡ 

交流無停電電源装置（200Ｖ）用蓄電池規定容量⑴ 200 ＡＨ 

交流無停電電源装置（200Ｖ）用蓄電池規定容量⑵ 300 ＡＨ 

交流無停電電源装置（200Ｖ）用蓄電池規定容量⑶ 500 ＡＨ 

交流無停電電源装置（200Ｖ）用蓄電池規定容量⑷ 1,000 ＡＨ 

交流無停電電源装置（200Ｖ）用蓄電池規定容量⑸ 1,500 ＡＨ 

交流無停電電源装置（200Ｖ）用蓄電池規定容量⑹ 2,000 ＡＨ 

交流無停電電源装置（200Ｖ）用蓄電池規定容量⑺ 3,000 ＡＨ 

交流無停電電源装置（200Ｖ）用蓄電池所要面積⑴ 13 ㎡ 

交流無停電電源装置（200Ｖ）用蓄電池所要面積⑵ 16 ㎡ 

交流無停電電源装置（200Ｖ）用蓄電池所要面積⑶ 22 ㎡ 

交流無停電電源装置（200Ｖ）用蓄電池所要面積⑷ 22 ㎡ 

交流無停電電源装置（200Ｖ）用蓄電池所要面積⑸ 31 ㎡ 

交流無停電電源装置（200Ｖ）用蓄電池所要面積⑹ 38 ㎡ 

交流無停電電源装置（200Ｖ）用蓄電池所要面積⑺ 49 ㎡ 

建物付帯設備面積付加係数（複数階局舎、オペレーション設

備あり） 

0.7 ― 

建物付帯設備面積付加係数（複数階局舎、オペレーション設

備なし） 

0.8 ― 

建物付帯設備面積付加係数（平屋局舎） 0.9 ― 

単位面積当たりの建物付帯設備電力容量 0.01 ｋＶＡ／

㎡ 

受電装置規定容量⑴ 100 ｋＶＡ 

受電装置規定容量⑵ 200 ｋＶＡ 

受電装置規定容量⑶ 300 ｋＶＡ 

受電装置規定容量⑷ 500 ｋＶＡ 

受電装置規定容量⑸ 750 ｋＶＡ 

受電装置規定容量⑹ 1,000 ｋＶＡ 

受電装置規定容量⑺ 1,500 ｋＶＡ 

受電装置規定容量⑻ 2,000 ｋＶＡ 

受電装置規定容量⑼ 4,000 ｋＶＡ 

受電装置所要面積⑴ 30 ㎡ 

受電装置所要面積⑵ 45 ㎡ 

受電装置所要面積⑶ 45 ㎡ 

受電装置所要面積⑷ 50 ㎡ 

受電装置所要面積⑸ 50 ㎡ 
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受電装置所要面積⑹ 50 ㎡ 

受電装置所要面積⑺ 50 ㎡ 

受電装置所要面積⑻ 60 ㎡ 

受電装置所要面積⑼ 162 ㎡ 

受電装置更改面積⑴ 15 ㎡ 

受電装置更改面積⑵ 25 ㎡ 

受電装置更改面積⑶ 25 ㎡ 

受電装置更改面積⑷ 32 ㎡ 

受電装置更改面積⑸ 35 ㎡ 

受電装置更改面積⑹ 37 ㎡ 

受電装置更改面積⑺ 52 ㎡ 

受電装置更改面積⑻ 54 ㎡ 

受電装置更改面積⑼ 212 ㎡ 

発電装置規定容量⑴ 10 ｋＶＡ 

発電装置規定容量⑵ 20 ｋＶＡ 

発電装置規定容量⑶ 37.5 ｋＶＡ 

発電装置規定容量⑷ 50 ｋＶＡ 

発電装置規定容量⑸ 75 ｋＶＡ 

発電装置規定容量⑹ 100 ｋＶＡ 

発電装置規定容量⑺ 150 ｋＶＡ 

発電装置規定容量⑻ 200 ｋＶＡ 

発電装置規定容量⑼ 250 ｋＶＡ 

発電装置規定容量⑽ 300 ｋＶＡ 

発電装置規定容量⑾ 375 ｋＶＡ 

発電装置規定容量⑿ 500 ｋＶＡ 

発電装置規定容量⒀ 625 ｋＶＡ 

発電装置規定容量⒁ 750 ｋＶＡ 

発電装置規定容量⒂ 1,000 ｋＶＡ 

発電装置規定容量⒃ 1,500 ｋＶＡ 

発電装置規定容量⒄ 1,750 ｋＶＡ 

発電装置規定容量⒅ 2,000 ｋＶＡ 

発電装置規定容量⒆ 3,125 ｋＶＡ 

発電装置所要面積⑴ 36 ㎡ 

発電装置所要面積⑵ 36 ㎡ 

発電装置所要面積⑶ 36 ㎡ 

発電装置所要面積⑷ 36 ㎡ 
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発電装置所要面積⑸ 36 ㎡ 

発電装置所要面積⑹ 36 ㎡ 

発電装置所要面積⑺ 54 ㎡ 

発電装置所要面積⑻ 54 ㎡ 

発電装置所要面積⑼ 54 ㎡ 

発電装置所要面積⑽ 72 ㎡ 

発電装置所要面積⑾ 72 ㎡ 

発電装置所要面積⑿ 72 ㎡ 

発電装置所要面積⒀ 72 ㎡ 

発電装置所要面積⒁ 72 ㎡ 

発電装置所要面積⒂ 108 ㎡ 

発電装置所要面積⒃ 108 ㎡ 

発電装置所要面積⒄ 108 ㎡ 

発電装置所要面積⒅ 108 ㎡ 

発電装置所要面積⒆ 108 ㎡ 

小規模局用電源装置１台当たりの最大電流（小規模局） 150 Ａ 

小規模局用電源装置１台当たりの最大電流（ＲＴ―ＢＯＸ）

⑴ 

37.5 Ａ 

小規模局用電源装置１台当たりの最大電流（ＲＴ―ＢＯＸ）

⑵ 

50 Ａ 

小規模局用電源装置１台当たりの最大電流（ＲＴ―ＢＯＸ）

⑶ 

100 Ａ 

小規模局用電源装置１台当たりの所要面積（小規模局） 7 ㎡ 

小規模局用電源装置１台当たりの所要面積（ＲＴ―ＢＯＸ）

⑴ 

9 ㎡ 

小規模局用電源装置１台当たりの所要面積（ＲＴ―ＢＯＸ）

⑵ 

9 ㎡ 

小規模局用電源装置１台当たりの所要面積（ＲＴ―ＢＯＸ）

⑶ 

9 ㎡ 

可搬型発動発電機規定容量⑴ 1 ｋＶＡ 

可搬型発動発電機規定容量⑵ 2 ｋＶＡ 

可搬型発動発電機規定容量⑶ 3 ｋＶＡ 

可搬型発動発電機規定容量⑷ 4 ｋＶＡ 

可搬型発動発電機規定容量⑸ 5 ｋＶＡ 

可搬型発動発電機規定容量⑹ 6 ｋＶＡ 

可搬型発動発電機規定容量⑺ 7 ｋＶＡ 
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可搬型発動発電機規定容量⑻ 8 ｋＶＡ 

可搬型発動発電機規定容量⑼ 9 ｋＶＡ 

可搬型発動発電機規定容量⑽ 10 ｋＶＡ 

可搬型発動発電機規定容量⑾ 11 ｋＶＡ 

可搬型発動発電機設置台数⑴ 0 台 

可搬型発動発電機設置台数⑵ 29 台 

可搬型発動発電機設置台数⑶ 6 台 

可搬型発動発電機設置台数⑷ 0 台 

可搬型発動発電機設置台数⑸ 2 台 

可搬型発動発電機設置台数⑹ 2 台 

可搬型発動発電機設置台数⑺ 0 台 

可搬型発動発電機設置台数⑻ 0 台 

可搬型発動発電機設置台数⑼ 0 台 

可搬型発動発電機設置台数⑽ 0 台 

可搬型発動発電機設置台数⑾ 1 台 

複数階局舎容積率 400 ％ 

平屋局舎容積率 100 ％ 

駐車スペース等土地面積 90 ㎡ 

ＲＴ―ＢＯＸ土地面積 75 ㎡ 

駐車スペース面積 21 ㎡ 

時分割多元接続装置架当たりＤＣ電流 9.5 Ａ／架 

時分割多元接続装置架当たり面積 1.44 ㎡／架 

衛星送受信装置架当たりＤＣ電流 36.7 Ａ／架 

衛星送受信装置架当たり面積 1.44 ㎡／架 

衛星回線制御装置架当たりＤＣ電流 210.5 Ａ／架 

衛星回線制御装置架当たり面積 16.38 ㎡／架 

インタフェース変換装置１ユニット当たりＤＣ電流 3.125 Ａ／ユニ

ット 

インタフェース変換装置共用架当たり最大搭載ユニット数 5 ユニット

／架 

土地単価時価補正係数 0.7 ― 

土地単価時点補正係数（北海道） 0.8445 ― 

土地単価時点補正係数（青森県） 0.6787 ― 

土地単価時点補正係数（岩手県） 0.7159 ― 

土地単価時点補正係数（宮城県） 1.0587 ― 

土地単価時点補正係数（秋田県） 0.6319 ― 

120



土地単価時点補正係数（山形県） 0.7546 ― 

土地単価時点補正係数（福島県） 0.8172 ― 

土地単価時点補正係数（茨城県） 0.7179 ― 

土地単価時点補正係数（栃木県） 0.7319 ― 

土地単価時点補正係数（群馬県） 0.7401 ― 

土地単価時点補正係数（埼玉県） 0.8839 ― 

土地単価時点補正係数（千葉県） 0.9099 ― 

土地単価時点補正係数（東京都） 1.0641 ― 

土地単価時点補正係数（神奈川県） 0.9304 ― 

土地単価時点補正係数（新潟県） 0.7633 ― 

土地単価時点補正係数（富山県） 0.8291 ― 

土地単価時点補正係数（石川県） 0.7984 ― 

土地単価時点補正係数（福井県） 0.7142 ― 

土地単価時点補正係数（山梨県） 0.7546 ― 

土地単価時点補正係数（長野県） 0.7614 ― 

土地単価時点補正係数（岐阜県） 0.8026 ― 

土地単価時点補正係数（静岡県） 0.8299 ― 

土地単価時点補正係数（愛知県） 0.9981 ― 

土地単価時点補正係数（三重県） 0.7865 ― 

土地単価時点補正係数（滋賀県） 0.8631 ― 

土地単価時点補正係数（京都府） 0.9563 ― 

土地単価時点補正係数（大阪府） 0.9296 ― 

土地単価時点補正係数（兵庫県） 0.8858 ― 

土地単価時点補正係数（奈良県） 0.8400 ― 

土地単価時点補正係数（和歌山県） 0.6917 ― 

土地単価時点補正係数（鳥取県） 0.6797 ― 

土地単価時点補正係数（島根県） 0.7356 ― 

土地単価時点補正係数（岡山県） 0.8278 ― 

土地単価時点補正係数（広島県） 0.8511 ― 

土地単価時点補正係数（山口県） 0.7218 ― 

土地単価時点補正係数（徳島県） 0.6405 ― 

土地単価時点補正係数（香川県） 0.7011 ― 

土地単価時点補正係数（愛媛県） 0.7546 ― 

土地単価時点補正係数（高知県） 0.6115 ― 

土地単価時点補正係数（福岡県） 0.9819 ― 

土地単価時点補正係数（佐賀県） 0.7392 ― 
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土地単価時点補正係数（長崎県） 0.7882 ― 

土地単価時点補正係数（熊本県） 0.8809 ― 

土地単価時点補正係数（大分県） 0.8040 ― 

土地単価時点補正係数（宮崎県） 0.7980 ― 

土地単価時点補正係数（鹿児島県） 0.7068 ― 

土地単価時点補正係数（沖縄県） 1.2330 ― 

監視設備（総合監視） 対投資額比率 0.001478 ― 

監視設備（収容局設備） 対投資額比率 0.05510 ― 

監視設備（コア局設備） 対投資額比率 0.07672 ― 

監視設備（市外線路） 対投資額比率 0.03456 ― 

監視設備（市内線路） 対投資額比率 0.01118 ― 

監視設備（伝送無線機械） 対投資額比率 0.1010 ― 

共通用建物 対投資額比率 0.01028 ― 

共通用土地 対投資額比率 0.006948 ― 

共通用土地単価補正係数 1 ― 

構築物 対投資額比率 0.06697 ― 

機械及び装置 対投資額比率 0.0006632 ― 

車両 対投資額比率 0.0001294 ― 

工具、器具及び備品 対投資額比率 0.004890 ― 

無形固定資産（ソフトウェアを除く。） 対投資額比率 0.003991 ― 
 

別表第３（第６条・第11条関係） 別表第３（第６条・第11条関係） 

様式第１ 固定資産明細表 様式第１ 固定資産明細表 

 第１表  

［表略］ ［表同左］ 

 第２表  ［新設］ 

無 形 固 定 資 産   

工 具 、 器 具 及 び

備 品 

  

車 両   

機 械 及 び 装 置   

構 築 物   

共 通 用 土 地   

共 通 用 建 物   

 

122



監 視 設 備 （ 市 内

線 路 ） 

  
監 視 設 備 （ 市 外

線 路 ） 

  

監 視 設 備 （ 伝 送

無 線 機 械 ） 

  

監 視 設 備 （ コ ア

局 設 備 ） 

  

監 視 設 備 （ 収 容

局 設 備 ） 

  

監 視 設 備 （ 総 合

監 視 ） 

  

機 械 室 土 地   

機 械 室 建 物   

電 力 設 備 （ 可 搬

型 発 動 発 電 機 ） 

  

電 力 設 備 （ 小 規

模 局 用 電 源 装 置

） 

  

電 力 設 備 （ 発 電

装 置 ） 

  

電 力 設 備 （ 受 電

装 置 ） 

  

電 力 設 備 （ 蓄 電

池 ） 

  

電 力 設 備 （ 交 流

無 停 電 電 源 装 置

） 

  

電 力 設 備 （ 直 流

変 換 電 源 装 置 ） 

  

電 力 設 備 （ 整 流

装 置 ） 

  

空 調 設 備   
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ア ナ ロ グ ・ デ ジ

タ ル 回 線 共 通 部 

  
ア ナ ロ グ 局 内 回

線 収 容 装 置 

  

総 合 デ ジ タ ル 通

信 局 内 回 線 終 端

装 置 

  

電 線 共 同 溝   

中 継 系 と う 道   

加 入 系 と う 道   

中 継 系 共 同 溝   

加 入 系 共 同 溝   

中 継 系 中 口 径 管

路 

  

加 入 系 中 口 径 管

路 

  

中 継 系 管 路   

加 入 系 管 路   

中 継 系 電 柱   

加 入 系 電 柱   

衛 星 通 信 設 備   

無 線 鉄 塔   

無 線 ア ン テ ナ   

イ ン タ フ ェ ー ス

変 換 装 置 

  

無 線 伝 送 装 置   

海 底 中 間 中 継 伝

送 装 置 

  

海 底 光 ケ ー ブ ル   

中 継 系 光 ケ ー ブ

ル 

  

加 入 系 光 ケ ー ブ

ル 
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メ タ ル ケ ー ブ ル   
Ｄ Ｎ Ｓ サ ー バ   

Ｅ Ｎ Ｕ Ｍ サ ー バ   

Ｓ Ｂ Ｃ   

相 互 接 続 局 用 Ｌ

２ Ｓ Ｗ 

  

関 門 系 ル ー タ   

Ｃ Ｓ   

中 間 中 継 伝 送 装

置 

  

伝 送 装 置   

コ ア 局 用 Ｌ ２ Ｓ

Ｗ 

  

共 用 コ ア ル ー タ   

光 ケ ー ブ ル 成 端

架 

  

主 配 線 盤   

き 線 点 遠 隔 収 容

装 置 

  

警 察 消 防 用 回 線

集 約 装 置 

  

消 防 警 察 ト ラ ン

ク 

  

メ タ ル 回 線 収 容

装 置 用 Ｌ ２ Ｓ Ｗ 

  

メ タ ル 回 線 収 容

装 置 

  

共 用 収 容 ル ー タ   

音 声 収 容 ル ー タ   
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定
額

法
 

定
率

法
 

正 味 固 定 資 産 価 額 
 

様式第２ 固定資産帰属明細表 様式第２ 固定資産帰属明細表 

 第１表  

［表略］ ［表同左］ 

 第２表  ［新設］ 

無 形 固 定 資 産           

工 具 、 器 具 及 び

備 品 

          

車 両           

機 械 及 び 装 置           

構 築 物           

共 通 用 土 地           

共 通 用 建 物           

監 視 設 備 （ 市 内

線 路 ） 

          

監 視 設 備 （ 市 外

線 路 ） 

          

監 視 設 備 （ 伝 送

無 線 機 械 ） 

          

監 視 設 備 （ コ ア

局 設 備 ） 

          

監 視 設 備 （ 収 容

局 設 備 ） 

          

監 視 設 備 （ 総 合

監 視 ） 

          

機 械 室 土 地           

機 械 室 建 物           

電 力 設 備 （ 可 搬

型 発 動 発 電 機 ） 
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電 力 設 備 （ 小 規

模 局 用 電 源 装 置

） 

          
電 力 設 備 （ 発 電

装 置 ） 

          

電 力 設 備 （ 受 電

装 置 ） 

          

電 力 設 備 （ 蓄 電

池 ） 

          

電 力 設 備 （ 交 流

無 停 電 電 源 装 置

） 

          

電 力 設 備 （ 直 流

変 換 電 源 装 置 ） 

          

電 力 設 備 （ 整 流

装 置 ） 

          

空 調 設 備           

ア ナ ロ グ ・ デ ジ

タ ル 回 線 共 通 部 

          

ア ナ ロ グ 局 内 回

線 収 容 装 置 

          

総 合 デ ジ タ ル 通

信 局 内 回 線 終 端

装 置 

          

電 線 共 同 溝           

中 継 系 と う 道           

加 入 系 と う 道           

中 継 系 共 同 溝           

加 入 系 共 同 溝           

中 継 系 中 口 径 管

路 

          

加 入 系 中 口 径 管

路 

          

中 継 系 管 路           
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加 入 系 管 路           
中 継 系 電 柱           

加 入 系 電 柱           

衛 星 通 信 設 備           

無 線 鉄 塔           

無 線 ア ン テ ナ           

イ ン タ フ ェ ー ス

変 換 装 置 

          

無 線 伝 送 装 置           

海 底 中 間 中 継 伝

送 装 置 

          

海 底 光 ケ ー ブ ル           

中 継 系 光 ケ ー ブ

ル 

          

加 入 系 光 ケ ー ブ

ル 

          

メ タ ル ケ ー ブ ル           

Ｄ Ｎ Ｓ サ ー バ           

Ｅ Ｎ Ｕ Ｍ サ ー バ           

Ｓ Ｂ Ｃ           

相 互 接 続 局 用 Ｌ

２ Ｓ Ｗ 

          

関 門 系 ル ー タ           

Ｃ Ｓ           

中 間 中 継 伝 送 装

置 

          

伝 送 装 置           

コ ア 局 用 Ｌ ２ Ｓ

Ｗ 

          

共 用 コ ア ル ー タ           
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光 ケ ー ブ ル 成 端

架 

          
主 配 線 盤           

き 線 点 遠 隔 収 容

装 置 

          

警 察 消 防 用 回 線

集 約 装 置 

          

消 防 警 察 ト ラ ン

ク 

          

メ タ ル 回 線 収 容

装 置 用 Ｌ ２ Ｓ Ｗ 

          

メ タ ル 回 線 収 容

装 置 

          

共 用 収 容 ル ー タ           

音 声 収 容 ル ー タ           
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別表第４の１（第６条関係） 費用算定方式 別表第４の１（第６条関係） 費用算定方式 

 第１表  

費用区分 算定方式 費用区分 算定方式 
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［略］ 

固定資産税 定率法正味固定資産価額×固定資産税率 

定率法正味固定資産価額は、別表第２の１第１表に定める算出

式により算定する。 

［略］ 
 

［同左］ 

固定資産税 定率法正味固定資産価額×固定資産税率 

定率法正味固定資産価額は、別表第２の１に定める算出式によ

り算定する。 

［同左］ 
 

 第２表  ［新設］ 

費用区分 算定方式 

減価償却費 （（（投資額－最低残存価額）÷法定耐用年数）×法定耐用年数＋

除去損）÷経済的耐用年数 

土地は、減価償却しない。除去損＝最低残存価額とする。 

通信設備使用料 伊豆大島と本土中継交換機間及び犬石と中継交換局間の伝送路に係

るもの 

伝送路数×専用線料金単価 

固定資産税 定率法正味固定資産価額×固定資産税率 

定率法正味固定資産価額は、別表第２の１第２表に定める算出式

により算定する。 

施設保全費 ⑴ 加入系線路に係るもの 

設備延長km×１km当たりの施設保全費＋加入者数×１加入者当た

り施設保全費 

⑵ 中継系架空光ケーブル、中継系地下光ケーブル、海底光ケーブ

ル、電線共同溝、自治体管路、監視設備（市外線路）及び監視設

備（市内線路）に係るもの 

設備延長km×１km当たりの施設保全費 

⑶ 管路、中口径管路、共同溝及びとう道に係るもの 

設備亘長km×１km当たりの施設保全費 

⑷ 上記以外のもの 

投資額×施設保全費対投資額比率 

道路占用料 ⑴ 電柱に係るもの 

電柱本数×電柱１本当たり道路占用料 

⑵ 管路、中口径管路及びとう道に係るもの 

設備亘長km×１km当たり道路占用料 

⑶ 電線共同溝、自治体管路及び情報ボックスに係るもの 

設備延長km×１km当たり道路占用料 

⑷ き線点遠隔収容装置に係るもの 

き線点遠隔収容装置ユニット数×き線点遠隔収容装置１ユニット

当たり道路占用料 

撤去費用 投資額×撤去費用対投資額比率 
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試験研究費 直接費×対直接費比率 

直接費＝減価償却費＋通信設備使用料＋固定資産税＋施設保全費＋

道路占用料＋撤去費用 

管理共通費 （施設保全費＋試験研究費）×管理共通費比率 
 

別表第４の２（第６条関係） 共通費等の配賦基準 別表第４の２（第６条関係） 共通費等の配賦基準 

 第１表  

 区分 帰属対象設備 配賦基準 

試験研究費 別表第１の１第１表の設備区分

に定める各設備 

直接費比 

接続関連事務費 別表第１の１第１表の設備区分

に定める各設備 

投資額比 

管理共通費 別表第１の１第１表の設備区分

に定める各設備 

施設保全費＋試験研究費＋接続

関連事務費の合計額比 

［略］ 

共通用建物 別表第１の１第１表の設備区分

に定める各設備 

施設保全費＋試験研究費＋接続

関連事務費の合計額比 

共通用土地 別表第１の１第１表の設備区分

に定める各設備 

施設保全費＋試験研究費＋接続

関連事務費の合計額比 

構築物 別表第１の１第１表の設備区分

に定める各設備 

機械室土地建物、共通用土地建

物の資本コスト＋保守コストの

合計額比 

機械及び装置 別表第１の１第１表の設備区分

に定める各設備 

施設保全費＋試験研究費＋接続

関連事務費の合計額比 

車両 別表第１の１第１表の設備区分

に定める各設備 

施設保全費比 

工具、器具及び備

品 

別表第１の１第１表の設備区分

に定める各設備 

施設保全費＋試験研究費＋接続

関連事務費の合計額比 

無 形 固

定資産 

［略］ 

 

［略］ 

そ の 他

の 無 形

固 定 資

産 

別表第１の１第１表の設備区分

に定める各設備 

ネットワーク設備投資額 

［略］ 
 

 区分 帰属対象設備 配賦基準 

試験研究費 別表第１の１の設備区分に定め

る各設備 

直接費比 

接続関連事務費 別表第１の１の設備区分に定め

る各設備 

投資額比 

管理共通費 別表第１の１の設備区分に定め

る各設備 

施設保全費＋試験研究費＋接続

関連事務費の合計額比 

［同左］ 

共通用建物 別表第１の１の設備区分に定め

る各設備 

施設保全費＋試験研究費＋接続

関連事務費の合計額比 

共通用土地 別表第１の１の設備区分に定め

る各設備 

施設保全費＋試験研究費＋接続

関連事務費の合計額比 

構築物 別表第１の１の設備区分に定め

る各設備 

機械室土地建物、共通用土地建

物の資本コスト＋保守コストの

合計額比 

機械及び装置 別表第１の１の設備区分に定め

る各設備 

施設保全費＋試験研究費＋接続

関連事務費の合計額比 

車両 別表第１の１の設備区分に定め

る各設備 

施設保全費比 

工具、器具及び備

品 

別表第１の１の設備区分に定め

る各設備 

施設保全費＋試験研究費＋接続

関連事務費の合計額比 

無 形 固

定資産 

［ 同 左

］ 

［同左］ 

そ の 他

の 無 形

固 定 資

産 

別表第１の１の設備区分に定め

る各設備 

ネットワーク設備投資額 

［同左］ 
 

 ［注 略］  ［注 同左］ 

 第２表  ［新設］ 
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区分 帰属対象設備 配賦基準 

試験研究費 別表第１の１第２表の設備区分

に定める各設備 

直接費比 

管理共通費 別表第１の１第２表の設備区分

に定める各設備 

施設保全費＋試験研究費の合計

額比 

監 視 設

備 

総 合 監

視 

収容局以上の各設備 資本コスト＋保守コストの合計

額比 

収 容 局

設備 

収容局の各設備 資本コスト＋保守コストの合計

額比 

コ ア 局

設備 

コア局の各設備 資本コスト＋保守コストの合計

額比 

伝 送 無

線機械 

伝送装置、中間中継伝送装置、

無線伝送装置、無線鉄塔、無線

アンテナ、衛星通信設備及びイ

ンタフェース変換装置 

資本コスト＋保守コストの合計

額比 

市 外 線

路 

中継系光ケーブル、海底光ケー

ブル及び海底中間中継伝送装置 

資本コスト＋保守コストの合計

額比 

市 内 線

路 

メタルケーブル及び加入系光ケ

ーブル 

資本コスト＋保守コストの合計

額比 

共通用建物 別表第１の１第２表の設備区分

に定める各設備 

施設保全費＋試験研究費の合計

額比 

共通用土地 別表第１の１第２表の設備区分

に定める各設備 

施設保全費＋試験研究費の合計

額比 

構築物 別表第１の１第２表の設備区分

に定める各設備 

機械室土地建物及び共通用土地

建物の資本コスト＋保守コスト

の合計額比 

機械及び装置 別表第１の１第２表の設備区分

に定める各設備 

施設保全費＋試験研究費の合計

額比 

車両 別表第１の１第２表の設備区分

に定める各設備 

施設保全費比 

工具、器具及び備

品 

別表第１の１第２表の設備区分

に定める各設備 

施設保全費＋試験研究費の合計

額比 

無形固定資産 別表第１の１第２表の設備区分

に定める各設備 

ネットワーク設備投資額比 

空調設備 音声収容ルータ、共用収容ルー

タ、メタル回線収容装置、メタ

ル回線収容装置用Ｌ２ＳＷ、消

電力容量比 
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防警察トランク、警察消防用回

線集約装置、共用コアルータ、

コア局用Ｌ２ＳＷ、ＣＳ、伝送

装置、中間中継伝送装置、無線

伝送装置、インタフェース変換

装置、衛星通信設備、関門系ル

ータ、相互接続局用Ｌ２ＳＷ、

ＳＢＣ、ＥＮＵＭサーバ、ＤＮ

Ｓサーバ及びオペレーション設

備 

電 力 設

備 

整 流 装

置 

音声収容ルータ、共用収容ルー

タ、メタル回線収容装置、メタ

ル回線収容装置用Ｌ２ＳＷ、消

防警察トランク、警察消防用回

線集約装置、共用コアルータ、

ＣＳ、伝送装置、中間中継伝送

装置、無線伝送装置、インタフ

ェース変換装置、衛星通信設備

、関門系ルータ、相互接続局用

Ｌ２ＳＷ、ＳＢＣ、ＥＮＵＭサ

ーバ及びＤＮＳサーバ 

電流比 

蓄電池 音声収容ルータ、共用収容ルー

タ、メタル回線収容装置、メタ

ル回線収容装置用Ｌ２ＳＷ、消

防警察トランク、警察消防用回

線集約装置、共用コアルータ、

コア局用Ｌ２ＳＷ、ＣＳ、伝送

装置、中間中継伝送装置、無線

伝送装置、インタフェース変換

装置、衛星通信設備、関門系ル

ータ、相互接続局用Ｌ２ＳＷ、

ＳＢＣ、ＥＮＵＭサーバ、ＤＮ

Ｓサーバ及びオペレーション設

備 

電流比 

交 流 無

停 電 電

源装置 

音声収容ルータ、警察消防用回

線集約装置、共用コアルータ、

コア局用Ｌ２ＳＷ、ＣＳ、伝送

電流比 
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装置、中間中継伝送装置、信号

用中継交換機、関門系ルータ、

ＳＢＣ、ＥＮＵＭサーバ、ＤＮ

Ｓサーバ及びオペレーション設

備 

受 電 装

置 

音声収容ルータ、共用収容ルー

タ、メタル回線収容装置、メタ

ル回線収容装置用Ｌ２ＳＷ、消

防警察トランク、警察消防用回

線集約装置、共用コアルータ、

コア局用Ｌ２ＳＷ、ＣＳ、伝送

装置、中間中継伝送装置、無線

伝送装置、インタフェース変換

装置、衛星通信設備、関門系ル

ータ、相互接続局用Ｌ２ＳＷ、

ＳＢＣ、ＥＮＵＭサーバ、ＤＮ

Ｓサーバ及びオペレーション設

備 

電力容量比 

発 電 装

置 

音声収容ルータ、共用収容ルー

タ、メタル回線収容装置、メタ

ル回線収容装置用Ｌ２ＳＷ、消

防警察トランク、警察消防用回

線集約装置、共用コアルータ、

コア局用Ｌ２ＳＷ、ＣＳ、伝送

装置、中間中継伝送装置、無線

伝送装置、インタフェース変換

装置、衛星通信設備、関門系ル

ータ、相互接続局用Ｌ２ＳＷ、

ＳＢＣ、ＥＮＵＭサーバ、ＤＮ

Ｓサーバ及びオペレーション設

備 

電力容量比 

小 規 模

局 用 電

源装置 

音声収容ルータ、共用収容ルー

タ、メタル回線収容装置、メタ

ル回線収容装置用Ｌ２ＳＷ、伝

送装置、中間中継伝送装置、無

線伝送装置、インタフェース変

換装置及び衛星通信設備 

電流比 
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小 規 模

局 用 蓄

電池 

音声収容ルータ、共用収容ルー

タ、メタル回線収容装置、メタ

ル回線収容装置用Ｌ２ＳＷ、伝

送装置、中間中継伝送装置、無

線伝送装置、インタフェース変

換装置及び衛星通信設備 

電流比 

可 搬 型

発 動 発

電機 

音声収容ルータ、共用収容ルー

タ、メタル回線収容装置、メタ

ル回線収容装置用Ｌ２ＳＷ、伝

送装置、中間中継伝送装置、無

線伝送装置、インタフェース変

換装置及び衛星通信設備 

電流比 

直 流 変

換 電 源

装置 

消防警察トランク及び警察消防

用回線集約装置 

電流比 

機械室建物 主配線盤、光ケーブル成端架、

音声収容ルータ、共用収容ルー

タ、メタル回線収容装置、メタ

ル回線収容装置用Ｌ２ＳＷ、消

防警察トランク、警察消防用回

線集約装置、共用コアルータ、

コア局用Ｌ２ＳＷ、ＣＳ、伝送

装置、中間中継伝送装置、無線

伝送装置、インタフェース変換

装置、衛星通信設備、関門系ル

ータ、相互接続局用Ｌ２ＳＷ、

ＳＢＣ、ＥＮＵＭサーバ、ＤＮ

Ｓサーバ及びオペレーション設

備 

面積比 

機械室土地 主配線盤、光ケーブル成端架、

音声収容ルータ、共用収容ルー

タ、メタル回線収容装置、メタ

ル回線収容装置用Ｌ２ＳＷ、消

防警察トランク、警察消防用回

線集約装置、共用コアルータ、

コア局用Ｌ２ＳＷ、ＣＳ、伝送

装置、中間中継伝送装置、無線

面積比 
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伝送装置、無線鉄塔、インタフ

ェース変換装置、衛星通信設備

、関門系ルータ、相互接続局用

Ｌ２ＳＷ、ＳＢＣ、ＥＮＵＭサ

ーバ、ＤＮＳサーバ及びオペレ

ーション設備 

注 資本コスト＝減価償却費＋自己資本費用＋他人資本費用＋利益対応税＋通信設備使用料＋

固定資産税 

   保守コスト＝施設保全費＋道路占用料＋撤去費用 

別表第４の３（第６条関係） 費用算定に用いる数値 別表第４の３（第６条関係） 費用算定に用いる数値 

 第１表  

項          目 数  値 単 位 

加入者交換機施設保全費対投資額比率（二次係数） -54.235 フェ

ムト 
― 

加入者交換機施設保全費対投資額比率（一次係数） 0.05000 ― 

加入者交換機加入者回線当たり施設保全費 544 円／回線 

加入者交換機都道府県別施設保全費（北海道） 229,398,835 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（青森県） 216,520,522 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（岩手県） 224,853,548 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（宮城県） 235,459,217 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（秋田県） 221,823,357 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（山形県） 227,883,739 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（福島県） 231,671,478 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（茨城県） 234,701,669 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（栃木県） 232,429,026 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（群馬県） 229,398,835 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（埼玉県） 245,307,339 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（千葉県） 246,822,435 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（東京都） 262,730,939 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（神奈川県） 247,579,982 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（新潟県） 230,156,383 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（富山県） 237,731,861 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（石川県） 238,489,409 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（福井県） 217,278,070 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（山梨県） 243,792,243 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（長野県） 233,186,574 円 

項          目 数  値 単 位 

加入者交換機施設保全費対投資額比率（二次係数） -62.000 フェ

ムト 
― 

加入者交換機施設保全費対投資額比率（一次係数） 0.04771 ― 

加入者交換機加入者回線当たり施設保全費 549 円／回線 

加入者交換機都道府県別施設保全費（北海道） 234,662,632 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（青森県） 221,281,433 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（岩手県） 229,152,726 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（宮城県） 240,172,537 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（秋田県） 226,004,209 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（山形県） 232,301,244 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（福島県） 236,236,890 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（茨城県） 241,746,796 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（栃木県） 239,385,408 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（群馬県） 236,236,890 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（埼玉県） 252,766,606 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（千葉県） 254,340,865 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（東京都） 270,870,581 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（神奈川県） 255,127,994 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（新潟県） 236,236,890 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（富山県） 244,895,313 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（石川県） 245,682,442 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（福井県） 225,217,080 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（山梨県） 251,192,348 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（長野県） 240,172,537 円 
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加入者交換機都道府県別施設保全費（岐阜県） 231,671,478 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（静岡県） 240,762,052 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（愛知県） 232,429,026 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（三重県） 233,186,574 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（滋賀県） 226,368,643 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（京都府） 222,580,904 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（大阪府） 229,398,835 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（兵庫県） 220,308,261 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（奈良県） 226,368,643 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（和歌山県） 227,126,191 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（鳥取県） 211,217,687 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（島根県） 211,217,687 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（岡山県） 215,762,974 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（広島県） 220,308,261 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（山口県） 217,278,070 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（徳島県） 221,065,809 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（香川県） 224,096,000 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（愛媛県） 216,520,522 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（高知県） 216,520,522 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（福岡県） 227,126,191 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（佐賀県） 224,096,000 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（長崎県） 217,278,070 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（熊本県） 215,005,426 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（大分県） 216,520,522 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（宮崎県） 212,732,783 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（鹿児島県） 217,278,070 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（沖縄県） 198,339,374 円 

中継交換機施設保全費対投資額比率 0.03802 ― 

伝送装置施設保全費対投資額比率 0.02523 ― 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（北海道） 108,130 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（青森県） 102,124 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（岩手県） 106,010 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（宮城県） 110,957 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（秋田県） 104,597 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（山形県） 107,424 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（福島県） 109,190 円／km 

加入者交換機都道府県別施設保全費（岐阜県） 240,172,537 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（静岡県） 249,618,089 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（愛知県） 240,959,666 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（三重県） 241,746,796 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（滋賀県） 234,662,632 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（京都府） 230,726,985 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（大阪府） 237,811,149 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（兵庫県） 228,365,597 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（奈良県） 234,662,632 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（和歌山県） 235,449,761 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（鳥取県） 218,920,045 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（島根県） 218,920,045 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（岡山県） 223,642,821 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（広島県） 228,365,597 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（山口県） 225,217,080 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（徳島県） 225,217,080 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（香川県） 228,365,597 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（愛媛県） 221,281,433 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（高知県） 221,281,433 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（福岡県） 235,449,761 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（佐賀県） 232,301,244 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（長崎県） 225,217,080 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（熊本県） 222,855,692 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（大分県） 224,429,950 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（宮崎県） 220,494,304 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（鹿児島県） 225,217,080 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（沖縄県） 205,538,847 円 

中継交換機施設保全費対投資額比率 0.03705 ― 

伝送装置施設保全費対投資額比率 0.02624 ― 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（北海道） 126,123 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（青森県） 119,007 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（岩手県） 123,193 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（宮城県） 129,054 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（秋田県） 121,518 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（山形県） 124,867 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（福島県） 126,960 円／km 
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メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（茨城県） 110,603 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（栃木県） 109,543 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（群馬県） 108,130 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（埼玉県） 115,550 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（千葉県） 116,257 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（東京都） 123,676 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（神奈川県） 116,610 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（新潟県） 108,483 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（富山県） 112,017 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（石川県） 112,370 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（福井県） 102,477 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（山梨県） 114,843 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（長野県） 109,897 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（岐阜県） 109,190 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（静岡県） 113,430 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（愛知県） 109,543 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（三重県） 109,897 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（滋賀県） 106,717 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（京都府） 104,950 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（大阪府） 108,130 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（兵庫県） 103,890 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（奈良県） 106,717 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（和歌山県） 107,070 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（鳥取県） 99,650 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（島根県） 99,650 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（岡山県） 101,770 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（広島県） 103,890 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（山口県） 102,477 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（徳島県） 104,244 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（香川県） 105,657 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（愛媛県） 102,124 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（高知県） 102,124 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（福岡県） 107,070 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（佐賀県） 105,657 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（長崎県） 102,477 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（熊本県） 101,417 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（茨城県） 129,891 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（栃木県） 128,635 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（群馬県） 126,960 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（埼玉県） 135,752 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（千葉県） 136,589 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（東京都） 145,380 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（神奈川県） 137,007 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（新潟県） 126,960 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（富山県） 131,565 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（石川県） 131,984 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（福井県） 121,100 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（山梨県） 134,914 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（長野県） 129,054 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（岐阜県） 129,054 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（静岡県） 134,077 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（愛知県） 129,472 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（三重県） 129,891 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（滋賀県） 126,123 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（京都府） 124,030 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（大阪府） 127,798 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（兵庫県） 122,774 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（奈良県） 126,123 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（和歌山県） 126,542 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（鳥取県） 117,751 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（島根県） 117,751 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（岡山県） 120,263 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（広島県） 122,774 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（山口県） 121,100 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（徳島県） 121,100 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（香川県） 122,774 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（愛媛県） 119,007 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（高知県） 119,007 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（福岡県） 126,542 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（佐賀県） 124,867 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（長崎県） 121,100 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（熊本県） 119,844 円／km 
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メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（大分県） 102,124 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（宮崎県） 100,357 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（鹿児島県） 102,477 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（沖縄県） 93,644 円／km 

メタルケーブル加入者回線当たり施設保全費 142 円／回線 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（北海道） 22,802 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（青森県） 21,535 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岩手県） 22,355 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（宮城県） 23,398 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（秋田県） 22,057 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山形県） 22,653 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福島県） 23,025 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（茨城県） 23,323 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（栃木県） 23,100 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（群馬県） 22,802 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（埼玉県） 24,367 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（千葉県） 24,516 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（東京都） 26,080 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（神奈川県） 24,590 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（新潟県） 22,876 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（富山県） 23,622 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（石川県） 23,696 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福井県） 21,610 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山梨県） 24,218 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（長野県） 23,174 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岐阜県） 23,025 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（静岡県） 23,920 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（愛知県） 23,100 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（三重県） 23,174 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（滋賀県） 22,504 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（京都府） 22,131 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（大阪府） 22,802 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（兵庫県） 21,908 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（奈良県） 22,504 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（和歌山県） 22,578 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（鳥取県） 21,014 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（大分県） 120,681 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（宮崎県） 118,588 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（鹿児島県） 121,100 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（沖縄県） 110,634 円／km 

メタルケーブル加入者回線当たり施設保全費 151 円／回線 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（北海道） 27,033 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（青森県） 25,508 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岩手県） 26,405 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（宮城県） 27,661 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（秋田県） 26,046 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山形県） 26,764 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福島県） 27,212 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（茨城県） 27,840 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（栃木県） 27,571 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（群馬県） 27,212 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（埼玉県） 29,097 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（千葉県） 29,276 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（東京都） 31,160 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（神奈川県） 29,366 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（新潟県） 27,212 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（富山県） 28,199 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（石川県） 28,289 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福井県） 25,956 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山梨県） 28,917 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（長野県） 27,661 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岐阜県） 27,661 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（静岡県） 28,738 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（愛知県） 27,751 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（三重県） 27,840 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（滋賀県） 27,033 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（京都府） 26,584 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（大阪府） 27,392 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（兵庫県） 26,315 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（奈良県） 27,033 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（和歌山県） 27,123 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（鳥取県） 25,238 円／km 
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加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（島根県） 21,014 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岡山県） 21,461 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（広島県） 21,908 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山口県） 21,610 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（徳島県） 21,982 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（香川県） 22,280 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（愛媛県） 21,535 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（高知県） 21,535 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福岡県） 22,578 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（佐賀県） 22,280 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（長崎県） 21,610 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（熊本県） 21,386 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（大分県） 21,535 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（宮崎県） 21,163 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（鹿児島県） 21,610 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（沖縄県） 19,747 円／km 

加入系光ケーブル加入者回線当たり施設保全費 142 円／回線 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（北海道） 95,500 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（青森県） 90,158 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岩手県） 93,615 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（宮城県） 98,014 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（秋田県） 92,358 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山形県） 94,872 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福島県） 96,443 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（茨城県） 97,700 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（栃木県） 96,757 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（群馬県） 95,500 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（埼玉県） 102,099 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（千葉県） 102,728 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（東京都） 109,327 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（神奈川県） 103,042 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（新潟県） 95,815 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（富山県） 98,957 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（石川県） 99,271 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福井県） 90,472 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山梨県） 101,471 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（島根県） 25,238 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岡山県） 25,777 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（広島県） 26,315 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山口県） 25,956 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（徳島県） 25,956 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（香川県） 26,315 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（愛媛県） 25,508 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（高知県） 25,508 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福岡県） 27,123 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（佐賀県） 26,764 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（長崎県） 25,956 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（熊本県） 25,687 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（大分県） 25,866 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（宮崎県） 25,418 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（鹿児島県） 25,956 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（沖縄県） 23,713 円／km 

加入系光ケーブル加入者回線当たり施設保全費 151 円／回線 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（北海道） 97,747 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（青森県） 92,191 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岩手県） 95,459 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（宮城県） 100,034 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（秋田県） 94,152 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山形県） 96,766 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福島県） 98,400 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（茨城県） 100,687 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（栃木県） 99,707 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（群馬県） 98,400 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（埼玉県） 105,262 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（千葉県） 105,916 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（東京都） 112,778 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（神奈川県） 106,243 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（新潟県） 98,400 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（富山県） 101,995 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（石川県） 102,321 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福井県） 93,825 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山梨県） 104,609 円／km 
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中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（長野県） 97,072 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岐阜県） 96,443 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（静岡県） 100,214 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（愛知県） 96,757 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（三重県） 97,072 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（滋賀県） 94,243 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（京都府） 92,672 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（大阪府） 95,500 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（兵庫県） 91,729 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（奈良県） 94,243 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（和歌山県） 94,558 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（鳥取県） 87,959 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（島根県） 87,959 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岡山県） 89,844 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（広島県） 91,729 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山口県） 90,472 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（徳島県） 92,044 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（香川県） 93,301 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（愛媛県） 90,158 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（高知県） 90,158 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福岡県） 94,558 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（佐賀県） 93,301 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（長崎県） 90,472 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（熊本県） 89,530 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（大分県） 90,158 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（宮崎県） 88,587 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（鹿児島県） 90,472 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（沖縄県） 82,616 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（北海道） 286,944 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（青森県） 270,595 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（岩手県） 281,174 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（宮城県） 294,637 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（秋田県） 277,327 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（山形県） 285,020 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（福島県） 289,829 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（茨城県） 293,676 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（長野県） 100,034 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岐阜県） 100,034 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（静岡県） 103,955 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（愛知県） 100,361 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（三重県） 100,687 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（滋賀県） 97,747 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（京都府） 96,113 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（大阪府） 99,054 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（兵庫県） 95,132 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（奈良県） 97,747 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（和歌山県） 98,073 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（鳥取県） 91,211 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（島根県） 91,211 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岡山県） 93,172 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（広島県） 95,132 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山口県） 93,825 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（徳島県） 93,825 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（香川県） 95,132 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（愛媛県） 92,191 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（高知県） 92,191 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福岡県） 98,073 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（佐賀県） 96,766 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（長崎県） 93,825 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（熊本県） 92,845 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（大分県） 93,498 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（宮崎県） 91,865 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（鹿児島県） 93,825 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（沖縄県） 85,656 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（北海道） 277,012 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（青森県） 260,998 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（岩手県） 270,418 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（宮城県） 283,605 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（秋田県） 266,650 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（山形県） 274,186 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（福島県） 278,896 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（茨城県） 285,489 円／km 
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海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（栃木県） 290,791 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（群馬県） 286,944 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（埼玉県） 307,140 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（千葉県） 309,063 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（東京都） 329,259 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（神奈川県） 310,025 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（新潟県） 287,906 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（富山県） 297,523 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（石川県） 298,484 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（福井県） 271,557 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（山梨県） 305,216 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（長野県） 291,752 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（岐阜県） 289,829 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（静岡県） 301,369 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（愛知県） 290,791 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（三重県） 291,752 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（滋賀県） 283,097 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（京都府） 278,289 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（大阪府） 286,944 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（兵庫県） 275,403 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（奈良県） 283,097 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（和歌山県） 284,059 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（鳥取県） 263,863 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（島根県） 263,863 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（岡山県） 269,633 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（広島県） 275,403 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（山口県） 271,557 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（徳島県） 276,365 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（香川県） 280,212 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（愛媛県） 270,595 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（高知県） 270,595 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（福岡県） 284,059 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（佐賀県） 280,212 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（長崎県） 271,557 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（熊本県） 268,672 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（大分県） 270,595 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（栃木県） 282,664 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（群馬県） 278,896 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（埼玉県） 298,677 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（千葉県） 300,561 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（東京都） 320,342 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（神奈川県） 301,503 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（新潟県） 278,896 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（富山県） 289,257 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（石川県） 290,199 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（福井県） 265,708 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（山梨県） 296,793 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（長野県） 283,605 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（岐阜県） 283,605 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（静岡県） 294,909 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（愛知県） 284,547 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（三重県） 285,489 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（滋賀県） 277,012 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（京都府） 272,302 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（大阪府） 280,780 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（兵庫県） 269,476 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（奈良県） 277,012 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（和歌山県） 277,954 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（鳥取県） 258,172 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（島根県） 258,172 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（岡山県） 263,824 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（広島県） 269,476 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（山口県） 265,708 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（徳島県） 265,708 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（香川県） 269,476 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（愛媛県） 260,998 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（高知県） 260,998 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（福岡県） 277,954 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（佐賀県） 274,186 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（長崎県） 265,708 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（熊本県） 262,882 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（大分県） 264,766 円／km 
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海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（宮崎県） 265,786 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（鹿児島県） 271,557 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（沖縄県） 247,514 円／km 

管路延長１km 当たり施設保全費 52,178 円／km 

中口径管路亘長１km 当たり施設保全費 52,178 円／km 

とう道亘長１km 当たり施設保全費 52,178 円／km 

共同溝亘長１km 当たり施設保全費 52,178 円／km 

自治体管路延長１km 当たり施設保全費 52,178 円／km 

電線共同溝延長１km 当たり施設保全費 52,178 円／km 

電力設備施設保全費対投資額比率 0.04036 ― 

可搬型発動発電機施設保全費対投資額比率 0.04036 ― 

機械室建物施設保全費対投資額比率 0.01470 ― 

監視設備（総合監視）施設保全費対投資額比率 0.1373 ― 

監視設備（加入者交換機）施設保全費対投資額比率（二次係

数） 

-54.235 フェ

ムト 
― 

監視設備（加入者交換機）施設保全費対投資額比率（一次係

数） 
0.05000 ― 

監視設備（中継交換機）施設保全費対投資額比率 0.03802 ― 

監視設備（市外線路）市外線路延長１km 当たり施設保全費 3,851 円／km 

監視設備（市内線路）市内線路延長１km 当たり施設保全費 1,078 円／km 

監視設備（伝送無線機械）施設保全費対投資額比率 0.02523 ― 

共通用建物施設保全費対投資額比率 0.01470 ― 

［略］ 

車両施設保全費対投資額比率 0.03275 ― 

工具、器具及び備品施設保全費対投資額比率 0.002205 ― 

［略］ 

電柱１本当たり道路占用料 270 円／本 

管路１km当たり道路占用料 31,182 円／km 

中口径管路１km 当たり道路占用料 311,381 円／km 

とう道１km 当たり道路占用料 678,185 円／km 

情報ボックス１km 当たり道路占用料 3,569 円／km 

自治体管路１km 当たり道路占用料 3,569 円／km 

電線共同溝１km 当たり道路占用料 3,569 円／km 

き線点遠隔収容装置１台当たり道路占用料 55 円／台 

［略］ 

機械設備撤去費用対投資額比率 0.001553 ― 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（宮崎県） 260,056 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（鹿児島県） 265,708 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（沖縄県） 242,159 円／km 

管路延長１km 当たり施設保全費 53,301 円／km 

中口径管路亘長１km 当たり施設保全費 53,301 円／km 

とう道亘長１km 当たり施設保全費 53,301 円／km 

共同溝亘長１km 当たり施設保全費 53,301 円／km 

自治体管路延長１km 当たり施設保全費 53,301 円／km 

電線共同溝延長１km 当たり施設保全費 53,301 円／km 

電力設備施設保全費対投資額比率 0.03999 ― 

可搬型発動発電機施設保全費対投資額比率 0.03999 ― 

機械室建物施設保全費対投資額比率 0.01606 ― 

監視設備（総合監視）施設保全費対投資額比率 0.1592 ― 

監視設備（加入者交換機）施設保全費対投資額比率（二次係

数） 

-62.000 フェ

ムト 
― 

監視設備（加入者交換機）施設保全費対投資額比率（一次係

数） 
0.04771 ― 

監視設備（中継交換機）施設保全費対投資額比率 0.03705 ― 

監視設備（市外線路）市外線路延長１km 当たり施設保全費 3,828 円／km 

監視設備（市内線路）市内線路延長１km 当たり施設保全費 1,168 円／km 

監視設備（伝送無線機械）施設保全費対投資額比率 0.02624 ― 

共通用建物施設保全費対投資額比率 0.01606 ― 

［同左］ 

車両施設保全費対投資額比率 0.03804 ― 

工具、器具及び備品施設保全費対投資額比率 0.002741 ― 

［同左］ 

電柱１本当たり道路占用料 313 円／本 

管路１km当たり道路占用料 33,192 円／km 

中口径管路１km 当たり道路占用料 333,037 円／km 

とう道１km 当たり道路占用料 738,114 円／km 

情報ボックス１km 当たり道路占用料 3,885 円／km 

自治体管路１km 当たり道路占用料 3,885 円／km 

電線共同溝１km 当たり道路占用料 3,885 円／km 

き線点遠隔収容装置１台当たり道路占用料 65 円／台 

［同左］ 

機械設備撤去費用対投資額比率 0.003127 ― 
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市外線路撤去費用対投資額比率 0.003471 ― 

市内線路撤去費用対投資額比率 0.002246 ― 

土木設備撤去費用対投資額比率 0.0009994 ― 

可搬型発動発電機撤去費用対投資額比率 0.001553 ― 

建物撤去費用対投資額比率 0.002872 ― 

構築物撤去費用対投資額比率 0.003385 ― 

機械及び装置撤去費用対投資額比率 0.0008593 ― 

車両撤去費用対投資額比率 0.00002271 ― 

工具、器具及び備品撤去費用対投資額比率 0.0006221 ― 

試験研究費対直接費比率 0.02568 ― 

［略］ 

１回線当たり専用回線管理運営費 5,468 円／回線 

管理共通費比率 0.1143 ― 

［略］ 

端末系交換回数比例比率 0.1446 ― 

中継系交換回数比例比率 0.3112 ― 

経済的耐用年数   

 交換機 30.1 年 

 局設置遠隔収容装置 29.3 年 

 ［略］ 

 伝送装置 28.5 年 

 ［略］ 

 架空メタルケーブル 33.7 年 

 地下メタルケーブル 42.8 年 

 ［略］ 

 管路 64.4 年 

 中口径管路 64.4 年 

 ［略］ 

 電線共同溝 64.4 年 

 ［略］ 

 無形固定資産（交換機ソフトウェア） 21.3 年 

 ［略］ 
 

市外線路撤去費用対投資額比率 0.005530 ― 

市内線路撤去費用対投資額比率 0.002433 ― 

土木設備撤去費用対投資額比率 0.001107 ― 

可搬型発動発電機撤去費用対投資額比率 0.003127 ― 

建物撤去費用対投資額比率 0.003284 ― 

構築物撤去費用対投資額比率 0.003556 ― 

機械及び装置撤去費用対投資額比率 0.001010 ― 

車両撤去費用対投資額比率 0.0001237 ― 

工具、器具及び備品撤去費用対投資額比率 0.0009387 ― 

試験研究費対直接費比率 0.02902 ― 

［同左］ 

１回線当たり専用回線管理運営費 5,332 円／回線 

管理共通費比率 0.1157 ― 

［同左］ 

端末系交換回数比例比率 0.1467 ― 

中継系交換回数比例比率 0.3126 ― 

経済的耐用年数   

 交換機 32.9 年 

 局設置遠隔収容装置 30.2 年 

 ［同左］ 

 伝送装置 27.5 年 

 ［同左］ 

 架空メタルケーブル 32.8 年 

 地下メタルケーブル 42.0 年 

 ［同左］ 

 管路 64.1 年 

 中口径管路 64.1 年 

 ［同左］ 

 電線共同溝 64.1 年 

 ［同左］ 

 無形固定資産（交換機ソフトウェア） 20.4 年 

 ［同左］ 
 

 第２表  ［新設］ 

項          目 数  値 単 位 

メタル回線収容装置施設保全費対投資額比率 0.04250 ― 
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メタル回線収容装置用Ｌ２ＳＷ施設保全費対投資額比率 0.05190 ― 

主配線盤施設保全費対投資額比率 0.05000 ― 

光ケーブル成端架施設保全費対投資額比率 0.05000 ― 

伝送装置施設保全費対投資額比率 0.02523 ― 

音声収容ルータ施設保全費対投資額比率 0.1365 ― 

共用収容ルータ施設保全費対投資額比率 0.08781 ― 

共用コアルータ施設保全費対投資額比率 0.07343 ― 

コア局用Ｌ２ＳＷ施設保全費対投資額比率 0.05190 ― 

ＣＳ施設保全費対投資額比率 0.08596 ― 

関門系ルータ施設保全費対投資額比率 0.08400 ― 

相互接続局用Ｌ２ＳＷ施設保全費対投資額比率 0.05190 ― 

ＳＢＣ施設保全費対投資額比率 0.08058 ― 

ＥＮＵＭサーバ施設保全費対投資額比率 0.08075 ― 

ＤＮＳサーバ施設保全費対投資額比率 0.08400 ― 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（北海道） 108,130 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（青森県） 102,124 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（岩手県） 106,010 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（宮城県） 110,957 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（秋田県） 104,597 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（山形県） 107,424 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（福島県） 109,190 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（茨城県） 110,603 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（栃木県） 109,543 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（群馬県） 108,130 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（埼玉県） 115,550 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（千葉県） 116,257 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（東京都） 123,676 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（神奈川県） 116,610 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（新潟県） 108,483 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（富山県） 112,017 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（石川県） 112,370 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（福井県） 102,477 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（山梨県） 114,843 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（長野県） 109,897 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（岐阜県） 109,190 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（静岡県） 113,430 円／km 

145



メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（愛知県） 109,543 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（三重県） 109,897 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（滋賀県） 106,717 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（京都府） 104,950 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（大阪府） 108,130 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（兵庫県） 103,890 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（奈良県） 106,717 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（和歌山県） 107,070 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（鳥取県） 99,650 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（島根県） 99,650 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（岡山県） 101,770 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（広島県） 103,890 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（山口県） 102,477 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（徳島県） 104,244 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（香川県） 105,657 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（愛媛県） 102,124 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（高知県） 102,124 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（福岡県） 107,070 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（佐賀県） 105,657 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（長崎県） 102,477 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（熊本県） 101,417 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（大分県） 102,124 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（宮崎県） 100,357 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（鹿児島県） 102,477 円／km 

メタルケーブル延長１km 当たり施設保全費（沖縄県） 93,644 円／km 

メタルケーブル加入者回線当たり施設保全費 142 円／回線 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（北海道） 22,802 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（青森県） 21,535 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岩手県） 22,355 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（宮城県） 23,398 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（秋田県） 22,057 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山形県） 22,653 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福島県） 23,025 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（茨城県） 23,323 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（栃木県） 23,100 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（群馬県） 22,802 円／km 
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加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（埼玉県） 24,367 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（千葉県） 24,516 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（東京都） 26,080 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（神奈川県） 24,590 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（新潟県） 22,876 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（富山県） 23,622 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（石川県） 23,696 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福井県） 21,610 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山梨県） 24,218 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（長野県） 23,174 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岐阜県） 23,025 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（静岡県） 23,920 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（愛知県） 23,100 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（三重県） 23,174 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（滋賀県） 22,504 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（京都府） 22,131 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（大阪府） 22,802 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（兵庫県） 21,908 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（奈良県） 22,504 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（和歌山県） 22,578 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（鳥取県） 21,014 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（島根県） 21,014 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岡山県） 21,461 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（広島県） 21,908 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山口県） 21,610 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（徳島県） 21,982 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（香川県） 22,280 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（愛媛県） 21,535 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（高知県） 21,535 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福岡県） 22,578 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（佐賀県） 22,280 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（長崎県） 21,610 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（熊本県） 21,386 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（大分県） 21,535 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（宮崎県） 21,163 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（鹿児島県） 21,610 円／km 
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加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（沖縄県） 19,747 円／km 

加入系光ケーブル加入者回線当たり施設保全費 142 円／回線 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（北海道） 95,500 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（青森県） 90,158 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岩手県） 93,615 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（宮城県） 98,014 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（秋田県） 92,358 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山形県） 94,872 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福島県） 96,443 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（茨城県） 97,700 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（栃木県） 96,757 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（群馬県） 95,500 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（埼玉県） 102,099 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（千葉県） 102,728 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（東京都） 109,327 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（神奈川県） 103,042 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（新潟県） 95,815 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（富山県） 98,957 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（石川県） 99,271 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福井県） 90,472 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山梨県） 101,471 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（長野県） 97,072 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岐阜県） 96,443 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（静岡県） 100,214 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（愛知県） 96,757 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（三重県） 97,072 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（滋賀県） 94,243 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（京都府） 92,672 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（大阪府） 95,500 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（兵庫県） 91,729 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（奈良県） 94,243 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（和歌山県） 94,558 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（鳥取県） 87,959 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（島根県） 87,959 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岡山県） 89,844 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（広島県） 91,729 円／km 
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中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山口県） 90,472 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（徳島県） 92,044 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（香川県） 93,301 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（愛媛県） 90,158 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（高知県） 90,158 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福岡県） 94,558 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（佐賀県） 93,301 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（長崎県） 90,472 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（熊本県） 89,530 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（大分県） 90,158 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（宮崎県） 88,587 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（鹿児島県） 90,472 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（沖縄県） 82,616 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（北海道） 286,944 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（青森県） 270,595 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（岩手県） 281,174 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（宮城県） 294,637 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（秋田県） 277,327 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（山形県） 285,020 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（福島県） 289,829 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（茨城県） 293,676 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（栃木県） 290,791 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（群馬県） 286,944 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（埼玉県） 307,140 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（千葉県） 309,063 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（東京都） 329,259 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（神奈川県） 310,025 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（新潟県） 287,906 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（富山県） 297,523 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（石川県） 298,484 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（福井県） 271,557 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（山梨県） 305,216 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（長野県） 291,752 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（岐阜県） 289,829 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（静岡県） 301,369 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（愛知県） 290,791 円／km 
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海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（三重県） 291,752 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（滋賀県） 283,097 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（京都府） 278,289 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（大阪府） 286,944 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（兵庫県） 275,403 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（奈良県） 283,097 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（和歌山県） 284,059 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（鳥取県） 263,863 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（島根県） 263,863 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（岡山県） 269,633 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（広島県） 275,403 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（山口県） 271,557 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（徳島県） 276,365 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（香川県） 280,212 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（愛媛県） 270,595 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（高知県） 270,595 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（福岡県） 284,059 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（佐賀県） 280,212 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（長崎県） 271,557 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（熊本県） 268,672 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（大分県） 270,595 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（宮崎県） 265,786 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（鹿児島県） 271,557 円／km 

海底光ケーブル延長１km 当たり施設保全費（沖縄県） 247,514 円／km 

管路延長１km 当たり施設保全費 52,178 円／km 

中口径管路亘長１km 当たり施設保全費 52,178 円／km 

とう道亘長１km 当たり施設保全費 52,178 円／km 

共同溝亘長１km 当たり施設保全費 52,178 円／km 

自治体管路延長１km 当たり施設保全費 52,178 円／km 

電線共同溝延長１km 当たり施設保全費 52,178 円／km 

電力設備施設保全費対投資額比率 0.04036 ― 

機械室建物施設保全費対投資額比率 0.01470 ― 

監視設備（総合監視）施設保全費対投資額比率 0.1373 ― 

監視設備（収容局設備）施設保全費対投資額比率 0.04966 ― 

監視設備（コア局設備）施設保全費対投資額比率 0.04161 ― 

監視設備（市外線路）市外線路延長１km 当たり施設保全費 3,851 円／km 
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監視設備（市内線路）市内線路延長１km 当たり施設保全費 1,078 円／km 

監視設備（伝送無線機械）施設保全費対投資額比率 0.02523 ― 

共通用建物施設保全費対投資額比率 0.01470 ― 

構築物施設保全費対投資額比率 0 ― 

機械及び装置施設保全費対投資額比率 0 ― 

車両施設保全費対投資額比率 0.03275 ― 

工具、器具及び備品施設保全費対投資額比率 0.002205 ― 

メタル回線収容装置ソフトウェア施設保全費対投資額比率 0.04250 ― 

音声収容ルータソフトウェア施設保全費対投資額比率 0.1365 ― 

共用収容ルータソフトウェア施設保全費対投資額比率 0.08781 ― 

共用コアルータソフトウェア施設保全費対投資額比率 0.07343 ― 

ＣＳソフトウェア施設保全費対投資額比率 0.08596 ― 

関門系ルータソフトウェア施設保全費対投資額比率 0.08400 ― 

ＳＢＣソフトウェア施設保全費対投資額比率 0.08058 ― 

ＥＮＵＭサーバソフトウェア施設保全費対投資額比率 0.08075 ― 

ＤＮＳサーバソフトウェア施設保全費対投資額比率 0.08400 ― 

無形固定資産（ソフトウェアを除く。）施設保全費対投資額

比率 

0 ― 

電柱１本当たり道路占用料 270 円／本 

管路１km当たり道路占用料 31,182 円／km 

中口径管路１km 当たり道路占用料 311,381 円／km 

とう道１km 当たり道路占用料 678,185 円／km 

情報ボックス１km 当たり道路占用料 3,569 円／km 

自治体管路１km 当たり道路占用料 3,569 円／km 

電線共同溝１km 当たり道路占用料 3,569 円／km 

き線点遠隔収容装置１台当たり道路占用料 55 円／台 

機械設備撤去費用対投資額比率 0.001553 ― 

市外線路撤去費用対投資額比率 0.003471 ― 

市内線路撤去費用対投資額比率 0.002246 ― 

土木設備撤去費用対投資額比率 0.0009994 ― 

建物撤去費用対投資額比率 0.002872 ― 

構築物撤去費用対投資額比率 0.003385 ― 

機械及び装置撤去費用対投資額比率 0.0008593 ― 

車両撤去費用対投資額比率 0.00002271 ― 

工具、器具及び備品撤去費用対投資額比率 0.0006221 ― 

試験研究費対直接費比率 0.02568 ― 

151



管理共通費比率（メタルＩＰ電話） 0.1143 ― 

管理共通費比率（光ＩＰ電話） 0.1303 ― 

経済的耐用年数   

 メタル回線収容装置 9 年 

 メタル回線収容装置用Ｌ２ＳＷ 9 年 

 主配線盤 30.1 年 

 光ケーブル成端架 30.1 年 

 音声収容ルータ 9 年 

 共用収容ルータ 9 年 

 共用コアルータ 9 年 

 コア局用Ｌ２ＳＷ 9 年 

 ＣＳ 9 年 

 関門系ルータ 9 年 

 相互接続局用Ｌ２ＳＷ 9 年 

 ＳＢＣ 9 年 

 ＥＮＵＭサーバ 9 年 

 ＤＮＳサーバ 9 年 

 伝送装置 9 年 

 き線点遠隔収容装置 13.5 年 

 無線伝送装置 9 年 

 通信衛星設備 9 年 

 架空メタルケーブル 33.7 年 

 地下メタルケーブル 42.8 年 

 陸上架空光ケーブル 17.6 年 

 陸上地下光ケーブル 23.7 年 

 海底光ケーブル 26.5 年 

 電柱 21.2 年 

 管路 64.4 年 

 中口径管路 64.4 年 

 とう道 75 年 

 共同溝 75 年 

 電線共同溝 64.4 年 

 無線アンテナ 24.3 年 

 無線鉄塔 24.3 年 

 空調設備 22.8 年 

 電力設備（整流装置） 15.7 年 
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 電力設備（整流装置用蓄電池） 9.9 年 

 電力設備（直流変換電源装置） 20.4 年 

 電力設備（交流無停電電源装置） 12.9 年 

 電力設備（交流無停電電源装置用蓄電

池） 

9.4 年 

 電力設備（小規模局用電源装置） 17.6 年 

 電力設備（小規模局用電源装置用蓄電

池） 

9.9 年 

 電力設備（発電装置） 18.2 年 

 電力設備（受電装置） 20.9 年 

 電力設備（可搬型発動発電機） 22.5 年 

 機械室建物 24.1 年 

 監視設備（総合監視） 9 年 

 監視設備（収容局設備） 10.6 年 

 監視設備（コア局設備） 10.5 年 

 監視設備（伝送無線機械） 10.8 年 

 監視設備（市外線路） 14.1 年 

 監視設備（市内線路） 17.4 年 

 共通用建物 23.1 年 

 構築物 15.8 年 

 機械及び装置 10.7 年 

 車両 5 年 

 工具、器具及び備品 5.5 年 

 メタル回線収容装置ソフトウェア 5 年 

 音声収容ルータソフトウェア 5 年 

 共用収容ルータソフトウェア 5 年 

 共用コアルータソフトウェア 5 年 

 ＣＳソフトウェア 5 年 

 関門系ルータソフトウェア 5 年 

 ＳＢＣソフトウェア 5 年 

 ＥＮＵＭサーバソフトウェア 5 年 

 ＤＮＳサーバソフトウェア 5 年 

 無形固定資産（ソフトウェアを除く。） 5.2 年 
 

別表第５（第６条・第９条関係） 設備区分別費用明細表 別表第５（第６条・第９条関係） 設備区分別費用明細表 

 第１表  
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［表略］ ［表同左］ 

 第２表  ［新設］ 
ア ナ ロ グ ・ デ ジ

タ ル 回 線 共 通 部 

             

ア ナ ロ グ 局 内 回

線 収 容 装 置 

             

総 合 デ ジ タ ル 通

信 局 内 回 線 終 端

装 置 

             

情 報 ボ ッ ク ス              

自 治 体 管 路              

電 線 共 同 溝              

中 継 系 と う 道              

加 入 系 と う 道              

中 継 系 共 同 溝              

加 入 系 共 同 溝              

中 継 系 中 口 径 管

路 

             

加 入 系 中 口 径 管

路 

             

中 継 系 管 路              

加 入 系 管 路              

中 継 系 電 柱              

加 入 系 電 柱              

衛 星 通 信 設 備              

無 線 鉄 塔              

無 線 ア ン テ ナ              

イ ン タ フ ェ ー ス

変 換 装 置 

             

無 線 伝 送 装 置              

海 底 中 間 中 継 伝

送 装 置 
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海 底 光 ケ ー ブ ル              
中 継 系 光 ケ ー ブ

ル 

             
加 入 系 光 ケ ー ブ

ル 

             

メ タ ル ケ ー ブ ル              

Ｄ Ｎ Ｓ サ ー バ              

Ｅ Ｎ Ｕ Ｍ サ ー バ              

Ｓ Ｂ Ｃ              

相 互 接 続 局 用 Ｌ

２ Ｓ Ｗ 

             

関 門 系 ル ー タ              

Ｃ Ｓ              

中 間 中 継 伝 送 装

置 

             

伝 送 装 置              

コ ア 局 用 Ｌ ２ Ｓ

Ｗ 

             

共 用 コ ア ル ー タ              

光 ケ ー ブ ル 成 端

架 

             

主 配 線 盤              

き 線 点 遠 隔 収 容

装 置 

             

警 察 消 防 用 回 線

集 約 装 置 

             

消 防 警 察 ト ラ ン

ク 

             

メ タ ル 回 線 収 容

装 置 用 Ｌ ２ Ｓ Ｗ 
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メ タ ル 回 線 収 容

装 置 

             
共 用 収 容 ル ー タ              

音 声 収 容 ル ー タ              
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別表第６（第19条関係） 別表第６（第19条関係） 

 様式第１  様式第１ 

  第１表   第１表 

［表略］ ［表同左］ 

 注１ アナログ電話用設備（メタルインターネットプロトコル電話用設備を除く。）又は総合

デジタル通信用設備（インターネットプロトコルを用いた総合デジタル通信用設備を除く

。）を用いて提供される音声伝送役務について記録すること。 

 ［注２・３ 略］  

 注１ 音声伝送役務（加入電話、公衆電話、総合デジタル通信サービス及びその他の役務（網

使用料及び業務委託））について記録すること。 

 

 ［注２・３ 同左］ 

  第２表   ［新設］ 

通信量記録 

都道府県別通信量 

 

年度分 

都道府県 同一中継区域内通信回

数 

中継区域間通信回数 関門系ルータ接続通信

回数 

    

 同一中継区域内通信時

間 

中継区域間通信時間 関門系ルータ接続通信

時間 
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 注１ メタルＩＰ電話等（メタルインターネットプロトコル電話用設備又はインターネットプ

ロトコルを用いた総合デジタル通信用設備を用いて提供される音声伝送役務をいう。）及

び光ＩＰ電話（インターネットプロトコル電話用設備を用いて提供される音声伝送役務を

いう。）の別に区分して記録すること。 

 

 注２ 各欄には、通信回数は1,000回、通信時間は1,000時間を単位として記録すること。  

 注３ 同一中継区域内通信回数の欄には発信回数を、同一中継区域区域内通信時間の欄には発

信時間を記録することとし、その他の欄には発着信回数又は発着信時間を記録すること。 

 

第３表 第２表 

通信量記録 

単位料金区域別通信量 

 

年度分 

単位料

金区域 

同一単位料

金区域内通

信回数 

同一中継区

域内単位料

金区域間通

信回数 

加入者交換

機接続通信

回数 

中継交換機

接続通信回

数（加入者

交換機を経

由するもの

） 

中継交換機

接続通信回

数（加入者

交換機を経

由しないも

の） 

      

 同一単位料

金区域内通

信時間 

同一中継区

域内単位料

金区域間通

信時間 

加入者交換

機接続通信

時間 

中継交換機

接続通信時

間（加入者

交換機を経

由するもの

） 

中継交換機

接続通信時

間（加入者

交換機を経

由しないも

の） 

      
 

 

通信量記録 

単位料金区域別通信量等 

 

年度分 

単位料

金区域 

同一単位料

金区域内通

信回数 

同一中継区

域内単位料

金区域間通

信回数 

加入者交換

機接続通信

回数 

中継交換機

接続通信回

数（加入者

交換機を経

由するもの

） 

中継交換機

接続通信回

数（加入者

交換機を経

由しないも

の） 

      

 同一単位料

金区域内通

信時間 

同一中継区

域内単位料

金区域間通

信時間 

加入者交換

機接続通信

時間 

中継交換機

接続通信時

間（加入者

交換機を経

由するもの

） 

中継交換機

接続通信時

間（加入者

交換機を経

由しないも

の） 

      

 電話呼率 総合デジタ

ル通信サー

ビス呼率 

自ユニット

折返し比率 

  

      
 

 

 注１ アナログ電話用設備（メタルインターネットプロトコル電話用設備を除く。）又は総合

デジタル通信用設備（インターネットプロトコルを用いた総合デジタル通信用設備を除く

。）を用いて提供される音声伝送役務について記録すること。 

 注１ 音声伝送役務（加入電話、公衆電話、総合デジタル通信サービス及びその他の役務（網

使用料及び業務委託））について記録すること。 

 ［注２・３ 略］  ［注２・３ 同左］ 

  第４表   ［新設］ 
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通信量記録 

単位料金区域別通信量 

 

年度分 

単位料

金区域 

アナログ電話呼

率 

総合デジタル通

信サービス呼率 

光ＩＰ電話呼率 自ユニット折返

し比率 

     
 

 

 

  第５表 第３表 

通信量記録 

 

年度分 

項目名 数値 単位 

平均保留時間（アナログ電話）  秒 

平均保留時間（総合デジタル通信サービス）  秒 

平均保留時間（光ＩＰ電話）  秒 

１呼当たり信号数（アナログ電話）  信号／呼 

１呼当たり信号数（総合デジタル通信サービス

） 

 信号／呼 

 

 

通信量記録 

 

年度分 

項目名 数値 単位 

平均保留時間（アナログ電話）  秒 

平均保留時間（総合デジタル通信サービス）  秒 

１呼当たり信号数（アナログ電話）  信号／呼 

１呼当たり信号数（総合デジタル通信サービス

） 

 信号／呼 

 

 

第６表  第４表 

［表略］ ［表同左］ 

 様式第２ 様式第２ 

  第１表   第１表 

回線数記録 

都道府県別回線数 

 

年度末現在 

都 道

府県 

低 速

専 用

線 二

線 式

回 線

数 

低 速

専 用

線 四

線 式

回 線

数 

高 速

メ タ

ル 専

用 線

回 線

数 

高 速

光 専

用 線

回 線

数 

Ａ Ｔ

Ｍ デ

ー タ

伝 送

回 線

数 

Ａ Ｔ

Ｍ 一

心 式

専 用

線 回

線数 

Ａ Ｔ

Ｍ 二

心 式

専 用

線 回

線数 

光 Ｉ

Ｐ 電

話 チ

ャ ネ

ル数 

事 務

用 光

Ｉ Ｐ

電 話

チ ャ

ネ ル

数 

          
 

 

回線数記録 

都道府県別回線数 

 

年度末現在 

都道府

県 

低 速 専

用 線 二

線 式 回

線数 

低 速 専

用 線 四

線 式 回

線数 

高 速 メ

タ ル 専

用 線 回

線数 

高 速 光

専 用 線

回線数 

Ａ Ｔ Ｍ

デ ー タ

伝 送 回

線数 

Ａ Ｔ Ｍ

一 心 式

専 用 線

回線数 

Ａ Ｔ Ｍ

二 心 式

専 用 線

回線数 
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 注１ 低速専用線二線式回線数の欄には低速専用線（専用役務のうち伝送速度が64キロビット

毎秒未満のもの。以下同じ。）であって二線式のものにつき記録することとし、低速専用

線四線式回線数の欄には低速専用線であって四線式のものにつき記録することとし、高速

メタル専用線回線数の欄には高速専用線（専用役務のうち伝送速度が64キロビット毎秒以

上のもの。以下同じ。）であって第一種指定端末系伝送路設備にメタルケーブルを設置す

るものにつき記録することとし、高速光専用線回線数の欄には高速専用線であって第一種

指定端末系伝送路設備に光ケーブルを設置するものにつき記録すること。 

注２ ＡＴＭデータ伝送回線数の欄には第一種指定中継系伝送路設備に接続しＡＴＭ方式によ

り符号の伝送交換を行うデータ伝送サービスの回線数を記録することとし、ＡＴＭ一心式

専用線回線数の欄には第一種指定中継系伝送路設備に接続しＡＴＭ方式により符号の伝送

交換を行う専用線サービスであって一心式のものにつき回線数を記録することとし、ＡＴ

Ｍ二心式専用線回線数の欄には第一種指定中継系伝送路設備に接続しＡＴＭ方式により符

号の伝送交換を行う専用線サービスであって二心式のものにつき回線数を記録すること。 

 

 注３ 光ＩＰ電話チャネル数の欄には光地域ＩＰ回線（第一種指定中継系伝送路設備に接続す

る光回線をいう。以下同じ。）を用いた音声伝送役務であって最大２チャネルまで通信が

可能なものにつきチャネル数を記録することとし、事務用光ＩＰ電話チャネル数の欄には

光地域ＩＰ回線を用いた音声伝送役務であって最大８チャネルまで通信が可能なものにつ

きチャネル数を記録することとする。 

 注１ 低速専用線二線式回線数の欄には、低速専用線（専用役務のうち伝送速度が64キロビッ

ト毎秒未満のもの。以下同じ。）であって二線式のものにつき記録することとし、低速専

用線四線式回線数の欄には、低速専用線であって四線式のものにつき記録することとし、

高速メタル専用線回線数の欄には、高速専用線（専用役務のうち伝送速度が64キロビット

毎秒以上のもの。以下同じ。）であって第一種指定端末系伝送路設備にメタルケーブルを

設置するものにつき記録することとし、高速光専用線回線数の欄には、高速専用線であっ

て第一種指定端末系伝送路設備に光ケーブルを設置するものにつき記録すること。 

注２ ＡＴＭデータ伝送回線数の欄には、第一種指定中継系伝送路設備に接続しＡＴＭ方式に

より符号の伝送交換を行うデータ伝送サービスの回線数を記録することとし、ＡＴＭ一心

式専用線回線数の欄には、第一種指定中継系伝送路設備に接続しＡＴＭ方式により符号の

伝送交換を行う専用線サービスであって一心式のものにつき回線数を記録することとし、

ＡＴＭ二心式専用線回線数の欄には、第一種指定中継系伝送路設備に接続しＡＴＭ方式に

より符号の伝送交換を行う専用線サービスであって二心式のものにつき回線数を記録する

こと。 

 ［新設］ 

  ［第２表 略］   ［第２表 同左］ 

  第３表   第３表 

回線数記録 

局別回線数 

 

年度末現在 

都 道 府

県 

単 位 料

金区域 

局 Ａ Ｄ Ｓ Ｌ

地 域 Ｉ Ｐ

回線数 

光地域ＩＰ回線数 

 光地域ＩＰデー

タ専用回線数 

事 務 用 光

地 域 Ｉ Ｐ

回線数 

       
 

 

回線数記録 

局別回線数 

 

年度末現在 

都 道 府

県 

 

 

単 位 料

金区域 

局 ＡＤＳＬ地域ＩＰ回線数 光地域ＩＰ回線数 

     
 

 

 注１ ＡＤＳＬ地域ＩＰ回線数の欄には第一種指定中継系伝送路設備に接続する非対称デジタ

ル加入者線の回線数を記録すること。 

 注２ 光地域ＩＰ回線数の欄には光地域ＩＰ回線の回線数を記録することとする。 

 注３ 光地域ＩＰデータ専用回線数には光地域ＩＰ回線数のうち専ら音声伝送役務以外の電気

通信役務の提供の用に供する回線の回線数を記録することとし、事務用光地域ＩＰ回線数

には光地域ＩＰ回線数のうち音声通信役務の提供の用に供する回線であって最大８チャネ

 注 ＡＤＳＬ地域ＩＰ回線数の欄には第一種指定中継系伝送路設備に接続する非対称デジタル

加入者線の回線数を記録することとし、光地域ＩＰ回線数の欄には第一種指定中継系伝送路

設備に接続する光回線の回線数を記録すること。 
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ルまでの通信が可能なものの回線数を記録することとする。 

  ［第４表～第６表 略］   ［第４表～第６表 同左］ 

備 考 表 中 の ［ ］ の 記 載 及 び 対 象 規 定 の 二 重 傍 線 を 付 し た 標 記 部 分 を 除 く 全 体 に 付 し た 傍 線 は 注 記 で あ る 。 
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（ 東 日 本 電 信 電 話 株 式 会 社 の 西 日 本 電 信 電 話 株 式 会 社 に 対 す る 金 銭 の 交 付 に 関 す る 省 令 の 一 部 を 改

正 す る 省 令 の 一 部 改 正 ）  

第 二 条  東 日 本 電 信 電 話 株 式 会 社 の 西 日 本 電 信 電 話 株 式 会 社 に 対 す る 金 銭 の 交 付 に 関 す る 省 令 （ 平 成

十 五 年 総 務 省 令 第 百 十 九 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し た 部 分 を こ れ に 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規

定 の 傍 線 を 付 し た 部 分 の よ う に 改 め る 。  
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改  正  後 改  正  前 
（ 期 間 ） （ 期 間 ） 

第 二 条 法 附 則 第 十 六 条 第 一 項 の 総 務 省 令 で 定 め る 期 間 は 、 平 成 十 五 年 四 月 十 一 日 か ら 令 和 六 年

十 二 月 三 十 一 日 ま で の 期 間 と す る 。 

第 二 条 法 附 則 第 十 六 条 第 一 項 の 総 務 省 令 で 定 め る 期 間 は 、 平 成 十 五 年 四 月 十 一 日 か ら 平 成 三 十

四 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 期 間 と す る 。 

備 考 表 中 ［ ］ の 記 載 は 注 記 で あ る 。 
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（ 接 続 料 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 の 一 部 改 正 ）  

第 三 条  接 続 料 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 （ 平 成 十 七 年 総 務 省 令 第 十 四 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正

す る 。  

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し た 部 分 を こ れ に 順 次 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ

る 規 定 の 傍 線 を 付 し た 部 分 の よ う に 改 め る 。  
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改  正  後 改  正  前 

附 則 附 則 

［ １ ～ ５ 略 ］ 

６ 事 業 者 は 、 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 接 続 料 規 則 （ 平 成 十 二 年 郵 政 省 令 第 六 十 四 号 。 以 下 「 規

則 」 と い う 。 ） 第 四 条 の 表 二 の 項 の 加 入 者 交 換 機 能 の 接 続 料 を 変 更 す る 場 合 に は 、 そ の 原 価 及

び 利 潤 は 規 則 別 表 第 一 の 一 第 一 表 に 掲 げ る 第 一 種 指 定 加 入 者 交 換 機 に 係 る 設 備 の う ち 回 線 数 の

増 減 に 応 じ て 当 該 設 備 に 係 る 費 用 が 増 減 す る も の と の 接 続 に 関 す る 接 続 料 の 原 価 及 び 利 潤 を 控

除 し て 算 定 す る も の と す る 。 

７ 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 事 業 者 は 、 令 和 六 年 十 二 月 三 十 一 日 ま で の 間 、 そ の 提 供 す る 電 気

通 信 役 務 に 関 す る 料 金 に 及 ぼ す 影 響 を 緩 和 す る た め 、 第 一 種 指 定 加 入 者 交 換 機 に 係 る 設 備 区 分

の う ち 回 線 数 の 増 減 に 応 じ て 当 該 設 備 に 係 る 費 用 が 増 減 す る も の と の 接 続 に 関 す る 接 続 料 の 原

価 及 び 利 潤 の 一 部 を 加 入 者 交 換 機 能 の 接 続 料 の 原 価 及 び 利 潤 に 加 算 す る こ と が で き る 。 

［ ８ ・ ９ 略 ］ 

1
0  前 項 の 加 算 は 、 令 和 六 年 十 二 月 三 十 一 日 ま で の 間 、 次 の 要 件 を 確 保 す る も の で な け れ ば な

ら な い 。 

［ 一 ～ 六 略 ］ 

［ 1
1  略 ］ 

1
2  事 業 者 は 、 法 第 三 十 三 条 第 五 項 の 総 務 省 令 で 定 め る 機 能 に 係 る 接 続 料 の 変 更 に 際 し 、 当 該

機 能 に 係 る 通 信 量 等 に つ い て は 、 令 和 六 年 十 二 月 三 十 一 日 ま で の 間 、 規 則 第 十 九 条 の 規 定 に

よ り 記 録 さ れ た 通 信 量 等 に 代 え て 、 当 該 変 更 が 適 用 さ れ る 年 度 の 前 年 度 の 下 半 期 と 当 該 変 更

が 適 用 さ れ る 年 度 の 上 半 期 の 通 信 量 等 の 合 算 値 を 用 い る こ と が で き る 。 

［ 1
3

・ 1
4  略 ］ 

1
5  令 和 六 年 十 二 月 三 十 一 日 ま で の 間 、 事 業 者 は 、 そ の 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 を 設 置 す る 単

位 指 定 区 域 （ 電 気 通 信 事 業 法 施 行 規 則 （ 昭 和 六 十 年 郵 政 省 令 第 二 十 五 号 ） 第 二 十 三 条 の 二 第

二 項 に 規 定 す る 単 位 指 定 区 域 を い う 。 以 下 こ の 項 に お い て 同 じ 。 ） 以 外 の 単 位 指 定 区 域 に お

い て 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 を 設 置 す る 他 の 事 業 者 が 存 在 す る 場 合 は 、 規 則 第 四 条 の 表 二 の

項 の 機 能 （ 加 入 者 交 換 機 能 、 信 号 制 御 交 換 機 能 、 優 先 接 続 機 能 、 番 号 ポ ー タ ビ リ テ ィ 機 能 、

加 入 者 交 換 機 専 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 機 能 及 び 加 入 者 交 換 機 共 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 機 能 に 限 る 。 ）

、 四 の 項 の 機 能 、 五 の 項 の 機 能 （ 中 継 交 換 機 能 、 中 継 交 換 機 専 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 機 能 及 び 中

継 交 換 機 共 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 機 能 に 限 る 。 ） 、 六 の 項 の 機 能 （ 中 継 伝 送 共 用 機 能 、 中 継 伝 送

専 用 機 能 及 び 中 継 交 換 機 接 続 伝 送 専 用 機 能 に 限 る 。 ） 及 び 八 の 項 の 機 能 に 係 る 接 続 料 が 、 当

該 機 能 と 同 等 の 機 能 に つ い て 当 該 他 の 事 業 者 が 取 得 す べ き 接 続 料 と 同 額 と な る よ う 、 当 該 機

能 に 係 る 接 続 料 の 原 価 及 び 利 潤 並 び に 通 信 量 等 を 当 該 他 の 事 業 者 の も の と 合 算 し て 算 定 す る

も の と す る 。 

［ 1
6

・ 1
7  略 ］ 

［ １ ～ ５ 同 上 ］ 

６ 事 業 者 は 、 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 接 続 料 規 則 （ 平 成 十 二 年 郵 政 省 令 第 六 十 四 号 。 以 下 「 規

則 」 と い う 。 ） 第 四 条 の 表 二 の 項 の 加 入 者 交 換 機 能 の 接 続 料 を 変 更 す る 場 合 に は 、 そ の 原 価 及

び 利 潤 は 規 則 別 表 第 一 の 一 に 掲 げ る 第 一 種 指 定 加 入 者 交 換 機 に 係 る 設 備 の う ち 回 線 数 の 増 減 に

応 じ て 当 該 設 備 に 係 る 費 用 が 増 減 す る も の と の 接 続 に 関 す る 接 続 料 の 原 価 及 び 利 潤 を 控 除 し て

算 定 す る も の と す る 。 

７ 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 事 業 者 は 、 平 成 三 十 四 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 、 そ の 提 供 す る 電

気 通 信 役 務 に 関 す る 料 金 に 及 ぼ す 影 響 を 緩 和 す る た め 、 第 一 種 指 定 加 入 者 交 換 機 に 係 る 設 備 区

分 の う ち 回 線 数 の 増 減 に 応 じ て 当 該 設 備 に 係 る 費 用 が 増 減 す る も の と の 接 続 に 関 す る 接 続 料 の

原 価 及 び 利 潤 の 一 部 を 加 入 者 交 換 機 能 の 接 続 料 の 原 価 及 び 利 潤 に 加 算 す る こ と が で き る 。 

［ ８ ・ ９ 同 上 ］ 

1
0  前 項 の 加 算 は 、 平 成 三 十 四 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 、 次 の 要 件 を 確 保 す る も の で な け れ ば

な ら な い 。 

［ 一 ～ 六 同 上 ］ 

［ 1
1  同 上 ］ 

1
2  事 業 者 は 、 法 第 三 十 三 条 第 五 項 の 総 務 省 令 で 定 め る 機 能 に 係 る 接 続 料 の 変 更 に 際 し 、 当 該

機 能 に 係 る 通 信 量 等 に つ い て は 、 平 成 三 十 四 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 、 規 則 第 十 九 条 の 規 定

に よ り 記 録 さ れ た 通 信 量 等 に 代 え て 、 当 該 変 更 が 適 用 さ れ る 年 度 の 前 年 度 の 下 半 期 と 当 該 変

更 が 適 用 さ れ る 年 度 の 上 半 期 の 通 信 量 等 の 合 算 値 を 用 い る こ と が で き る 。 

［ 1
3

・ 1
4  同 上 ］ 

1
5  平 成 三 十 四 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 、 事 業 者 は 、 そ の 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 を 設 置 す る

単 位 指 定 区 域 （ 電 気 通 信 事 業 法 施 行 規 則 （ 昭 和 六 十 年 郵 政 省 令 第 二 十 五 号 ） 第 二 十 三 条 の 二

第 二 項 に 規 定 す る 単 位 指 定 区 域 を い う 。 以 下 こ の 項 に お い て 同 じ 。 ） 以 外 の 単 位 指 定 区 域 に

お い て 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 を 設 置 す る 他 の 事 業 者 が 存 在 す る 場 合 は 、 規 則 第 四 条 の 表 二

の 項 の 機 能 （ 加 入 者 交 換 機 能 、 信 号 制 御 交 換 機 能 、 優 先 接 続 機 能 、 番 号 ポ ー タ ビ リ テ ィ 機 能

、 加 入 者 交 換 機 専 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 機 能 及 び 加 入 者 交 換 機 共 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 機 能 に 限 る 。

） 、 四 の 項 の 機 能 、 五 の 項 の 機 能 （ 中 継 交 換 機 能 、 中 継 交 換 機 専 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 機 能 及 び

中 継 交 換 機 共 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 機 能 に 限 る 。 ） 、 六 の 項 の 機 能 （ 中 継 伝 送 共 用 機 能 、 中 継 伝

送 専 用 機 能 及 び 中 継 交 換 機 接 続 伝 送 専 用 機 能 に 限 る 。 ） 及 び 八 の 項 の 機 能 に 係 る 接 続 料 が 、

当 該 機 能 と 同 等 の 機 能 に つ い て 当 該 他 の 事 業 者 が 取 得 す べ き 接 続 料 と 同 額 と な る よ う 、 当 該

機 能 に 係 る 接 続 料 の 原 価 及 び 利 潤 並 び に 通 信 量 等 を 当 該 他 の 事 業 者 の も の と 合 算 し て 算 定 す

る も の と す る 。 

［ 1
6

・ 1
7  同 上 ］ 

備 考 表 中 ［ ］ の 記 載 は 注 記 で あ る 。 
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（ 接 続 料 規 則 及 び 接 続 料 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 の 一 部 改 正 ）  

第 四 条  接 続 料 規 則 及 び 接 続 料 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 （ 平 成 二 十 五 年 総 務

省 令 第 一 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し た 部 分 を こ れ に 順 次 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ

る 規 定 の 傍 線 を 付 し た 部 分 の よ う に 改 め る 。  

165



改  正  後 改  正  前 

附 則 附 則 

［ １ ～ ５ 略 ］ ［ １ ～ ５ 同 上 ］ 

６ 平 成 二 十 五 年 四 月 一 日 以 降 に 開 始 す る 事 業 年 度 の 接 続 料 の 算 定 に あ っ て は 、 別 表 第 一 の 一 第

一 表 に 掲 げ る 加 入 者 交 換 機 及 び 中 継 交 換 機 並 び に 別 表 第 一 の 二 第 一 表 に 掲 げ る 監 視 設 備 （ 加 入

者 交 換 機 及 び 中 継 交 換 機 に 係 る も の に 限 る 。 ） 及 び 無 形 固 定 資 産 （ 交 換 機 ソ フ ト ウ ェ ア に 限 る

。 ） （ 以 下 「 交 換 機 関 連 設 備 等 」 と い う 。 ） の 正 味 固 定 資 産 価 額 及 び 減 価 償 却 費 の 額 に つ い て

は 、 新 規 則 の 規 定 に か か わ ら ず 、 そ の 一 部 を 控 除 す る も の と す る 。 

６ 平 成 二 十 五 年 四 月 一 日 以 降 に 開 始 す る 事 業 年 度 の 接 続 料 の 算 定 に あ っ て は 、 別 表 第 一 の 一 に

掲 げ る 加 入 者 交 換 機 及 び 中 継 交 換 機 並 び に 別 表 第 一 の 二 に 掲 げ る 監 視 設 備 （ 加 入 者 交 換 機 及 び

中 継 交 換 機 に 係 る も の に 限 る 。 ） 及 び 無 形 固 定 資 産 （ 交 換 機 ソ フ ト ウ ェ ア に 限 る 。 ） （ 以 下 「

交 換 機 関 連 設 備 等 」 と い う 。 ） の 正 味 固 定 資 産 価 額 及 び 減 価 償 却 費 の 額 に つ い て は 、 新 規 則 の

規 定 に か か わ ら ず 、 そ の 一 部 を 控 除 す る も の と す る 。 

［ ７ 略 ］ ［ ７ 同 上 ］ 

備 考 表 中 ［ ］ の 記 載 は 注 記 で あ る 。 
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（ 電 気 通 信 事 業 法 施 行 規 則 等 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 の 一 部 改 正 ）  

第 五 条  電 気 通 信 事 業 法 施 行 規 則 等 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 （ 令 和 三 年 総 務 省 令 第 一 号 ） の 一 部 を 次 の

よ う に 改 正 す る 。  

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し た 部 分 を こ れ に 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規

定 の 傍 線 を 付 し た 部 分 の よ う に 改 め る 。  
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改  正  後 改  正  前 

附 則 附 則 

［ 第 一 条 ～ 第 三 条 略 ］ ［ 第 一 条 ～ 第 三 条 同 上 ］ 

第 四 条 令 和 六 年 十 二 月 三 十 一 日 ま で の 間 、 新 施 行 規 則 第 二 十 三 条 の 四 第 二 項 第 一 号 の 二 ニ の 特

定 接 続 を 行 う 場 合 に 他 事 業 者 が 負 担 す べ き 能 率 的 な 経 営 の 下 に お け る 適 正 な 原 価 に 適 正 な 利 潤

を 加 え た 金 額 に 照 ら し 公 正 妥 当 な も の （ 他 の 電 気 通 信 事 業 者 の 電 気 通 信 設 備 を 関 門 系 ル ー タ で

接 続 し 、 Ｉ Ｐ 電 話 （ 事 業 用 電 気 通 信 設 備 規 則 （ 昭 和 六 十 年 郵 政 省 令 第 三 十 号 ） 第 三 条 第 二 項 第

四 号 の 二 に 規 定 す る メ タ ル イ ン タ ー ネ ッ ト プ ロ ト コ ル 電 話 用 設 備 又 は 同 項 第 五 号 の 二 に 規 定 す

る イ ン タ ー ネ ッ ト プ ロ ト コ ル を 用 い た 総 合 デ ジ タ ル 通 信 用 設 備 を 用 い て 提 供 さ れ る も の を 除 く

。 以 下 同 じ 。 ） を 提 供 す る た め に 通 信 の 交 換 及 び 伝 送 を 行 う も の に 限 る 。 ） に つ い て は 、 関 門

系 ル ー タ を 経 由 し て Ｉ Ｐ 電 話 を 提 供 す る 場 合 及 び 関 門 交 換 機 を 経 由 し て Ｉ Ｐ 電 話 を 提 供 す る 場

合 の 通 信 時 間 を 合 算 し た も の を 用 い て 計 算 さ れ る 金 額 と す る 。 こ の 場 合 に お い て 、 当 該 金 額 は

、 通 信 時 間 を 単 位 と し て 計 算 さ れ る も の と す る 。 

第 四 条 令 和 六 年 十 二 月 三 十 一 日 ま で の 間 、 新 施 行 規 則 第 二 十 三 条 の 四 第 二 項 第 一 号 の 二 ニ の 特

定 接 続 を 行 う 場 合 に 他 事 業 者 が 負 担 す べ き 能 率 的 な 経 営 の 下 に お け る 適 正 な 原 価 に 適 正 な 利 潤

を 加 え た 金 額 に 照 ら し 公 正 妥 当 な も の （ 他 の 電 気 通 信 事 業 者 の 電 気 通 信 設 備 を 関 門 系 ル ー タ で

接 続 し 、 Ｉ Ｐ 電 話 を 提 供 す る た め に 通 信 の 交 換 及 び 伝 送 を 行 う も の に 限 る 。 ） に つ い て は 、 関

門 系 ル ー タ を 経 由 し て Ｉ Ｐ 電 話 を 提 供 す る 場 合 及 び 関 門 交 換 機 を 経 由 し て Ｉ Ｐ 電 話 を 提 供 す る

場 合 の 通 信 時 間 を 合 算 し た も の を 用 い て 計 算 さ れ る 金 額 と す る 。 こ の 場 合 に お い て 、 当 該 金 額

は 、 通 信 時 間 を 単 位 と し て 計 算 さ れ る も の と す る 。 

［ 第 五 条 略 ］ ［ 第 五 条 同 上 ］ 

備 考 表 中 ［ ］ の 記 載 は 注 記 で あ る 。 
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附  則  

 （ 施 行 期 日 ）  

第 一 条  こ の 省 令 は 、 令 和 四 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。 た だ し 、 次 条 及 び 附 則 第 三 条 の 規 定 は 、 公 布

の 日 か ら 施 行 す る 。  

 （ 準 備 行 為 ）  

第 二 条  総 務 大 臣 は 、 こ の 省 令 の 施 行 の 日 前 に お い て も 、 第 一 条 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 第 一 種 指 定 電

気 通 信 設 備 接 続 料 規 則 （ 以 下 「 新 接 続 料 規 則 」 と い う 。 ） 第 六 条 第 一 項 に 規 定 す る 手 順 を 定 め る 通

知 を 行 う こ と が で き る 。  

２  第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 を 設 置 す る 電 気 通 信 事 業 者 （ 以 下 「 事 業 者 」 と い う 。 ） は 、 こ の 省 令 の

施 行 の 際 現 に 認 可 を 受 け て い る 接 続 約 款 に つ い て 、 新 接 続 料 規 則 等 規 定 （ 新 接 続 料 規 則 の 規 定 、 第

三 条 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 接 続 料 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 （ 以 下 「 新 平 成 十 七 年 改 正 省 令 」 と い

う 。 ） 附 則 第 六 項 か ら 第 八 項 ま で 及 び 第 十 二 項 か ら 第 十 五 項 ま で の 規 定 並 び に 附 則 第 四 条 か ら 第 八

条 ま で の 規 定 を い う 。 次 項 及 び 次 条 に お い て 同 じ 。 ） に 適 合 さ せ る た め 、 こ の 省 令 の 施 行 の 日 前 に

お い て も 電 気 通 信 事 業 法 （ 以 下 「 法 」 と い う 。 ） 第 三 十 三 条 第 二 項 の 規 定 に 基 づ く 変 更 の 申 請 を す

る こ と が で き る 。  

３  総 務 大 臣 は 、 前 項 の 申 請 が 新 接 続 料 規 則 等 規 定 に 適 合 し て い る と 認 め る と き は 、 こ の 省 令 の 施 行
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の 日 前 に お い て も 、 当 該 申 請 を 認 可 す る こ と が で き る 。  

 （ 経 過 措 置 ）  

第 三 条  前 条 第 二 項 の 申 請 が あ っ た 場 合 に お い て 、 当 該 申 請 に 対 す る 処 分 の 日 が こ の 省 令 の 施 行 の 日

後 と な る と き は 、 こ の 省 令 の 施 行 の 際 現 に 認 可 を 受 け て い る 接 続 約 款 は 、 当 該 処 分 の 日 ま で の 間 は

、 新 接 続 料 規 則 等 規 定 に 適 合 し て い る も の と み な す 。  

第 四 条  令 和 七 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 、 次 の 表 の 上 欄 に 掲 げ る 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 こ れ ら の 規

定 中 同 表 の 中 欄 に 掲 げ る 字 句 は 、 そ れ ぞ れ 同 表 の 下 欄 に 掲 げ る 字 句 と す る 。  

新 接 続 料 規 則 別 表 第

六 第 一 表 及 び 第 三 表  

注３  同一単位料金区域内通信回

数の欄には発信回数を、同一

単位料金区域内通信時間の欄

には発信時間を記録すること

とし、その他の欄には発着信

回数又は発着信時間を記録す

ること。  

注３  同一単位料金区域内通信回

数の欄には発信回数を、同一

単位料金区域内通信時間の欄

には発信時間を記録すること

とし、その他の欄には発着信

回数又は発着信時間を記録す

ること。  

注４  電気通信事業者間の相互接

続点の変更に伴い減少した各
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欄の通信回数又は通信時間は

、現に各欄の通信回数又は通

信時間であるものとみなして

記録すること。  

新 接 続 料 規 則 別 表 第

六 第 二 表  

注３  同一中継区域内通信回数の

欄には発信回数を、同一中継

区域区域内通信時間の欄には

発信時間を記録することとし

、その他の欄には発着信回数

又は発着信時間を記録するこ

と。  

注３  同一中継区域内通信回数の

欄には発信回数を、同一中継

区域区域内通信時間の欄には

発信時間を記録することとし

、その他の欄には発着信回数

又は発着信時間を記録するこ

と。  

注４  電気通信事業者間の相互接

続点の変更に伴い増加するこ

とが見込まれる各欄の通信回

数又は通信時間は、現に各欄

の通信回数又は通信時間であ
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るものとみなして記録するこ

と。  

第 五 条  令 和 六 年 十 二 月 三 十 一 日 ま で の 間 、 法 第 三 十 三 条 第 四 項 第 一 号 ロ の 総 務 省 令 で 定 め る 機 能 は

、 新 接 続 料 規 則 第 四 条 に 定 め る 機 能 の ほ か 、 加 入 電 話 ・ メ タ ル Ｉ Ｐ 電 話 接 続 機 能 （ 他 の 電 気 通 信 事

業 者 の 電 気 通 信 設 備 を 加 入 者 交 換 機 若 し く は 中 継 交 換 機 又 は 関 門 系 ル ー タ で 接 続 す る 場 合 に お け る

第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 に よ り ア ナ ロ グ 電 話 用 設 備 （ 事 業 用 電 気 通 信 設 備 規 則 （ 昭 和 六 十 年 郵 政 省

令 第 三 十 号 ） 第 三 条 第 二 項 第 三 号 に 規 定 す る も の を い う 。 以 下 同 じ 。 ） 又 は 総 合 デ ジ タ ル 通 信 用 設

備 （ 同 項 第 五 号 に 規 定 す る も の を い う 。 以 下 同 じ 。 ） で あ る 固 定 端 末 系 伝 送 路 設 備 の 一 端 に 接 続 さ

れ る 端 末 設 備 か ら 発 信 す る 通 信 又 は 当 該 端 末 設 備 に 着 信 す る 通 信 の 交 換 及 び 伝 送 を 行 う 機 能 を い う

。 以 下 同 じ 。 ） と す る 。  

２  加 入 電 話 ・ メ タ ル Ｉ Ｐ 電 話 接 続 機 能 に 関 す る 次 の 表 の 上 欄 に 掲 げ る 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 こ れ

ら の 規 定 中 同 表 の 中 欄 に 掲 げ る 字 句 は 、 そ れ ぞ れ 同 表 の 下 欄 に 掲 げ る 字 句 と す る 。  

新 接 続 料 規 則 第 六 条

第 一 項  

、 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備  、 当 該 機 能 に 係 る 電 気 通 信 設 備  

当 該 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備  当 該 電 気 通 信 設 備  

次 項 、 次 条 並 び に 第 十 二 条 の 二 第 二

項 第 一 号  
次 項  
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新 接 続 料 規 則 第 六 条

第 二 項  

、 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備  、 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 接 続 料 規

則 等 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 （ 令 和 四

年 総 務 省 令 第    号 。 以 下 「 令 和

四 年 改 正 省 令 」 と い う 。 ） 附 則 第 五

条 第 一 項 の 加 入 電 話 ・ メ タ ル Ｉ Ｐ 電

話 接 続 機 能 に 係 る 電 気 通 信 設 備  
当 該 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備  当 該 電 気 通 信 設 備  

新 接 続 料 規 則 第 六 条

第 三 項  

第 四 条 の 対 象 設 備 等  令 和 四 年 改 正 省 令 附 則 第 五 条 第 一 項

の 加 入 電 話 ・ メ タ ル Ｉ Ｐ 電 話 接 続 機

能 に 係 る 電 気 通 信 設 備 、 こ れ の 附 属

設 備 並 び に こ れ ら を 設 置 す る 土 地 及

び 施 設  

新 接 続 料 規 則 第 二 十

一 条  

法 第 三 十 三 条 第 五 項 機 能 に 係 る も の

並 び に 第 八 条 第 二 項 た だ し 書 の 規 定

に 基 づ き 接 続 料 の 原 価 及 び 利 潤 を 算

定 し た 一 般 法 定 機 能 に 係 る も の に あ

再 計 算 後 直 ち に  
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っ て は 再 計 算 後 直 ち に 、 そ の 他 の 一

般 法 定 機 能 に 係 る も の に あ っ て は 毎

事 業 年 度 経 過 後 七 月 以 内 に  

新 接 続 料 規 則 別 表 第

一 の 一 第 二 表  

 

Ｉ Ｐ 電 話

用 Ｄ Ｎ Ｓ

サーバ  

Ｄ Ｎ Ｓ サ

ーバ  

相 互 接 続

局 に 設 置

するもの  

 

 

 

 

 

 
 

 

Ｉ Ｐ 電 話

用 Ｄ Ｎ Ｓ

サーバ  

Ｄ Ｎ Ｓ サ

ーバ  

相 互 接 続

局 に 設 置

するもの  

単 位 指 定

区 域 間 伝

送路設備  

単 位 指 定

区 域 間 伝

送路設備  

共 用 コ ア

ル ー タ ～

関 門 系 ル

ー タ 間 に

設 置 す る

もの  
 

新 接 続 料 規 則 別 表 第

四 の 一 第 二 表  

伊豆大島と本土中継交換機間及び犬

石と中継交換局間の伝送路に係るも

の  

⑴  伊豆大島と本土中継交換機間及

び犬石と中継交換局間の伝送路に

係るもの  

174



伝送路数×専用線料金単価  

 

 

 

伝送路数×専用線料金単価  

⑵  単位指定区域間伝送路に係るも

の  

単位指定区域間伝送路の最繁時帯

域（メタルＩＰ電話に係るものに

限る。）×単位指定区域間伝送路

設備帯域当たり単価  

新 接 続 料 規 則 別 表 第

五 第 二 表  

 

ア
ナ
ロ
グ
・
デ
ジ
タ
ル

回
線
共
通
部 

 

 

 

ア
ナ
ロ
グ
・
デ
ジ
タ
ル

回
線
共
通
部 

単
位
指
定
区
域
間
伝
送

路
設
備 
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３  加 入 電 話 ・ メ タ ル Ｉ Ｐ 電 話 接 続 機 能 に 関 す る 資 産 及 び 費 用 の 整 理 、 原 価 及 び 利 潤 の 算 定 並 び に 接

続 料 の 設 定 に つ い て は 、 新 接 続 料 規 則 第 三 章 か ら 第 五 章 ま で の 規 定 （ 第 十 四 条 の 二 の 規 定 を 除 く 。

） は 、 適 用 し な い 。  

第 六 条  加 入 電 話 ・ メ タ ル Ｉ Ｐ 電 話 接 続 機 能 の 接 続 料 は 、 附 則 別 表 第 一 第 一 表 の 部 分 機 能 の 区 分 の 欄
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に 定 め る 各 部 分 機 能 の 単 位 費 用 総 額 （ 単 位 費 用 （ 附 則 別 表 第 二 の 要 素 機 能 の 区 分 の 欄 に 定 め る 要 素

機 能 （ 附 則 別 表 第 一 の 部 分 機 能 の 区 分 の 欄 に 定 め る 部 分 機 能 の 構 成 要 素 と な る 機 能 を い う 。 以 下 同

じ 。 ） に つ い て 、 附 則 別 表 第 二 の 対 象 設 備 の 欄 に 定 め る 対 象 設 備 及 び こ れ の 附 属 設 備 並 び に こ れ ら

を 設 置 す る 土 地 及 び 施 設 に 係 る 費 用 の 額 を 用 い て 算 定 さ れ た 当 該 要 素 機 能 の 原 価 及 び 利 潤 の 総 額 を

当 該 要 素 機 能 に 係 る 需 要 で 除 し た も の を い う 。 以 下 同 じ 。 ） の 総 額 で あ っ て 、 附 則 別 表 第 一 の 単 位

費 用 総 額 の 算 定 方 法 の 欄 に 定 め る 方 法 に よ り 算 定 し た も の を い う 。 以 下 同 じ 。 ） を 当 該 各 部 分 機 能

に 係 る 需 要 （ 要 素 機 能 の 単 位 費 用 算 定 に 用 い る 通 信 時 間 で あ っ て 、 当 該 各 部 分 機 能 に 係 る も の を い

う 。 ） に よ り 加 重 平 均 し た も の に 一 か ら 特 定 比 率 を 減 じ た 比 率 を 乗 じ る こ と に よ り 算 定 し た 額 に 、

附 則 別 表 第 一 第 二 表 に 定 め る 部 分 機 能 の 単 位 費 用 総 額 に 特 定 接 続 負 担 額 （ 他 事 業 者 が 当 該 部 分 機 能

の 利 用 に 当 た り 電 気 通 信 事 業 法 施 行 規 則 （ 昭 和 六 十 年 郵 政 省 令 第 二 十 五 号 ） 第 二 十 三 条 の 四 第 二 項

第 一 号 の 二 ニ の 特 定 接 続 を 行 う 場 合 に 当 該 他 事 業 者 が 負 担 す べ き 金 額 に 相 当 す る 額 で あ っ て 、 前 条

第 二 項 の 規 定 に よ り 読 み 替 え て 適 用 さ れ る 新 接 続 料 規 則 第 六 条 の 規 定 に よ り 整 理 さ れ た 電 気 通 信 設

備 の 資 産 及 び 費 用 に 基 づ い て 原 価 及 び 利 潤 を 算 定 し た も の 。 以 下 同 じ 。 ） を 加 え た 額 に 特 定 比 率 を

乗 じ る こ と に よ り 算 定 し た 額 を 加 え る こ と に よ り 算 定 す る も の と す る 。  

２  前 項 に お い て 、 特 定 比 率 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 場 合 に 応 じ 、 当 該 各 号 に 掲 げ る 比 率 と す る 。  

一  令 和 四 年 四 月 一 日 以 降 に 適 用 さ れ る 接 続 料 を 算 定 す る 場 合 （ 次 号 及 び 第 三 号 に 掲 げ る 場 合 を 除
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く 。 ）  〇 ． 〇 九  
二  令 和 五 年 四 月 一 日 以 降 に 適 用 さ れ る 接 続 料 を 算 定 す る 場 合 （ 次 号 に 掲 げ る 場 合 を 除 く 。 ）  〇

． 三 四  

三  令 和 六 年 四 月 一 日 以 降 に 適 用 さ れ る 接 続 料 を 算 定 す る 場 合  〇 ． 七 七  

第 七 条  新 接 続 料 規 則 第 三 章 か ら 第 五 章 ま で の 規 定 （ 第 六 条 、 第 七 条 、 第 八 条 （ 第 一 項 及 び 第 二 項 本

文 に 限 る 。 ） 、 第 九 条 （ 第 一 項 及 び 第 二 項 本 文 に 限 る 。 ） 、 第 十 一 条 （ 第 三 項 た だ し 書 を 除 く 。 ）

、 第 十 二 条 （ 第 五 項 を 除 く 。 ） 、 第 十 二 条 の 二 第 一 項 （ 第 一 号 に 係 る 部 分 に 限 る 。 ） 及 び 第 二 項 （

第 一 号 及 び 第 四 号 に 係 る 部 分 に 限 る 。 ） 、 第 十 三 条 、 第 十 四 条 （ 第 二 項 た だ し 書 を 除 く 。 ） 、 第 十

五 条 （ 第 三 項 を 除 く 。 ） 、 第 十 六 条 並 び に 第 十 八 条 の 三 の 規 定 に 限 る 。 ） 及 び 別 表 第 一 の 一 か ら 別

表 第 五 ま で の 規 定 、 新 平 成 十 七 年 改 正 省 令 附 則 第 六 項 か ら 第 八 項 ま で 及 び 第 十 二 項 か ら 第 十 五 項 ま

で の 規 定 並 び に 第 四 条 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 接 続 料 規 則 及 び 接 続 料 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 の 一

部 を 改 正 す る 省 令 附 則 第 六 項 及 び 第 七 項 の 規 定 は 、 附 則 別 表 第 二 の 要 素 機 能 の 区 分 の 欄 及 び 内 容 の

欄 に 定 め る 要 素 機 能 に 係 る 単 位 費 用 の 算 定 に つ い て 準 用 す る 。 こ の 場 合 に お い て 、 次 の 表 の 上 欄 に

掲 げ る 規 定 中 同 表 の 中 欄 に 掲 げ る 字 句 は 、 そ れ ぞ れ 同 表 の 下 欄 に 掲 げ る 字 句 に 読 み 替 え る も の と す

る 。  

新 接 続 料 規 則 第 七 条  前 条  、 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 接 続 料 規
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則 等 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 （ 令 和 四

年 総 務 省 令 第    号 。 以 下 「 令 和

四 年 改 正 省 令 」 と い う 。 ） 附 則 第 五

条 第 二 項 の 規 定 に よ り 読 み 替 え て 適

用 さ れ る 前 条  

第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備  電 気 通 信 設 備  
、 そ れ 以 外 の 法 定 機 能 に 係 る 接 続 料

に あ っ て は 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備

接 続 会 計 規 則 （ 平 成 九 年 郵 政 省 令 第

九 十 一 号 。 以 下 「 接 続 会 計 規 則 」 と

い う 。 ） に 規 定 す る 第 一 種 指 定 設 備

管 理 部 門 に 整 理 さ れ た 資 産 及 び 費 用

に 基 づ い て 、 原 価  

原 価  

新 接 続 料 規 則 第 八 条

第 一 項  

第 一 種 指 定 設 備 管 理 運 営 費  設 備 管 理 運 営 費  

第 六 条 第 一 項  令 和 四 年 改 正 省 令 附 則 第 五 条 第 二 項

の 規 定 に よ り 読 み 替 え て 適 用 さ れ る
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第 六 条 第 一 項  
新 接 続 料 規 則 第 九 条

第 一 項  

第 一 種 指 定 設 備 管 理 運 営 費  設 備 管 理 運 営 費  

第 四 条 の 表 の 上 欄 に 掲 げ る  令 和 四 年 改 正 省 令 附 則 別 表 第 二 の 要

素 機 能 の 区 分 の 欄 に 定 め る  

新 接 続 料 規 則 第 九 条

第 二 項  
費 用 と し 、 そ の 他 の 一 般 法 定 機 能 に

係 る も の に あ っ て は 接 続 会 計 規 則 別

表 第 二 様 式 第 四 の 設 備 区 分 別 費 用 明

細 表 に 記 載 さ れ た 費 用  

費 用  

新 接 続 料 規 則 第 十 一

条 第 三 項  

別 表 第 三 様 式 第 二  、 別 表 第 三 様 式 第 二  

基 礎 と し て 、 そ の 他 の 一 般 法 定 機 能

に 係 る も の に あ っ て は 接 続 会 計 規 則

別 表 第 二 様 式 第 三 の 固 定 資 産 帰 属 明

細 表 の 帳 簿 価 額 を 基 礎 と し て 、  

基 礎 と し て  

新 接 続 料 規 則 第 十 一

条 第 五 項  

第 一 種 指 定 設 備 管 理 運 営 費  設 備 管 理 運 営 費  

第 六 条 第 一 項  令 和 四 年 改 正 省 令 附 則 第 五 条 第 二 項
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の 規 定 に よ り 読 み 替 え て 適 用 さ れ る

第 六 条 第 一 項  

第 一 種 指 定 設 備 管 理 運 営 費  設 備 管 理 運 営 費  

新 接 続 料 規 則 第 十 二

条 の 二 第 一 項  

次 の 各 号  第 一 号  

当 該 各 号  同 号  

新 接 続 料 規 則 第 十 二

条 の 二 第 二 項  
第 八 条 第 二 項 第 一 号 に 該 当 す る も の

と し て 同 項 た だ し 書 の 規 定 に 基 づ き

接 続 料 の 原 価 及 び 利 潤 を 算 定 す る 方

式 又 は 第 六 条  

令 和 四 年 改 正 省 令 附 則 第 五 条 第 二 項

の 規 定 に よ り 読 み 替 え て 適 用 さ れ る

第 六 条  

第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備  電 気 通 信 設 備  

新 接 続 料 規 則 第 十 四

条 第 三 項  

第 一 種 指 定 設 備 管 理 運 営 費  設 備 管 理 運 営 費  

新 接 続 料 規 則 第 十 五

条 第 一 項  

第 四 条 の 表 二 の 項 の 機 能 （ メ タ ル 回

線 収 容 機 能 、 加 入 者 交 換 機 能 、 信 号

制 御 交 換 機 能 及 び 優 先 接 続 機 能 に 限

令 和 四 年 改 正 省 令 附 則 別 表 第 二 第 一

表 の 一 の 項 の 要 素 機 能 （ 加 入 者 交 換

部 に 限 る 。 ） 及 び 二 の 項 の 要 素 機 能

181



る 。 ） 及 び 五 の 項 の 中 継 交 換 機 能  （ 中 継 交 換 部 に 限 る 。 ） 並 び に 第 二

表 の 一 の 項 の 要 素 機 能  

新 接 続 料 規 則 第 十 六

条  

第 四 条 の 表 二 の 項 の 機 能 （ 加 入 者 交

換 機 専 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 機 能 及 び 加

入 者 交 換 機 共 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 機 能

に 限 る 。 ） 、 四 の 項 の 機 能 、 五 の 項

の 機 能 （ 中 継 交 換 機 専 用 ト ラ ン ク ポ

ー ト 機 能 及 び 中 継 交 換 機 共 用 ト ラ ン

ク ポ ー ト 機 能 に 限 る 。 ） 、 六 の 項 の

機 能 （ 中 継 伝 送 専 用 機 能 、 中 継 伝 送

共 用 機 能 及 び 中 継 交 換 機 接 続 伝 送 専

用 機 能 に 限 る 。 ） 及 び 六 の 二 の 項 の

一 般 中 継 系 ル ー タ 接 続 伝 送 機 能  

令 和 四 年 改 正 省 令 附 則 別 表 第 二 第 一

表 の 一 の 項 の 要 素 機 能 （ 加 入 者 交 換

機 専 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 部 及 び 加 入 者

交 換 機 共 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 部 に 限 る

。 ） 、 二 の 項 の 要 素 機 能 （ 中 継 交 換

機 専 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 部 及 び 中 継 交

換 機 共 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 部 に 限 る 。

） 及 び 三 の 項 の 要 素 機 能 並 び に 第 二

表 の 二 の 項 、 三 の 項 及 び 五 の 項 の 要

素 機 能  

新 接 続 料 規 則 第 十 八

条 の 三  

第 四 条 の 表 九 の 項 か ら 九 の 四 の 項 ま

で の 機 能  

令 和 四 年 改 正 省 令 附 則 別 表 第 二 第 二

表 の 四 の 項 及 び 六 の 項 か ら 八 の 項 ま

で の 要 素 機 能  
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新 平 成 十 七 年 改 正 省

令 附 則 第 六 項  

第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 接 続 料 規 則

（ 平 成 十 二 年 郵 政 省 令 第 六 十 四 号 。

以 下 「 規 則 」 と い う 。 ） 第 四 条 の 表

二 の 項 の 加 入 者 交 換 機 能  

第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 接 続 料 規 則

等 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 （ 令 和 四 年

総 務 省 令 第    号 ） 附 則 別 表 第 二

第 一 表 の 一 の 項 の 加 入 者 交 換 部  

規 則 別 表 第 一 の 一 第 一 表  第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 接 続 料 規 則

（ 平 成 十 二 年 郵 政 省 令 第 六 十 四 号 。

以 下 「 規 則 」 と い う 。 ） 別 表 第 一 の

一 第 一 表  

新 平 成 十 七 年 改 正 省

令 附 則 第 七 項  

加 入 者 交 換 機 能  加 入 者 交 換 部  

新 平 成 十 七 年 改 正 省

令 附 則 第 十 五 項  

規 則 第 四 条 の 表 二 の 項 の 機 能 （ 加 入

者 交 換 機 能 、 信 号 制 御 交 換 機 能 、 優

先 接 続 機 能 、 番 号 ポ ー タ ビ リ テ ィ 機

能 、 加 入 者 交 換 機 専 用 ト ラ ン ク ポ ー

ト 機 能 及 び 加 入 者 交 換 機 共 用 ト ラ ン

ク ポ ー ト 機 能 に 限 る 。 ） 、 四 の 項 の

要 素 機 能  
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機 能 、 五 の 項 の 機 能 （ 中 継 交 換 機 能

、 中 継 交 換 機 専 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 機

能 及 び 中 継 交 換 機 共 用 ト ラ ン ク ポ ー

ト 機 能 に 限 る 。 ） 、 六 の 項 の 機 能 （

中 継 伝 送 共 用 機 能 、 中 継 伝 送 専 用 機

能 及 び 中 継 交 換 機 接 続 伝 送 専 用 機 能

に 限 る 。 ） 及 び 八 の 項 の 機 能  

第 八 条  令 和 六 年 十 二 月 三 十 一 日 ま で の 間 、 事 業 者 は 、 他 の 電 気 通 信 事 業 者 が 電 気 通 信 事 業 法 施 行 規

則 第 二 十 三 条 の 四 第 二 項 第 一 号 の 二 ニ の 特 定 接 続 （ 他 の 電 気 通 信 事 業 者 の 電 気 通 信 設 備 を 関 門 系 ル

ー タ で 接 続 す る 場 合 に お い て 、 ア ナ ロ グ 電 話 用 設 備 又 は 総 合 デ ジ タ ル 通 信 用 設 備 で あ る 固 定 端 末 系

伝 送 路 設 備 の 一 端 に 接 続 さ れ る 端 末 設 備 か ら 発 信 す る 通 信 又 は 当 該 端 末 設 備 に 着 信 す る 通 信 の 交 換

及 び 伝 送 を 行 う も の に 限 る 。 ） を 行 う 場 合 に 、 当 該 特 定 接 続 に 関 し て 金 銭 の 取 得 を し な い も の と す

る 。  

第 九 条  令 和 六 年 十 二 月 三 十 一 日 ま で の 間 、 第 二 条 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 東 日 本 電 信 電 話 株 式 会 社 の

西 日 本 電 信 電 話 株 式 会 社 に 対 す る 金 銭 の 交 付 に 関 す る 省 令 第 三 条 か ら 第 六 条 ま で の 規 定 の 適 用 に つ

い て は 、 第 三 条 中 「 八 の 項 の 機 能 」 と あ る の は 「 八 の 項 の 機 能 並 び に 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 接 続
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料 規 則 等 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 （ 令 和 四 年 総 務 省 令 第    号 ） 附 則 第 五 条 第 一 項 の 表 に 定 め る 機

能 」 と 、 第 四 条 中 「 附 則 第 十 五 項 」 と あ る の は 「 附 則 第 十 五 項 （ 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 接 続 料 規

則 等 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 （ 令 和 四 年 総 務 省 令 第    号 ） 附 則 第 七 条 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含

む 。 ） 」 と 、 「 第 十 四 条 」 と あ る の は 「 第 十 四 条 （ 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 接 続 料 規 則 等 の 一 部 を

改 正 す る 省 令 （ 令 和 四 年 総 務 省 令 第    号 ） 附 則 第 七 条 に お い て こ れ ら の 規 定 を 準 用 す る 場 合 を

含 む 。 ） 」 と す る 。  
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附則別表第１（附則第５条関係）  

 第１表  

部分機能の区分  内容  単位費用総額の算定方法  

一  加入者交換機接続機能（一

）  

他の電気通信事業者の電気通信

設備を第一種指定加入者交換機

で接続する場合における第一種

指定電気通信設備により通信の

交換及び伝送並びに信号の編集

を行う部分機能であって、第一

種指定中継交換機を経由せずに

通信の交換及び伝送並びに信号

の編集を行うもの（次項の加入

者交換機接続機能（二）を除く

。）  

加入者交換部（交換等設備）に

係る単位費用＋加入者交換部（

伝送路設備）に係る単位費用＋

加入者交換機専用トランクポー

ト部に係る単位費用  

二  加入者交換機接続機能（二 他の電気通信事業者の電気通信 加入者交換部（交換等設備）に
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）  設備を第一種指定加入者交換機

で接続する場合における第一種

指定電気通信設備により通信の

交換及び伝送並びに信号の編集

を行う部分機能であって、特定

の電気通信事業者に係る通信を

専ら伝送する第一種指定中継系

伝送路設備等を経由して通信の

交換及び伝送並びに信号の編集

を行うもの  

係る単位費用＋加入者交換部（

伝送路設備）に係る単位費用＋

加入者交換機専用トランクポー

ト部に係る単位費用＋中継伝送

専用部に係る単位費用  

三  中継交換機接続機能  他の電気通信事業者の電気通信

設備を第一種指定中継交換機で

接続する場合における第一種指

定電気通信設備により通信の交

換及び伝送並びに信号の編集を

行う部分機能であって、第一種

加入者交換部（交換等設備）に

係る単位費用＋加入者交換部（

伝送路設備）に係る単位費用＋

加入者交換機共用トランクポー

ト部に係る機能＋中継交換部に

係る単位費用＋中継交換機共用
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指定加入者交換機を経由して通

信の交換及び伝送並びに信号の

編集を行うもの  

トランクポート部に係る単位費

用＋中継伝送共用部に係る単位

費用＋中継交換機専用トランク

ポート部に係る単位費用＋中継

交換機接続伝送専用部に係る単

位費用  

 

  

188



 第２表  

部分機能の区分  内容  単位費用総額の算定方法  

一  関門系ルータ接続機能  他の電気通信事業者の電気通信

設備を関門系ルータで接続する

場合における第一種指定電気通

信設備により通信の交換及び伝

送並びに信号の編集を行う部分

機能  

メタル回線収容部に係る単位費

用＋一般中継系ルータ交換伝送

部に係る単位費用＋一般中継系

ルータ接続伝送部に係る単位費

用＋ＳＩＰサーバ部に係る単位

費用＋関門系ルータ交換部に係

る単位費用＋ＳＩＰ信号変換部

に係る単位費用＋番号管理部に

係る単位費用＋ドメイン名管理

部に係る単位費用  
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附則別表第２（附則第５条関係）  

 第１表  

要素機能の区分  内容  対象設備  

一  端末系交換

部  

加入者交換部  加入者交換機により通信の交換

を行う要素機能（この項の加入

者交換機専用トランクポート部

及び加入者交換機共用トランク

ポート部を除く。）  

第一種指定加入者交換機（第一

種指定端末系伝送路設備、第一

種指定中継系伝送路設備等及び

信号用伝送装置とのそれぞれの

間に設置される伝送装置等を含

む。）  加入者交換機専

用トランクポー

ト部  

特定の電気通信事業者に係る通

信を専ら伝送する中継系伝送路

設備等を加入者交換機に収容す

る装置において、当該中継系伝

送路設備等を介して伝送される

信号を編集する要素機能  

加入者交換機共

用トランクポー

加入者交換機と中継交換機との

間に設置される中継系伝送路設
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ト部  備等（特定の電気通信事業者に

係る通信を専ら伝送するものを

除く。）を加入者交換機に収容

する装置において、当該中継系

伝送路設備等を介して伝送され

る信号を編集する要素機能  

二  中継交換部  中継交換部  中継交換機により通信の交換を

行う部分機能（この項の中継交

換機専用トランクポート部及び

中継交換機共用トランクポート

部を除く。）  

第一種指定中継交換機（第一種

指定中継系伝送路設備等及び信

号用伝送装置とのそれぞれの間

に設置される伝送装置等を含む

。）  

中継交換機専用

トランクポート

部  

特定の電気通信事業者に係る通

信を専ら伝送する中継系伝送路

設備等を中継交換機に収容する

装置において、当該中継系伝送

路設備等を介して伝送される信
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号を編集する要素機能  

中継交換機共用

トランクポート

部  

加入者交換機と中継交換機との

間に設置される中継系伝送路設

備等（特定の電気通信事業者に

係る通信を専ら伝送するものを

除く。）を中継交換機に収容す

る装置において、当該中継系伝

送路設備等を介して伝送される

信号を編集する要素機能  

三  中継伝送部  中継伝送共用部  加入者交換機と中継交換機との

間に設置される中継系伝送路設

備等（中継系伝送路設備等の両

端に対向して設置される伝送装

置等を含む。）により通信を伝

送する要素機能（特定の電気通

信事業者に係る通信を専ら伝送

第一種指定中継系伝送路設備等

であって、第一種指定加入者交

換機と第一種指定中継交換機と

の間に設置されるもの（第一種

指定中継系伝送路設備等の両端

に対向して設置される伝送装置

等を含む。）及び第一種指定加
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するものを除く。）  入者交換機又は第一種指定中継

交換機と他の電気通信事業者の

電気通信設備との間に設置され

るもの（第一種指定加入者交換

機又は第一種指定中継交換機と

他の電気通信事業者の電気通信

設備との間に設置される伝送装

置等を含む。）  

中継伝送専用部  加入者交換機と中継交換機との

間に設置される中継系伝送路設

備等（中継系伝送路設備等の両

端に対向して設置される伝送装

置等を含む。）により通信を伝

送する部分機能と同等のもので

あって、特定の電気通信事業者

に係る通信を専ら伝送する要素

機能  

中継交換機接続

伝送専用部  

中継交換機と他の電気通信事業

者の電気通信設備との間に設置

される中継系伝送路設備（中継

交換機と他の電気通信事業者の

電気通信設備との間に設置され

る伝送装置等を含む。）により
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当該他の電気通信事業者に係る

通信を専ら伝送する要素機能（

この項の中継伝送専用部を除く

。）  
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第２表  

要素機能の区分  内容  対象設備  

一  メタル回線収容部  第一種指定メタル回線収容装置

等により第一種指定端末系伝送

路設備を収容し、音声信号とパ

ケットの相互間の変換を行う要

素機能  

第一種指定メタル回線収容装置

等  

二  一般中継系ルータ交換伝送

部  

関門系ルータ以外の一般第一種

指定中継ルータにより通信の交

換及び伝送を行う要素機能（特

定のパケットについて優先的に

通信の交換又は伝送を行う機能

を含む。）  

関門系ルータ以外の一般第一種

指定中継ルータ  

三  一般中継系ルータ接続伝送

部  

第一種指定メタル回線収容装置

等と関門系ルータ以外の一般第

一種指定中継ルータとの間に設

第一種指定中継系伝送路設備で

あって、第一種指定メタル回線

収容装置等と関門系ルータ以外
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置される第一種指定中継系伝送

路設備により通信を伝送する要

素機能  

の一般第一種指定中継ルータと

の間に設置されるもの  

四  ＳＩＰサーバ部  関門系ルータ接続用メディアゲ

ートウェイと連携してインター

ネットプロトコルによるパケッ

トの伝送の制御又は固定端末系

伝送路設備の認証等を行う要素

機能  

ＳＩＰサーバ  

五  関門系ルータ交換部  他の電気通信事業者の電気通信

設備を関門系ルータで接続する

場合における当該関門系ルータ

により通信の交換を行う要素機

能  

関門系ルータ  

六  ＳＩＰ信号変換部  ＳＩＰサーバと連携して、事業

者の網内で流通するＳＩＰ信号

セッションボーダコントローラ  
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を終端し、事業者と他の電気通

信事業者の網間で流通可能なＳ

ＩＰ信号に変換する要素機能  

七  番号管理部  ＳＩＰサーバと連携して、入力

された電気通信番号の一部又は

全部に対応してドメイン名を出

力する要素機能  

ＥＮＵＭサーバ  

八  ドメイン名管理部  入力されたドメイン名の一部又

は全部に対応してアイ・ピー・

アドレスを出力する要素機能  

ＩＰ電話用ＤＮＳサーバ  
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